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第 １ 章  計 画 の 目 的  

  

奈 良 市 （ 以 下 「 本 市 」 と い う ） の 環 境 清 美 工 場 は 、 稼 働 を 開 始 し て か ら す で に 4 0 年 以

上 が 経 過 し 老 朽 化 が 進 ん で い ま す 。 適 宜 改 修 し な が ら 稼 働 を 維 持 し て い ま す が 、 安 定 し た 稼

働 を 続 け る こ と が 厳 し い 状 況 に な っ て い ま す 。  

ま た 、 環 境 清 美 工 場 周 辺 の 住 民 を 中 心 と し た 公 害 調 停 申 請 人 と 奈 良 市 と の 間 で 締 結 し

た 移 転 建 設 を 趣 旨 と し た 調 停 条 項 に よ り 、 新 た な 候 補 地 を 選 定 し て 新 ク リ ー ン セ ン タ ー を 早

期 に 建 設 す る こ と が 求 め ら れ て お り ま す 。  

そ こ で 、 今 後 の 人 口 減 少 等 に 伴 う ご み 量 ・ ご み 質 の 変 動 や 、 最 新 の 廃 棄 物 処 理 技 術 の 動

向 等 を 考 慮 し つ つ 、 循 環 型 社 会 の 形 成 に ふ さ わ し い 施 設 と し て 、 新 ク リ ー ン セ ン タ ー 【 「 地 域

エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー （ 焼 却 施 設 ） 」 及 び 「 リ サ イ ク ル セ ン タ ー 」 】 を 整 備 す る た め 本 計 画 を 策 定

し ま す 。  

 本 施 設 で は 、 こ れ ま で 不 要 と さ れ て い た ご み を 資 源 （ 燃 料 ） と し 、 そ こ か ら 環 境 に や さ し い

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 創 出 し 、 生 み 出 し た エ ネ ル ギ ー を 使 い 、 持 続 可 能 な 環 境 ・ 農 業 を 支 え

ま す 。  

ま た 、 観 光 ・ 農 業 を 通 じ て 多 様 な 人 材 が つ な が り 、 地 域 に 賑 わ い が 生 ま れ 、 奈 良 市 の 新 し

い 価 値 の 発 信 拠 点 に し ま す 。  

人 々 の 行 動 変 容 を 促 し 、 地 球 に や さ し く 魅 力 あ る 都 市 を 構 築 し 、 住 み や す く ・ 働 き が い の

あ る ま ち づ く り を 進 め ま す 。  
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第 ２ 章  ご み 処 理 の 現 状 と 課 題  

 

 １ ． 現 状  

  １ ） ご み の 処 理 方 法 及 び そ の 主 体  

本 市 に お け る ご み の 処 理 方 法 及 び そ の 主 体 は 、 表 2 - 1 に 示 す と お り で す 。  

 

表 2 - 1  ご み の 処 理 方 法 及 び 処 理 主 体

 

 

区分 中間処理方法 最終処分方法

燃やせるごみ

破砕可燃物もあわせて焼却し、

焼却灰、ばいじん処理物、非鉄
類に分類（直営）

焼却灰は埋立（直営）

ばいじん処理物、非鉄類は埋
立（委託）

燃やせないごみ

大型ごみ

埋立ごみ 草木類、土砂類に選別（委託）
草木類は専門業者で再生利用
（委託）
土砂類は埋立（直営）

有害ごみ 専用容器に保管（直営）
専門業者で再生利用

（委託）

プラスチック製

容器包装
※注4 選別し、梱包（委託）

ガラスびん
※注4 選別し、梱包（委託）

ペットボトル※注4 選別し、梱包（委託）

飲料用紙パック 選別し、梱包（委託）

空き缶 選別し、梱包（委託）

古紙類・古布類 保管（委託） 再生利用（委託）

使用済小型家電 選別し、保管（委託）
専門処理業者で再生利用
（委託）

陶磁器製品 破砕処理（委託）
専門処理業者で再生利用

（委託）

燃やせるごみ

燃やせないごみ

生ごみ

公園ごみ

動物の死体

　※注1：市民自ら処理する場合及び市民の意向で許可業者に依頼する場合を除きます

　※注2：直営・委託の区別は、収集区域により定めます

　※注3：１回の申込につき、６点まで排出可能で、申込んだ日の２か月後から再度、申込めます

　※注4：容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進に関する法律第2条第2項に規定する特定容器に限ります

　※注5：事業者自ら処理する場合を除きます

　※注6：排出者自ら処理する場合を除きます

　※注7：廃棄物の処理及び清掃に関する法律第11条第2項の規定に基づき、市が一般廃棄物とあわせて

         処理することができる産業廃棄物として指定します

　　繊維くず

概ね月1回収集
（委託）

概ね月1回収集（委託）
　　　又は
公共施設で拠点回収

イベント回収

破砕後、破砕可燃物、破砕スク
ラップ、その他不燃物に選別
し、破砕可燃物は焼却

（直営）

破砕スクラップは再生利用
（有価物として売却）
その他不燃物は埋立

（直営）

容器包装に係る分別収集及び
再商品化の促進に関する法律

第21条に基づく指定法人（以
下「指定法人」という）から
委託された再商品化事業者で

再生利用（委託）

再生利用

（有価物として売却）

随時収集（許可業者） 家庭から排出される一般廃棄物と同様に処理

随時収集（委託）

動物の死体※注6

電話等申し込みにより収集（直営）

市が一般廃棄物とあわせて処理できる産業廃棄物
※注7

　　紙くず

　　木くず（パレット及び建設業からの木くずを除く）

家庭から排出される一般廃棄物と同様に処理

燃やせるごみと同様に処理

環境清美センターで拠点回収

公共施設及び民間施設で拠点回収

事業活動に伴って排出される一般廃棄物※注5

随時収集（直営） 堆肥化し、再生利用（直営）

自治会からの申込により収集（直営・委託）

大型ごみ収集の際に収集（直営・委託）

電池類は拠点回収（直営）

週1回収集

（直営・委託）

家庭から排出される一般廃棄物
※注1

収集運搬方法
※注2

週2回収集（直営・委託）

概ね月2回収集（直営・委託）

電話申込により収集
※注3

（直営・委託）
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２ ） ご み 排 出 量 の 推 移  

本 市 の ご み 排 出 量 の 推 移 は 、 表 2 - 2 及 び 図 2 - 1 に 示 す と お り で す 。  

    ご み 排 出 量 は 人 口 減 少 に 伴 い 、 減 少 し て い ま す 。 ま た 、 1 人 1 日 当 た り の 排 出 量 も

減 少 傾 向 を 続 け て い ま す 。  

    

表 2 - 2  ご み 排 出 量 の 推 移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  人 口 は 年 度 末 の 実 績 値  

 

図 2 - 1  ご み 排 出 量 の 推 移   

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

364,326 363,051 361,423 359,666 358,155 356,352 355,529 354,287 352,264 350,318

燃やせるごみ 50,864.87 49,280.37 49,684.35 47,262.39 47,115.22 45,453.66 45,871.73 45,168.04 44,577.51 43,795.57

燃やせないごみ 5,724.61 6,923.93 6,659.16 5,504.60 5,288.79 5,995.42 5,914.22 7,015.41 6,306.39 5,509.84

大型ごみ 2,165.58 2,107.86 2,046.18 2,016.50 2,109.62 2,216.47 2,440.38 2,660.12 2,538.05 2,286.60

埋立ごみ（町内清掃等） 1,919.32 1,929.05 2,199.47 2,151.58 1,949.87 2,114.11 2,082.65 1,596.81 1,051.83 710.16

有害ごみ 15.31 17.40 16.54 10.87 8.29 4.28 4.12 2.33 3.67 28.95

小計 60,689.69 60,258.61 60,605.70 56,945.94 56,471.79 55,783.94 56,313.10 56,442.71 54,477.45 52,331.12

燃やせるごみ 39,964.60 38,034.15 34,613.21 33,973.61 33,921.33 33,451.83 33,228.29 29,209.49 29,948.65 29,790.16

燃やせないごみ 1,964.45 1,275.18 297.04 217.58 221.66 238.82 229.77 205.01 248.29 193.96

小計 41,929.05 39,309.33 34,910.25 34,191.19 34,142.99 33,690.65 33,458.06 29,414.50 30,196.94 29,984.12

102,618.74 99,567.94 95,515.95 91,137.13 90,614.78 89,475.00 89,771.16 85,857.21 84,674.39 82,315.24

プラスチック製容器包装 2,583.32 2,610.49 3,227.40 3,201.84 3,184.97 3,253.95 3,272.56 3,366.82 3,381.80 3,383.71

ガラスびん 1,818.87 1,837.09 1,829.67 1,730.30 1,757.47 1,615.60 1,682.82 1,713.71 1,708.18 1,631.44

ペットボトル 482.52 451.77 439.39 449.15 436.57 462.60 453.68 484.69 488.77 493.29

飲料用紙パック 86.04 80.23 75.03 74.15 72.41 71.72 64.47 71.72 68.36 65.73

アルミ缶 234.89 216.99 216.46 221.32 215.72 209.37 208.24 225.13 229.30 218.09

スチール缶 288.66 293.54 259.44 251.91 232.47 243.03 235.99 242.12 230.53 203.76

0.88 1.16 0.85 0.92 0.80 0.82 0.59 0.95 1.13 0.00

5,495.18 5,491.27 6,048.24 5,929.59 5,900.41 5,857.09 5,918.35 6,105.14 6,108.07 5,996.02

108,113.92 105,059.21 101,564.19 97,066.72 96,515.19 95,332.09 95,689.51 91,962.35 90,782.46 88,311.26

813.02 792.82 767.79 739.40 738.30 732.94 735.37 711.15 706.06 690.65

人口（人）

年度

合計

発泡スチロール製食品トレイ（白色）

合計

人口1人1日当たり排出量（ｇ/人日）

総合計

ご
み
（

ト
ン
）

家
庭
系

事
業
系

再
生
資
源
（

ト
ン
）
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  ３ ） ご み 処 理 の 流 れ  

令 和 ５ 年 度 現 在 の ご み 処 理 の 流 れ を 図 2 - 2 に 示 し ま す 。  

収 集 及 び 直 接 持 ち 込 ま れ た ご み は 環 境 清 美 工 場 に て 適 切 に 処 理 さ れ た 後 、 最 終 処

分 場 で 埋 立 処 分 を 行 っ て い ま す 。  

ま た 、 再 生 資 源 は 保 管 後 再 生 利 用 業 者 に て 再 生 利 用 さ れ て い ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 - 2  現 在 の ご み 処 理 の 流 れ  

【収集運搬】 【中間処理】

燃やせるごみ

動物の死体

破砕可燃物

燃やせないごみ

大型ごみ

埋立ごみ 選別・保管

有害ごみ 保管

プラスチック製容器包装 選別・梱包・保管

ガラスびん 選別・保管

ペットボトル 選別・圧縮・梱包・保管

飲料用紙パック 選別・保管

空き缶 選別・圧縮・保管

古紙類・古布類 選別・保管

使用済小型家電 選別・保管

陶磁器製・ガラス製食器類 選別・保管

生ごみ

※注 使用済小型家電については、ボックス回収分及び市民が環境清美工場へ自己搬入したもののうち該当物を別途

回収したものに限る。

※注　廃陶磁器製・ガラス製食器類については、ボックス回収・イベント回収したものに限る。

※注　生ごみは、市内の市立学校園から発生する給食の残さに限る。

再生利用業者

再生利用業者

堆肥化

※注　中間処理の選別において生じた残さは、その性状に応じて、焼却、破砕、直接埋立の処理をする。

再
　
生
　
資
　
源

指定法人から委託された
再商品化事業者

再生利用業者

再生利用業者

再生利用業者

専門処理業者

【最終処分】

ご
　
　
　
み

環境清美工場
焼却施設 焼

却

灰

・

ば

い

じ

ん

処

理

物

最
終
処
分
場

南部土地改良清美
事業一般廃棄物最
終処分場

緊急時一般廃棄物
最終処分場

大阪湾広域臨海環
境整備センター大
阪沖処分場環境清美工場

粗大ごみ処理施設
破

砕

不

燃

物

【再生利用】

破砕スクラップ
有害ごみ

再生利用業者

専門処理業者

専門処理業者
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 ２ ． 課 題  

ご み 処 理 に 関 す る 課 題 は 以 下 の と お り で す 。  

    

１ ） 環 境 清 美 工 場 の 老 朽 化  

本 市 環 境 清 美 工 場 は 、 稼 働 開 始 よ り 4 0 年 以 上 を 経 過 し て お り 、 老 朽 化 が 進 ん で い

ま す 。 修 繕 等 を 行 い な が ら 適 正 稼 働 を 維 持 し て い ま す が 、 安 定 し た 稼 働 し 続 け る こ と が

困 難 な 状 況 と な っ て い ま す 。  

環 境 清 美 工 場 の 維 持 修 繕 費 は 、 平 成 2 9 年 度 に は 年 間 約 6 . 5 億 円 で し た が 、 令

和 3 年 度 に は 約 1 0 億 円 と な り 、 財 政 的 な 負 担 と な っ て い ま す 。 ま た 、 令 和 5 年 6 月

に は 3 号 炉 の ガ ス 冷 却 塔 下 シ ュ ー ト が 脱 落 し た た め 、 稼 働 を 停 止 し 、 一 部 区 域 外 処 理

を 実 施 し ま し た 。 粗 大 ご み 処 理 施 設 も 焼 却 施 設 と 同 様 に 老 朽 化 が 進 ん で お り 、 故 障 に

よ る 処 理 の 遅 延 が 度 々 発 生 し て い ま す 。  

 

  ２ ） 適 正 な ご み 処 理 能 力 （ 施 設 規 模 ） の 確 保   

本 市 の 人 口 は 減 少 傾 向 を 続 け て い る こ と 、 ま た 市 民 の 協 力 に よ る ご み 排 出 量 の 減 量

化 が 進 ん で い る こ と か ら 、 将 来 の ご み 量 は 減 少 傾 向 を 示 す と 想 定 さ れ ま す 。  

    ご み の 排 出 量 （ 処 理 量 ） に 対 し て 施 設 の 処 理 能 力 （ 施 設 規 模 ） が 適 正 で あ る こ と

は 、 安 定 的 な 施 設 の 運 営 に 不 可 欠 で あ る こ と か ら 、 人 口 減 少 や ご み 排 出 量 の 減 少 を 見

据 え た 計 画 が 必 要 で す 。  

 

  ３ ） 再 生 資 源 の 取 扱 い  

再 生 資 源 の 処 理 に お い て も 、 機 械 及 び 作 業 施 設 の 老 朽 化 が 進 ん で い る こ と に 加 え 、

プ ラ ス チ ッ ク に 係 る 資 源 循 環 の 促 進 等 に 関 す る 法 律 の 施 行 を 受 け た 製 品 プ ラ ス チ ッ ク の

分 別 回 収 に 必 要 な 設 備 が 備 わ っ て い な い こ と が 課 題 と な っ て い ま す 。  

     

  4 ） 新 ク リ ー ン セ ン タ ー 供 用 開 始 ま で の ス ケ ジ ュ ー ル  

    環 境 清 美 工 場 の 老 朽 化 程 度 か ら 、 一 刻 も 早 い 施 設 整 備 が 求 め ら れ て い ま す 。 そ の た

め に 、 関 係 す る 各 作 業 や 協 議 に つ い て 遅 滞 な く 進 め る こ と が 求 め ら れ ま す 。  
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第 ３ 章  基 本 方 針  

 

 １ ． 基 本 方 針  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー 整 備 と 周 辺 整 備 に 係 る 考 え 方 と し て 、 以 下 の 考 え 方 を 基 本 方 針 と し

ま す 。  

 

 

 

 

本 施 設 で は 、 こ れ ま で 不 要 と さ れ て い た ご み を 資 源 （ 燃 料 ） と し 、 そ こ か ら 環 境 に や さ し

い 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を 創 出 し 、 生 み 出 し た エ ネ ル ギ ー を 使 い 、 持 続 可 能 な 環 境 ・ 農 業 を

支 え ま す 。  

ま た 、 観 光 ・ 農 業 を 通 じ て 多 様 な 人 材 が つ な が り 、 地 域 に 賑 わ い が 生 ま れ 、 奈 良 市 の 新

し い 価 値 の 発 信 拠 点 に し ま す 。  

人 々 の 行 動 変 容 を 促 し 、 地 球 に や さ し く 魅 力 あ る 都 市 を 構 築 し 、 住 み や す く ・ 働 き が い

の あ る ま ち づ く り を 進 め ま す 。  

     

 ２ ． 基 本 方 針 の 具 体 的 な 方 向 性  

  基 本 方 針 に も と づ い た 具 体 的 な 方 向 性 を 以 下 に 示 し ま す 。  

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

ご み ＝ 資 源 【 宝 】 と 価 値 観 を 転 換 し 、 限 り あ る 資 源 の 循 環 を 通 し て 、

私 た ち の 暮 ら し を 将 来 に 渡 っ て 持 続 維 持 可 能 な も の に し ま す 。  

 

 

エ ネ ル ギ ー 供 給 機 能 、 環 境 学 習 機 能 や 防 災 機 能 等 、 ご み を 処 理 す る だ け に と ど ま

ら な い 価 値 を 地 域 に 提 供 し ま す 。  

（ 第 9 章  余 熱 利 用 計 画 、 第 1 1 章  環 境 学 習 ・ 啓 発 機 能 、 第 1 ２ 章  防 災

計 画 ）  

① 多 面 的 価 値 の 創 出  

 

有 機 性 廃 棄 物 の 有 効 活 用 及 び 焼 却 エ ネ ル ギ ー か ら 回 収 で き る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ

ー の 利 用 に よ り 、 地 域 の 脱 炭 素 化 に 寄 与 す る 廃 棄 物 処 理 シ ス テ ム を 検 討 し ま す 。  

（ 第 9 章  余 熱 利 用 計 画 、 第 1 3 章  主 要 設 備 計 画 ）  

② 脱 炭 素 社 会 の 実 現  

ま ち づ く り ビ ジ ョ ン  
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図 3 - 1  施 設 整 備 イ メ ー ジ  

  

 

プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 な ど 、 ご み と し て 処 理 さ れ て い た も の の 再 資 源 化 を 推 進 し ま

す 。  

（ 第 7 章  リ サ イ ク ル セ ン タ ー 整 備 の 基 本 条 件 、 第 1 3 章  主 要 設 備 計 画 ）  

③ 資 源 循 環 機 能 の 強 化  

 

ご み の 減 量 化 を 推 進 し 、 コ ス ト 、 景 観 、 規 模 な ど が 最 適 と な る よ う に 計 画 し ま す 。  

 （ 第 6 章  地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー 整 備 の 基 本 条 件 、 第 7 章  リ サ イ ク ル セ ン タ

ー 整 備 の 基 本 条 件 、 第 1 4 章  土 木 建 築 計 画 ）  

④ コ ン パ ク ト な 施 設  

 

将 来 の ご み 量 ・ 質 の 変 化 に 柔 軟 に 対 応 で き る よ う 、 処 理 シ ス テ ム を 構 築 し ま す 。 ま

た 、 施 設 に 関 わ る 全 て の 人 が 安 全 で 安 心 で き る 施 設 設 計 を 行 い ま す 。  

 （ 第 1 2 章  防 災 計 画 、 第 1 3 章  主 要 設 備 計 画 ）  

 

⑤ 安 全 、 安 心 、 安 定 的 な 稼 働 の 確 保  
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第 ４ 章  将 来 の ご み 処 理 体 制  

 

 １ ． 将 来 の ご み 処 理 の 流 れ  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー 稼 働 開 始 時 に お け る ご み 処 理 の 流 れ を 図 4 - 1 に 示 し ま す 。  

 

図 4 - 1  ご み 処 理 体 系  

【収集運搬】 【中間処理】

燃やせるごみ

動物の死体

埋立ごみ

燃やせないごみ

大型ごみ

有害ごみ

プラスチック類

ガラスびん

ペットボトル

飲料用紙パック

空き缶

古紙類・古布類

使用済小型家電

陶磁器類

生ごみ

※注　現在、生ごみは市内の市立学校園から発生する給食の残さに限っているが、今後検証を行っていく。

新クリーンセンター
（リサイクルセンター）

有

価

物

※注　中間処理の選別において生じた残さは、その性状に応じて、焼却、破砕、直接埋立の処理をする。

不

燃

物

最
終
処
分
場

南部土地改良清美
事業一般廃棄物最

終処分場

緊急時一般廃棄物
最終処分場

大阪湾広域臨海環
境整備センター大

阪沖処分場
（以下、「大阪湾フェ

ニックスセンター」）

再生利用処理業者

焼

却

灰

・

ば

い

じ

ん

処

理

物

【最終処分】

新クリーンセンター
（地域エネルギーセンター）

破砕残渣・選別残渣

堆肥化

焼却

破砕・選別・

圧縮・梱包・保管
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新 し い ご み 処 理 体 系 に お け る そ れ ぞ れ の 処 理 の 考 え 方 は 以 下 の と お り で す 。  

① 燃 や せ る ご み  

焼 却 処 理 し 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に お い て 発 電 等 を 実 施 し ま す 。  

② 燃 や せ な い ご み ・ 大 型 ご み 再 生 資 源 （ 資 源 ご み ） ・ 有 害 ご み  

リ サ イ ク ル セ ン タ ー に お い て 、 破 砕 ・ 選 別 、 圧 縮 ・ 梱 包 、 保 管 を 行 い 、 有 価 物 と し て

回 収 し 、 再 生 利 用 し ま す 。  

③ プ ラ ス チ ッ ク 類  

こ れ ま で 燃 や せ る ご み や 燃 や せ な い ご み と し て 処 理 し て い た プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 に

つ い て は 、 容 器 包 装 プ ラ ス チ ッ ク 同 様 適 正 な 処 理 を 行 う こ と で 再 生 資 源 と し て 処 理 し 、

リ サ イ ク ル 率 の 更 な る 向 上 を 目 指 し ま す 。  

 

 ２ ． 広 域 処 理 と の 関 係  

ご み 処 理 の 広 域 化 に つ い て は 、 平 成 2 9 年 2 月 か ら 県 内 近 隣 市 町 で 開 催 さ れ て い た 合

同 勉 強 会 （ 第 4 回 目 以 降 ） に 参 加 し 、 そ の 後 も 回 数 を 重 ね 、 広 域 化 実 現 に 向 け た 課 題

の 洗 い 出 し 、 県 内 先 進 事 例 の 視 察 等 を 行 い 、 事 務 レ ベ ル で の 調 査 ・ 検 討 を 進 め て き ま し た 。  

そ の 成 果 と し て 、 平 成 3 0 年 1 2 月 2 5 日 付 で 「 奈 良 県 北 部 地 域 に お け る ご み 処 理 広

域 化 に 関 す る 5 市 町 （ 奈 良 市 ・ 大 和 郡 山 市 ・ 生 駒 市 ・ 平 群 町 ・ 斑 鳩 町 ） 合 同 勉 強 会 中

間 報 告 書 」 と し て 取 り ま と め 、 各 市 町 の 首 長 へ 報 告 を 行 い ま し た 。  

そ の 後 、 新 ク リ ー ン セ ン タ ー 稼 働 目 標 時 期 の 違 い 等 の 理 由 で 、 そ れ ぞ れ の 市 町 が 広 域 化

へ の 参 加 断 念 を 表 明 し た た め 、 現 在 は 奈 良 市 単 独 で の 施 設 整 備 を 目 指 し て い ま す 。  
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第 ５ 章  建 設 候 補 地   

 

 １ ． 建 設 候 補 地  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー 建 設 候 補 地 と し て は 、 以 下 の 観 点 か ら 、 七 条 地 区 が 適 地 で あ る と 考

え て い ま す 。  

① 支 障 と な る 立 地 規 制 が な い  

七 条 地 区 に は 新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 建 設 に 支 障 と な る よ う な 用 途 や 高 さ の 規 制 が あ

り ま せ ん 。  

② 広 大 な 平 坦 地 で あ り 、 周 辺 住 宅 か ら の 離 隔 が 十 分 に と れ て い る  

広 大 な 平 坦 地 は 、 土 地 利 用 に 柔 軟 性 が あ り 、 敷 地 の 造 成 費 用 を 抑 え る こ と が で き

ま す 。  

③ 幹 線 道 路 か ら の 接 道 状 況 が 良 好  

七 条 地 区 は 、 第 １ 次 緊 急 輸 送 道 路 に も 指 定 さ れ て い る 国 道 2 4 号 か ら 生 活 道 路

を 通 ら ず に ア ク セ ス で き ま す 。  

④ 収 集 運 搬 効 率 の 面 で 優 れ て い る  

人 口 が 減 少 す る 社 会 で 、 行 政 サ ー ビ ス の 質 を 維 持 し て い く た め に は 、 廃 棄 物 処 理

経 費 の 効 率 化 が 求 め ら れ て い ま す 。 特 に 処 理 施 設 の 位 置 は 収 集 運 搬 効 率 に 大 き く

影 響 し ま す が 、 七 条 地 区 は 運 搬 効 率 の 良 い 立 地 と な っ て い ま す 。  

 

 ２ ． 建 設 候 補 地 の 位 置 及 び 敷 地 面 積  

新 ク リ ー セ ン タ ー 建 設 候 補 地 の 位 置 を 図 5 - 1 に 示 し ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 - 1  建 設 候 補 地 の 位 置 図  

 

:  建 設 候 補 地  
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一 般 県 道 京 終 停 車 場 薬 師 寺 線  
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新 ク リ ー ン セ ン タ ー を 核 と し た ま ち づ く り と し て 、 新 ク リ ー ン セ ン タ ー と と も に 地 域 振 興 施 設

を 整 備 す る 計 画 で す 。 新 ク リ ー ン セ ン タ ー と 地 域 振 興 施 設 を あ わ せ た 敷 地 面 積 は 約 ８ ｈ

ａ を 想 定 し て い ま す 。  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー は 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー 、 リ サ イ ク ル 施 設 及 び 関 連 施 設 で 構 成 さ

れ 、 敷 地 面 積 約 ５ ｈ ａ と な る 計 画 で す 。  

地 域 振 興 施 設 は 余 熱 を 利 用 し た 施 設 を 想 定 し て お り 、 新 ク リ ー ン セ ン タ ー か ら 生 ま れ る

資 源 や エ ネ ル ギ ー を 活 用 し た り 、 建 物 の 屋 上 を 広 場 と し て 開 放 す る な ど 、 S D G s や 地 域 の

資 源 循 環 の 発 信 拠 点 と し て 、 新 た な 交 流 が 生 ま れ る 場 所 、 地 域 に 親 し ま れ る 場 所 と し て

整 備 す る 計 画 で す 。  

な お 、 本 計 画 は 主 に 新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 建 設 計 画 に つ い て 示 す も の で 、 地 域 振 興 施 設

に つ い て は 、 今 後 検 討 し て い き ま す 。  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー を 核 と し た ま ち づ く り 敷 地 配 置 計 画 （ 案 ） を 図 ５ - ２ に 示 し ま す  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５ - ２  新 ク リ ー ン セ ン タ ー を 核 と し た ま ち づ く り 敷 地 配 置 計 画 （ 案 ）  

 

 

  

  

地 域 振 興 施 設  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー  
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３ ． 建 設 候 補 地 の 概 要  

建 設 候 補 地 と し て の 七 条 地 区 の 概 要 は 以 下 の と お り で す 。  

建 設 候 補 地 周 辺 に は 工 場 ・ 公 共 施 設 ・ 住 宅 地 等 が あ り 、 水 道 ・ 電 気 ・ 電 話 ・ ガ ス 等 の

ユ ー テ ィ リ テ ィ ー 設 備 が 整 備 可 能 で す 。  

 

表 5 - 1 周 辺 設 備 の 状 況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（１）電気

生活用水：上水　プラント用水：上水

（水道配管は建設候補地東側の市道南部第106号線及び南側の私
道に整備されている。）

A重油、灯油、LPG又は都市ガス

（都市ガスについては、建設候補地西側に位置する主要地方道奈
良大和郡山斑鳩線に中圧B管が整備されている。）

（４）電話・通信 公道部より必要回線を引き込む

生活排水及びプラント排水は下水管へ放流

（下水管は県立奈良養護学校南側の私道まで整備されている。）

（３）燃料

（５）排水

特別高圧

（２）用水
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４ ． 法 規 制 状 況  

１ ） 関 係 す る 法 規 制 状 況  

    新 ク リ ー ン セ ン タ ー 建 設 に 関 す る 法 規 制 状 況 を 表 5 - 2 及 び 表 5 - 3 に 示 し ま す 。  

 

表 5 - 2  新 ク リ ー ン セ ン タ ー 建 設 に 関 す る 法 規 制 状 況 （ 施 設 設 置 ・ 土 地 利 用 規 制 等 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 律 名 適　用　範　囲　等 適用の有無

都市計画法 都市計画区域内でごみ処理施設及び汚物処理場を設置する場合、都市施設として計画決定が必要。 〇

河　川　法 河川区域内の土地において工作物を新築し、改築し、又は除去する場合。 ×

急傾斜の崩壊による
災害防止に関する法律

急傾斜地崩壊危険区域における、急傾斜地崩壊防止施設以外の設置、又は工作物の設置・改造の制
限。

×

宅地造成及び特定盛土
等規制法

規制区域内で一定規模以上の造成行為を行う場合 ×

道　路　法 電柱、電線、水管、ガス管等、継続して道路を使用する場合。 〇

都市緑地保全法 緑地保全地区内において、建築物その他の工作物の新築、改築又は増築をする場合。 ×

自然公園法
国立公園又は国定公園の特別地域において工作物を新築し、改築し、又は増築する場合。国立公園又
は国定公園の普通地域において、一定の基準を超える工作物を新築し、改築し、又は増築する場合。

×

鳥獣の保護及び管理並
びに狩猟の適正化に

関する法律
特別保護地区内において工作物を設置する場合。 ×

農　地　法 工場を建設するために農地を転用する場合。 〇

都市再開発法 市街地再開発事業の施行地区内において、建築物その他の工作物の新築、又は改築等を行う場合。 ×

土地区画整理法 土地区画整理事業の施行地区内において、建築物その他の工作物の新築、又は改築等を行う場合。 ×

文化財保護法 土木工事によって「周知の埋蔵文化財包蔵地」を発掘する場合。 〇

建築基準法

51条で都市計画決定がなされなければ建築できないとされている。同上ただし書きではその敷地の位
置が都市計画上支障ないと認めて許可した場合及び増築する場合はこの限りでない。
建築物を建築しようとする場合、建築主事の確認が必要。
なお、用途地域別の建築物の制限あり。

〇

消防法
建築主事は、建築物の防火に関して、消防長又は消防署長の同意を得なければ、建築確認等は不可。
重油タンク等は危険物貯蔵所として本法により規制。

〇

航空法

進入表面、転移表面又は、表面上の上に出る高さの構造物の設置に制限地表又は水面から60ｍ以上の
高さの物件及び省令で定められた物件には、航空障害灯が必要。
昼間において航空機から視認が困難であると認められる煙突、鉄塔等で地表又は水面から60ｍ以上の
高さのものには昼間障害標識が必要。

〇

電波法
伝搬障害防止区域内において、その最高部の地表からの高さが31ｍを超える建築物その他の工作物の
新築、増築等の場合。

×

電気事業法
特別高圧（7,000Vを越える）で受電する場合。
高圧受電で受電電力の容量が50kW以上の場合。
自家用発電設備を設置する場合及び非常用予備発電装置を設置する場合。

〇

森林法 保安林等にごみ処理施設を建設する場合。 ×

農業振興地域の整備に
関する法律

農用地区域内に建築物その他の工作物の新築、改築等を行う場合。 ×

景観法
景観計画区域内において建築等を行う場合は、届出の必要性や、建築物の形態意匠の制限がかかるこ
とがある。

〇

土地収用法 用地取得に際し、地権者への税制優遇制度の適用根拠（要、税務署協議） 〇
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表 5 - 3  新 ク リ ー ン セ ン タ ー 建 設 に 関 す る 法 規 制 状 況 （ 環 境 保 全 関 係 ）  

 

 

２ ） 都 市 計 画 事 項  

建 設 候 補 地 の 用 途 地 域 等 に つ い て は 表 5 - 4 に 示 す と お り で す 。  

 

表 5 - 4  建 設 候 補 地 の 用 途 地 域 及 び 規 制 地 域  

項 目  内 容  

用 途  

地 域  

区 分 な し （ 市 街 化 調 整 区 域 ）  

容 積 率 2 0 0 %  

建 ぺ い 率 6 0 %  

規 制  

地 域  

騒 音 規 制 法  
・ 特 定 工 場 等 に 関 す る 騒 音 の 規 制 基 準 ： 第 二 種 区 域  

・ 特 定 建 設 作 業 騒 音 に 係 る 基 準 ： 第 1 号 区 域  

振 動 規 制 法  
・ 特 定 工 場 等 に 係 る 振 動 の 規 制 基 準 ： 第 一 種 区 域  

・ 特 定 建 設 作 業 に 係 る 振 動 の 規 制 基 準 ： 第 1 号 区 域  

悪 臭 防 止 法  順 応 地 域  

 

    

法律名 適　用　範　囲　等 適用の有無

廃棄物処理法
処理能力が1日5ｔ以上のごみ処理施設（ごみ処理施設においては、1時間あたり200㎏以上又は、火格
子面積が2㎡以上）は本法の対象となる。

○

大気汚染防止法
火格子面積が2ｍ2以上、又は焼却能力が1時間当たり 200kg以上である廃棄物焼却炉を有する場合は、
本法のばい煙発生施設に該当する。

○

水質汚濁防止法
処理能力が1時間あたり200㎏以上又は、火格子面積が2㎡以上のごみ焼却施設から河川、湖沼等公共用
水域に排出する場合、本法の特定施設に該当する。

○

騒音規制法
空気圧縮機及び送風機(原動機の定格出力が7.5kW以上のものに限る)は、本法の特定施設に該当し、知
事が指定する地域では規制の対象となる。

○

振動規制法
圧縮機(原動機の定格出力が7.5kW以上のものに限る)は、本法の特定施設に該当し、知事が指定する地
域では規制の対象となる。

○

悪臭防止法 本法においては、特定施設制度をとっていないが、知事が指定する地域では規制を受ける。 ○

下水道法
1時間あたり200㎏以上又は、火格子面積が2㎡以上のごみ焼却施設は、公共下水道に排水を排出する場
合、本法の特定施設に該当する。

○

ダイオキシン類
対策特別措置法

工場又は事業場に設置される廃棄物焼却炉その他施設で焼却能力が時間あたり 50㎏以上又は火格子面
積が0.5㎡以上の施設で、ダイオキシン類を大気中に排出又はこれを含む汚水若しくは廃水を排出する
場合、本法の特定施設に該当する。

○

土壌汚染対策法
有害物質使用特定施設を廃止したとき、健康被害が生ずるおそれがあるとき、一定規模（3,000㎡以
上）の土地の形質変更を行うときは本法の適用を受けるが、清掃工場は有害物質の「取扱い」に該当
するとの判断をして、条例を適用する場合がある。

○

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領（2017改訂版）を改変
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３ ） 緑 化 ・ 景 観 計 画 事 項  

   （ １ ） 緑 地 面 積 率  

工 業 立 地 法 で 規 定 さ れ て い る 緑 地 面 積 率 等 は 表 5 - 5 に 示 す と お り で す 。 本 市 の

準 則 に 基 づ い て 、 建 設 候 補 地 の 環 境 施 設 面 積 は 1 0 ％ 以 上 、 緑 地 面 積 率 は 5 ％

以 上 と し ま す 。  

    

表 5 - 5  工 場 立 地 法 に お い て 規 定 さ れ る 緑 地 面 積 率 等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

   （ ２ ） 景 観 計 画 事 項  

     建 設 候 補 地 は 、 な ら ・ ま ほ ろ ば 景 観 ま ち づ く り 条 例 に 基 づ く 一 般 区 域 （ 平 地 の 里 景

観 区 域 ） に 該 当 し ま す 。 本 市 の 景 観 形 成 基 準 や 色 彩 基 準 な ど 奈 良 市 景 観 ガ イ ド ラ

イ ン に 準 拠 し て 、 デ ザ イ ン の 工 夫 や 景 観 へ の 配 慮 を 行 い ま す 。  

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 - ３  条 例 に 基 づ く 景 観 区 域 の 区 分  

     

区　　分 国準則 奈良県準則 奈良市準則

環境施設面積率 25％以上 25％以上 10％以上

緑地面積率 20％以上 20％以上 5％以上

　　　工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するもの』及び『低木や芝そ

　　　の他の地被植物（手入れがなされているものに限る）で表面が被われている土地又

　　　は建築物屋上等緑化施設』のことをいう。

 注1：環境施設は、緑地及び緑地以外の環境施設で構成される。緑地以外の環境施設は、

      『「噴水、水流、池その他の修景施設」「屋外運動場」「広場」「屋内運動場」

　　　「教養文化施設」「「雨水浸透施設」「太陽光発電施設」に供する区画された

　　　土地』、『太陽光発電施設のうち建築物等施設の屋上その他の屋外に設置される

　　　もの』のことをいう。

 注2：緑地とは、『樹木が生育する区画された土地又は建築物屋上等緑化施設であって、
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景 観 法 及 び な ら ・ ま ほ ろ ば 景 観 ま ち づ く り 条 例 に よ り 、 景 観 計 画 区 域 内 の 一 般 区

域 に お い て 表 ５ - ６ に 定 め る 大 規 模 行 為 を 実 施 す る 場 合 は 行 為 着 手 の 3 0 日 以 上

前 に 届 出 を 行 う 必 要 が あ り ま す 。  

 

表 ５ - ６  届 出 対 象 行 為  

 

ま た 、 奈 良 市 景 観 計 画 区 域 内 に お け る 一 定 規 模 以 上 の 建 築 物 等 ( 地 盤 面 の 高 さ

が 2 5 m を 超 え る 建 築 物 及 び 工 作 物 ) の 建 築 行 為 に つ い て は 、 眺 望 景 観 に 及 ぼ す 影

響 が 大 き い の で 、 早 い 段 階 で 景 観 形 成 を 図 る た め 事 前 協 議 が 必 要 と な り ま す 。  

協 議 に つ い て は 、 景 観 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン を 含 む 景 観 影 響 評 価 書 の 提 出 を 行 い 、 奈 良

市 景 観 審 議 会 に お い て 、 景 観 形 成 に 配 慮 し た 指 導 を 受 け る こ と と な り ま す 。  

ま た 、 景 観 審 議 会 の 意 見 と し て 、 周 辺 景 観 に 影 響 が あ る と 判 断 さ れ た 場 合 は 、 必

要 な 対 策 を 講 じ て 、 景 観 へ の 影 響 を 回 避 又 は 低 減 す る よ う 努 め ま す 。 図 ５ - ４ に 一

般 区 域 に お け る 大 規 模 行 為 の 流 れ を 示 し ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ５ - ４  一 般 区 域 に お け る 大 規 模 行 為 の 流 れ  

建築物及び工作物の新築（新

設）・増築・改築・移転・除却

・地盤面からの高さが 15ｍを超える建築物・工作物

・建築面積が 1,000ｍ2を超える建築物

・建築面積が 300 m2を超える住宅以外の建築物

・築造面積が 1,000ｍ2を超える工作物

・地上階数が３以上で、自己の居住の用に供する住宅以外の建築物

一般区域区域区分

届出対象行為
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５ ． 搬 出 入 道 路  

七 条 地 区 周 辺 の 通 過 交 通 は 、 現 状 と 変 わ ら な い よ う に 搬 出 入 ル ー ト を 設 定 し ま す 。  

さ ら に 、 収 集 運 搬 時 間 を 分 散 し 、 周 辺 交 通 へ の 影 響 を 低 減 し ま す 。 図 5 - ５ に 搬 出 入

道 路 を 示 し ま す 。  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 - ５  搬 出 入 道 路  

 

  

 

:  建 設 候 補 地  
 

:  搬 入 出 道 路  
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第 ６ 章  地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー 整 備 の 基 本 条 件  

 

 １ ． 目 標 年 次  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 稼 働 開 始 年 度 は 令 和 1 4 年 度 と し ま す 。  

 

 ２ ． 処 理 対 象 物  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に お い て 処 理 を 行 う 対 象 物 は 表 6 - 1 に 示 す と お り で す 。  

 

表 6 - 1  処 理 対 象 物  

 

 

 

 

 ３ ． 計 画 処 理 量  

１ ） ご み 発 生 量 の 予 測  

 国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 の 将 来 推 計 人 口 に よ る 奈 良 市 の 総 人 口 の 推 移

を 図 6 - １ に 示 し ま す 。 こ れ に よ る と 、 本 市 の 人 口 は 減 少 傾 向 と な っ て い ま す 。  

 

図 6 - 1  奈 良 市 の 将 来 人 口 推 計  

 

過 去 ５ 年 間 の 実 績 に 基 づ く ご み 発 生 量 の 予 測 値 を 図 6 - ２ に 示 し ま す 。  

こ れ に よ る と 、 今 後 ご み 発 生 量 は 減 少 傾 向 を 続 け る 予 測 と な っ て い ま す 。  

   

 

 

 

 

 

施設 処理対象物

地域エネルギーセンター
燃やせるごみ、不燃・粗大・リサイクル施設か
らの破砕可燃ごみ
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※ 令 和 １ ４ 年 度 を 予 定 し て い る 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 稼 働 時 よ り 、 燃 や せ る ご み （ 家 庭 系 ）

に 含 ま れ る プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 は 再 生 資 源 と し て 分 別 回 収 を 実 施 す る 予 定 で あ る 。  

図 6 - ２  ご み 発 生 量 の 予 測 値  

 

２ ） 資 源 化 へ の 転 換 量  

    現 在 燃 や せ る ご み の 中 に 存 在 す る プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 は 、 新 ク リ ー ン セ ン タ ー

に お い て は 再 生 資 源 と し て 容 器 包 装 プ ラ ス チ ッ ク と 同 様 に 分 別 回 収 を 実 施 し 、 リ サ

イ ク ル セ ン タ ー で 処 理 す る 計 画 で す 。  

組 成 分 析 結 果 か ら 推 定 さ れ る 令 和 4 年 度 の プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 の 量 は 、 燃 や せ る

ご み （ 家 庭 系 ） の 4 3 , 7 9 5 . 6 ｔ 中 4 6 0 . 0 ｔ で あ る こ と か ら 、 令 和 1 4 年 度 に お け る

プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 の 量 は 4 2 7 ｔ と な り ま す 。 こ の う ち 5 0 ％ が プ ラ ス チ ッ ク 類 と し て 分

別 回 収 さ れ る と 設 定 す る と 、 燃 や せ る ご み か ら 資 源 と し て 転 換 さ れ る プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製

品 の 量 は 2 1 4 ｔ と な る 想 定 で す 。  

 

３ ） 年 間 計 画 ご み 処 理 量  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 令 和 １ ４ 年 度 に お け る 年 間 計 画 ご み 処 理 量 は 表 6 - ２ に

示 す と お り で す 。  

 

表 6 - ２  年 間 計 画 ご み 処 理 量  

 

 

 

 

 

  

項目 処理量 単位

 燃やせるごみ（家庭系） 40,400 t/年

 燃やせるごみ（事業系） 31,410 t/年

 破砕可燃ごみ 4,440 t/年

 合計 76,250 t/年
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実 績  予 測  



- 20 - 

 

 ４ ． 施 設 規 模 と 炉 数  

１ ） 施 設 規 模  

 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 施 設 規 模 は 2 9 0 ｔ / 日 と し ま す 。  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 施 設 規 模 は 、 環 境 省 の 定 め る 算 定 基 準 （ 環 循 適 発 第

2 3 0 9 0 7 1 号  令 和 5 年 9 月 7 日 を 参 考 ） に 基 づ く 式 が 以 下 の と お り と な り ま す 。  

（ 計 画 1 人 1 日 平 均 排 出 量 × 計 画 収 集 人 口 ＋ 直 接 搬 入 量 ） ÷ 実 稼 働 率  

実 稼 働 率 ＝ （ 3 6 5 日 － 年 間 停 止 日 数 ） ÷ 3 6 5 日  

年 間 停 止 日 数 に つ い て は 7 5 日 を 上 限 と す る  

（ 整 備 補 修 期 間 ＋ 補 修 点 検 ＋ 全 停 止 期 間 ＋ 故 障 の 修 理 ・ や む を 得 な い 一 時 休 止 の 日 数 ）  

 

上 記 計 算 式 に 加 え て 、 震 災 等 災 害 発 生 時 の 対 応 と し て 、 災 害 廃 棄 物 量 を 1 0 . 0 ％

加 味 し て 計 算 し た 結 果 、 施 設 規 模 は 以 下 の と お り と な り ま す 。  

       施 設 規 模 ＝ 年 間 計 画 ご み 処 理 量 ÷ （ 稼 働 日 数 ： 3 6 5 日 - 7 5 日 ） × 1 . 1  

＝  7 6 , 2 5 0  ÷  （ 3 6 5 - 7 5 ） × 1 . 1  

＝  2 8 9 . 2 2  ≒   2 9 0 ｔ / 日  

 

２ ） 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 炉 数  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 炉 数 は 、 ２ 炉 構 成 及 び ３ 炉 構 成 に つ い て 検 討 を 進 め て い

ま す 。  

図 6 - ３ に 炉 構 成 別 の 施 設 数 を 、 2 炉 と 3 炉 の 比 較 を 表 6 - ３ に 示 し ま す 。  

稼 働 開 始 が 2 0 1 2 ～ 2 0 2 1 年 度 で か つ 処 理 能 力 が 2 0 0 t / 日 ～ 4 0 0 t / 日 の 他 自

治 体 の 施 設 を 参 考 に す る と 、 3 5 自 治 体 の う ち 2 6 自 治 体 が 2 炉 構 成 、 9 自 治 体 が 3

炉 構 成 を 採 用 し て お り 、 2 炉 構 成 を 採 用 し て い る 自 治 体 が 7 4 ％ と 多 数 を 占 め て い ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 - ３  炉 構 成 別 の 施 設 数  
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表 6 - ３  炉 数 の 比 較  

 

２ 炉 の 方 が 建 設 費 が 約 １ 割 程 度 安 価 で あ る と 見 込 ま れ る こ と や 熱 効 率 が 有 利 で あ る こ

と 、 稼 働 実 績 も 多 い こ と か ら ２ 炉 と す る こ と が 最 適 で あ る と 考 え ら れ ま す 。  

 

 ５ ． 処 理 方 式  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 処 理 方 式 は 近 年 導 入 実 績 の あ る 、 「 ス ト ー カ 式 焼 却 方 式 」

「 ガ ス 化 溶 融 方 式 （ シ ャ フ ト 式 ） 」 「 ガ ス 化 溶 融 方 式 （ 流 動 床 式 ） 」 の 中 か ら 本 市 に 最

適 な 方 式 を 決 定 し ま す 。  

表 6 - ４ に ３ 方 式 の 比 較 を 示 し ま す 。  

 

項　目 ２炉構成 ３炉構成

経済性
（建設費、維持管理費）

２炉構成の場合は設備機器数が少ない
ことから安価となる。

２炉に比べて設備機器数が多くなるた
め、高価である。

発電量

１炉運転時と２炉運転時のエネルギー
発生量の差が大きいため、年間で回収
できるエネルギー量は３炉よりもやや
少ない。

焼却炉の大きさは２炉構成時よりも小
さいが、２炉運転日数が多く安定した
発電が可能なため、年間で回収できる
エネルギー量は２炉よりもやや多い

熱効率
１炉当たりの規模は大きくなるため、
熱効率の点で有利となる。

１炉当たりの規模は小さくなるため、
熱効率の点で不利となる。

安定稼働
１炉点検時は処理能力が半分となる。
このことから，年間操炉計画の調整が
３炉時と比べて難しくなる。

１炉点検時でも２／３ の処理能力が
確保できる。１炉停止時の処理能力の
低下が２炉と比較すると少ないため，
年間操炉計画は調整しやすい。

稼働実績 稼働実績は多い 近年の稼働実績は２炉より少ない
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表 6 - ４  処 理 方 式 の 比 較  

 

   比 較 の 結 果 、 稼 働 実 績 の 多 さ や 、 経 済 性 、 維 持 管 理 の 安 定 性 、 競 争 性 確 保 等 を 総 合 的 に 勘 案 し て 、 「 ス ト ー カ 式 焼 却 方 式 」 が 最 適 で あ る と 考 え ら れ ま す 。   

項　目 ストーカ式焼却方式 ガス化溶融方式（シャフト式） ガス化溶融方式（流動床式）

処理フロー

環境保全性

ごみ量変動への対応

ごみ質変動への対応
（安定燃焼）

緩やかな燃焼により対応可能。雑多なごみが混じっていても
処理が可能である。

可燃物だけでなく不燃物にも対応可能である。

可燃物だけでなく不燃物にも対応可能であるが、瞬時燃焼である
ため、ごみ質には影響を受けやすく、有害物質濃度が不安定と

なるおそれがある。また、破砕(前処理)によりごみを10～30cmに
する必要がある。

施設の運転管理 従来とおりの運転管理で対応が可能である。 高度な運転管理が必要である。 高度な運転管理が必要である。

本市規模
（290ｔ/日）への対応

対応可能である。 対応可能である。 対応可能である。

稼働実績 可燃ごみの処理方式として一般的であり、最も採用事例が多い。 近年採用実績が少ない。 近年採用実績が少ない。

二酸化炭素排出量
立ち上げ、立ち下げ時のみに燃料使用が限定されるため、

二酸化炭素排出量は比較的少ない。

売電可能性 施設内消費電力が少なく、売電可能量が多い。

建設費 ガス化溶融方式に比べて機器点数が少なく安価である。

運営費
ガス化溶融方式と比べて電力・燃料等の消費量が少なく

安価である

処理残渣（生成物）の
利用先

市の最終処分場及び大阪湾広域臨海環境整備センター
（大阪湾フェニックスセンター）にて埋立処分する。

残渣の資源化も可能。

生成される溶融スラグの有効利用について、市内・県内の
利用先を探すことは困難である。

生成される溶融スラグの有効利用について、市内・県内の利用先
を探すことは困難である。

災害時の対応
過去の大規模災害時での稼働実績は既設炉・仮設炉ともにあり、

受入する廃棄物の制約は少ない。
過去の大規模災害時での稼働実績は既設炉・仮設炉ともにあり、

受入する廃棄物の制約はもっとも少ない。

過去の大規模災害時での稼働実績は既設炉であり、
受入する廃棄物の制約としてサイズを小さくする必要があり、

ごみ質の変動に注意が必要となる。

自動燃焼制御、有害物質除去装置、ろ過式集じん器(バグフィルタ)等により、法規制値より厳しい公害防止条件に対応可能。（処理方式によって差はない。）

ごみピット及び運転管理によって対応が可能。（処理方式によって差はない。）

施設内消費電力が多く、売電可能量が少ない。

ストーカ式燃焼方式と比べて機器点数が多く、約1.3倍高価となる。

ストーカ式燃焼方式と比べて電力・燃料等の消費量が多く、また、機器点数も多いことから修繕に要する費用も増加し、約1.2倍高価
となる。

ストーカ式燃焼方式と異なり、施設立ち上げと立ち下げ時以外にも補助燃料が必要となり、補助燃料由来の二酸化炭素が発生する。

Source:  https://www.jfe-eng.co.jp/products/environment/t06.htmlSource:  https://yes-ebara.com/mechanism/
Source:  https://www.kobelco-

eco.co.jp/product/waste_treatment/melting_furnace.html
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 ６ ． 計 画 ご み 質  

1 ） ご み 質 と 設 備 計 画 と の 関 係 に つ い て  

計 画 ご み 質 と は 、 計 画 目 標 年 次 に お け る ご み 質 の こ と で 、 焼 却 炉 の 検 討 、 物 質 収 支 の

検 討 、 余 熱 利 用 の 検 討 、 排 ガ ス 処 理 条 件 の 検 討 に 必 要 と な る 数 値 で す 。  

ご み 焼 却 施 設 の 計 画 に あ た っ て は 、 年 間 を 通 じ ご み の 質 が 変 動 す る た め 、 処 理 対 象 と な

る ご み の 性 状 に 関 す る 計 画 ご み 質 の 設 定 が 重 要 と な り ま す  。   

計 画 ご み 質 に つ い て は 、 プ ラ ス チ ッ ク 類 や 紙 類 等 を 多 く 含 み 水 分 が 少 な く 発 熱 量 が 大 き

い ご み を 「 高 質 ご み 」 、 水 分 が 多 い 厨 芥 類 を 多 く 含 み 発 熱 量 の 小 さ い ご み を 「 低 質 ご み 」 、

平 均 的 な ご み を 「 基 準 質 ご み 」 と 呼 び ま す 。  

表 ６ - ５ は 、 焼 却 炉 設 備 の 計 画 ・ 容 量 決 定 に 際 し て 、 高 質 ご み ( 設 計 上 の 最 高 ご み

質 ) 、 低 質 ご み ( 設 計 上 の 最 低 ご み 質 ) が ど の よ う に 関 与 す る か を 示 し た も の で す 。  

 

表 6 - ５  ご み 質 と 設 備 計 画 の 関 係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ） 計 画 ご み 質  

平 成 3 0 年 度 ～ 令 和 4 年 度 の 環 境 清 美 工 場 に お け る ご み 質 分 析 結 果 に 基 づ く 地 域 エ

ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 計 画 ご み 質 （ 災 害 ご み は 除 く ） を 表 6 - ６ 及 び 表 6 - ７ に 示 し ま す 。  

 

表 6 - ６  計 画 ご み 質 （ 低 位 発 熱 量 、 三 成 分 、 単 位 体 積 重 量 ）  

 

 

 

 

 

 

 

  

低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ

(kJ/kg) 5,724 8,801 11,879

水分 (%) 58.30 43.84 29.38

灰分 (%) 5.14 8.53 11.91

可燃分 (%) 36.55 47.63 58.71

(t/㎥) 136 180 223

三成分

単位体積重量

低位発熱量

項　　目

関係設備

ごみ質

高質ごみ
（設計最高ごみ質）

燃焼室熱負荷
燃焼室容積
再燃焼室容積

ごみクレーン、ガス冷却設備、
排ガス処理設備、通風設備、
水処理設備、受変電設備等

基準質ごみ
（平均ごみ質）

基本設計値 ごみピット

低質ごみ
（設計最低ごみ質）

火格子燃焼率（ストーカ式）
炉床負荷（流動床式）
火格子面積（ストーカ式）
炉床面積（流動床式）

空気予熱器、助燃設備

 出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領  2017改訂版  

焼却炉設備 付帯設備
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表 6 - ７  計 画 ご み 質 （ 基 準 ご み 時 の 可 燃 分 元 素 組 成 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７ ． 搬 出 入 条 件  

搬 出 入 車 両 の 概 要 を 表 6 - ８ に 示 し ま す 。  

 

表 6 - ８  搬 出 入 車 両 の 概 要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８ ． ユ ー テ ィ リ テ ィ ー 条 件  

ユ ー テ ィ リ テ ィ ー 条 件 を 表 6 - ９ に 示 し ま す 。  

 

表 6 - ９  ユ ー テ ィ リ テ ィ ー 条 件  

 

 

（１）電気

（２）用水 生活用水：上水　プラント用水：上水

（３）燃料 A重油、灯油、LPG又は都市ガス（事業者の提案による）

（４）電話・通信 公道部より必要回線を引き込む

（５）排水 生活排水及びプラント排水は下水管へ放流

特別高圧

可燃分の元素組成

炭素（C） （％） 26.87

水素（H） （％） 3.75

窒素（N） （％） 0.44

硫黄（S） （％） 0.05

塩素（Cl） （％） 0.45

酸素（O） （％） 16.22

水分 （％） 43.66

灰分 （％） 8.57

項目

区分 車種 備考

パッカー車 ごみ収集

コンテナ車 ごみ収集

ダンプ車 ごみ収集、災害廃棄物搬入

自家用車 ごみ搬入

搬出 ダンプ車 処理残渣搬出

他 ローリー車 燃料・薬品搬入用

搬入
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第 ７ 章  リ サ イ ク ル セ ン タ ー 整 備 の 基 本 条 件  

 

 １ ． 目 標 年 次  

リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 稼 働 開 始 年 度 は 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー と 同 じ く 令 和 1 4 年 度 と

し ま す 。  

 

 ２ ． 処 理 対 象 物  

   リ サ イ ク ル セ ン タ ー に お い て 処 理 を 行 う 対 象 物 は 表 7 - 1 に 示 す と お り で す 。  

 

表 7 - 1  処 理 対 象 物  

 

 

 

 

 

 ３ ． 計 画 処 理 量  

１ ） ご み 発 生 量 の 予 測  

（ １ ） 燃 や せ な い ご み ・ 粗 大 ご み  

   国 立 社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 の 将 来 推 計 人 口 に よ る と 、 本 市 の 人 口 は 減 少

傾 向 と な っ て い ま す 。  

実 績 に 基 づ く 燃 や せ な い ご み ・ 粗 大 ご み 発 生 量 の 予 測 を 図 7 - 1 に 示 し ま す 。  

こ れ に よ る と 、 今 後 ご み 発 生 量 は 減 少 傾 向 を 続 け て い き ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設 処理対象物

リサイクルセンター

燃やせないごみ・大型ごみ・有害ごみ・
プラスチック類・ガラスびん・ペットボトル・
飲料用紙パック・空き缶・古紙類・古布類
使用済小型家電
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※ 令 和 １ ４ 年 度 を 予 定 し て い る リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 稼 働 時 よ り 、 燃 や せ な い ご み （ 家 庭 系 ） に 含

ま れ る プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 は 再 生 資 源 と し て 分 別 回 収 を 実 施 す る 予 定 で す 。  

図 7 - 1  ご み 発 生 量 の 予 測 値  

     

   （ ２ ） 再 生 資 源 ・ 有 害 ご み  

実 績 に 基 づ く 再 生 資 源 ・ 有 害 ご み 発 生 量 の 予 測 を 図 7 - 2 に 示 し ま す 。  

こ れ に よ る と 、 今 後 ご み 発 生 量 は 減 少 傾 向 を 続 け て い き ま す 。  

        ※ 令 和 １ ４ 年 度 を 予 定 し て い る リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 稼 働 時 よ り 、 燃 や せ る ご み （ 家 庭 系 ） 及

び 燃 や せ な い ご み （ 家 庭 系 ） に 含 ま れ る プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 は 再 生 資 源 と し て 分 別 回 収 を 実 施

す る 予 定 で あ る 。  

図 7 - 2  再 生 資 源 ・ 有 害 ご み の 予 測 値  
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２ ） 資 源 化 へ の 転 換 量  

    現 在 燃 や せ な い ご み の 中 に 存 在 す る プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 に つ い て は 、 新 ク リ ー ン セ ン

タ ー に お い て は 再 生 資 源 と し て 容 器 包 装 プ ラ ス チ ッ ク と 同 様 に 分 別 回 収 を 実 施 し 、 リ サ イ

ク ル セ ン タ ー で 処 理 す る 計 画 で す 。  

組 成 分 析 結 果 か ら 推 定 さ れ る 令 和 ４ 年 度 の プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 の 量 は 、 燃 や せ な

い ご み （ 家 庭 系 ） の 5 , ５ ０ ９ . ８ ４ ｔ 中 1 , 6 0 0 ｔ で あ る こ と か ら 、 令 和 1 4 年 度 に

お け る プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 の 量 は 1 , 4 9 0 ｔ と な り ま す 。 こ の う ち 5 0 ％ が プ ラ ス チ ッ ク

使 用 製 品 と し 分 別 回 収 さ れ る と 設 定 す る と 、 燃 や せ な い ご み （ 家 庭 系 ） か ら 再 生 資 源

と し て 転 換 さ れ る プ ラ ス チ ッ ク 使 用 製 品 の 量 は 7 4 5 ｔ と な る 想 定 で す 。  

 

３ ） 年 間 計 画 ご み 処 理 量  

予 測 値 か ら 令 和 １ ４ 年 度 に お け る リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 年 間 計 画 ご み 処 理 量 は 表 7 -

2 に 示 す と お り で す 。  

 

表 7 - 2  年 間 計 画 ご み 処 理 量  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 処理量 単位

 燃やせないごみ 4,610 t/年

 大型ごみ 2,140 t/年

 有害ごみ 27 t/年

 再生資源 6,730 t/年

 合計 13,507 t/年

リサイクルセンター
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 ４ ． 施 設 規 模  

１ ） 施 設 規 模  

 リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 施 設 規 模 は 7 2 ｔ / 日 と し ま す 。  

リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 施 設 規 模 は 以 下 の 計 算 式 に て 算 出 し ま す 。  

      施 設 規 模 （ 燃 や せ な い ご み ） ＝ 計 画 処 理 量 ÷ （ 稼 働 日 数 ： 2 4 5 日 ） ×  

（ 月 変 動 係 数 ： 1 . 2 7 ）  

＝  4 , 6 1 0 ÷ 2 4 5 × 1 . 2 7 ＝  2 3 . 9 0  ＝  2 3 . 9 ｔ / 日  

      施 設 規 模 （ 大 型 ご み ） ＝ 計 画 処 理 量 ÷ （ 稼 働 日 数 ： 2 4 5 日 ） ×  

（ 月 変 動 係 数 ： 1 . 2 7 ）  

＝  2 , 1 4 0 ÷ 2 4 5 × 1 . 2 7 ＝  1 1 . 0 9  ＝  1 1 . 0 ｔ / 日  

      施 設 規 模 （ 有 害 ご み ） ＝ 計 画 処 理 量 ÷ （ 稼 働 日 数 ： 2 4 5 日 ） ×  

（ 月 変 動 係 数 ： 1 . 3 4 ）  

＝  2 7 ÷ 2 4 5 × 1 . 3 4 ＝  0 . 1 5  ＝  0 . 2 ｔ / 日  

      施 設 規 模 （ 再 生 資 源 ） ＝ 計 画 処 理 量 ÷ （ 稼 働 日 数 ： 2 4 5 日 ） ×  

（ 月 変 動 係 数 ： 1 . 3 4 ）  

＝  6 , 7 3 0 ÷ 2 4 5 × 1 . 3 4 ＝  3 6 . 8 1  ＝  3 6 . 8 ｔ / 日  

 

合 計  ＝  2 3 . 9  ＋  1 1 . 0  ＋  0 . 2  ＋  3 6 . 8  ＝  7 1 . 9  ≒  7 2 ｔ / 日  

 

 

 

 

 

 

２ ） 施 設 規 模 の 内 訳  

    前 項 で 算 出 し た リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 規 模 内 訳 を 表 7 - 3 に 示 し ま す 。  

 

表 7 - 3  リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 規 模 内 訳  

 

 

23.9 ｔ/日

11.0 ｔ/日

0.2 ｔ/日

36.8 ｔ/日

72.0 ｔ/日

区分 施設規模

合計

燃やせないごみ

粗大ごみ

有害ごみ

再生資源
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 ５ ． 計 画 ご み 質  

リ サ イ ク ル セ ン タ ー に お い て は 、 前 述 の 種 類 別 に 処 理 を 行 う こ と に な り ま す が 、 貯 留 ヤ ー ド

等 の 設 計 段 階 で 搬 入 さ れ る ご み の 性 状 （ ご み 質 ） を 設 定 す る 必 要 が あ り ま す 。  

再 生 資 源 の 品 目 区 分 を 表 7 - 4 に 示 し ま す 。  

 

表 7 - 4  再 生 資 源 の 品 目 区 分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

種別

 プラスチック製容器包装

 ガラスびん

 ペットボトル

 飲料用紙パック

 アルミ缶

 スチール缶

 新聞・雑誌

 ダンボール

 古紙類

ごみ組成（重量％）

53%

27%

8%

1%

3%

4%

2%

1%

1%
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第 ８ 章  公 害 防 止 計 画  

 

 １ ． 公 害 防 止 基 準 値  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー に お け る 排 ガ ス 、 排 水 、 騒 音 、 振 動 、 悪 臭 の 公 害 防 止 基 準 値 （ 以

下 基 準 値 ） に つ い て は そ れ ぞ れ 法 規 制 条 件 の 確 認 を 行 い 、 基 準 値 を 設 定 し ま す 。  

排 ガ ス 基 準 値 に つ い て は 、 最 新 の 公 害 防 止 技 術 の 動 向 を 確 認 し 、 環 境 面 や 安 全 面 、 コ

ス ト 面 に 配 慮 し た う え で 、 法 規 制 で 定 め ら れ た 基 準 よ り も 厳 し い 値 を 環 境 保 全 目 標 値 と し

て 設 定 し ま す 。  

 

１ ） 排 ガ ス  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー に お け る 排 ガ ス に 係 る 環 境 保 全 目 標 値 は 表 8 - 1 に 示 す と お り で す 。  

 

表 8 - 1  排 ガ ス に 係 る 環 境 保 全 目 標 値  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ） 排 水  

    新 ク リ ー ン セ ン タ ー 内 で 使 用 後 の 排 水 は 、 再 利 用 後 、 奈 良 市 公 共 下 水 道 へ 放 流 す る

計 画 で す 。 ま た 、 生 活 排 水 も 奈 良 市 公 共 下 水 道 へ 放 流 す る 計 画 で す 。  

    奈 良 市 公 共 下 水 道 へ 放 流 す る 際 は 、 下 水 道 法 で 定 め る 下 水 排 除 基 準 （ 奈 良 市 ）

に 適 合 し た 水 質 と し ま す 。  

    雨 水 は 公 共 用 水 域 へ 放 流 し ま す 。  

 

  

項目 法令等基準値 環境保全目標値 備考

ばいじん濃度  0.04g/㎥N  0.01g/㎥N  O2=12%換算

塩化水素濃度  700mg  50ppm

硫黄酸化物濃度

施設の有効煙突高さ及び
それぞれの地域により定
められるK値により備考
欄の式により算出される
量

 50ppm

 ｑ(㎥/時)＝K×10-3He２

    q：硫黄酸化物の量（㎥N/時）
    K：地域ごとに定められた値
　    （17.5）
    He：補正された排出口の高さ（ｍ）

窒素酸化物濃度  250ppm  50ppm  O2=12%換算

ダイオキシン類濃度  0.1ng-TEQ/㎥N  0.1ng-TEQ/㎥N  O2=12%換算

水銀濃度  30μg/㎥N  30μg/㎥N
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３ ） 騒 音  

建 設 候 補 地 の 騒 音 規 制 値 は 、 騒 音 規 制 法 に 基 づ い て 敷 地 境 界 上 で 表 8 - 2 ～ 表

8 - 4 に 示 す 基 準 値 以 下 と し ま す 。 ま た 、 事 業 活 動 時 の 基 準 値 の ほ か 、 工 事 期 間 中 の 騒

音 に つ い て は 、 周 辺 地 域 を 考 慮 す る と と も に 、 特 定 建 設 作 業 に 係 る 騒 音 の 規 制 基 準 値

以 下 と し ま す 。  

 

表 8 - 2  特 定 工 場 に 係 る 騒 音 の 規 制 基 準 （ 第 二 種 区 域 ）  

 

表 8 - 3  特 定 建 設 作 業 に 係 る 騒 音 基 準 （ 第 1 号 区 域 ）  

 

 

 

 

 

 

 

表 8 - 4  特 定 建 設 作 業 に 係 る 騒 音 基 準 （ 第 ２ 号 区 域 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目

 騒音の大きさ

 作業時間帯

 １日の作業時間

 作業期間

 作業日

基準値

 85dB

 19:00～7:00でないこと

 10時間を超えないこと

 連続６日を越えないこと

 日曜日その他の休日ではないこと

項目

 騒音の大きさ

 作業時間帯

 １日の作業時間

 作業期間

 作業日

※学校教育法第1条に規定する学校等の敷地の境界線から 80ｍ以内の

　区域は第1号区域。第1号区域を除いた区域は第2号区域となります。

 連続６日を越えないこと

 日曜日その他の休日ではないこと

基準値

 85dB

 22:00～6:00でないこと

 14時間を超えないこと

項目 基準値

朝 （ 6：00～ 8：00） 50dB

昼間（ 8：00～18：00） 60dB

夕 （18：00～22：00） 50dB

夜間（22：00～ 6：00） 45dB
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４ ） 振 動  

建 設 候 補 地 の 振 動 規 制 値 は 、 振 動 規 制 法 に 基 づ い て 敷 地 境 界 上 で 表 8 - 5 ～ 表

8 - 7 に 示 す 基 準 値 以 下 と し ま す 。 ま た 、 事 業 活 動 時 の 基 準 値 の ほ か 、 工 事 期 間 中 の

振 動 に つ い て は 、 周 辺 地 域 を 考 慮 す る と と も に 、 特 定 建 設 作 業 に 係 る 振 動 の 規 制 基 準

値 以 下 と し ま す 。  

 

表 8 - 5  特 定 工 場 に 係 る 振 動 の 規 制 基 準 （ 第 一 種 区 域 ）  

 

表 8 - 6  特 定 建 設 作 業 に 係 る 振 動 基 準 （ 第 1 号 区 域 ）  

 

 

表 8 - 7  特 定 建 設 作 業 に 係 る 振 動 基 準 （ 第 ２ 号 区 域 ）  

 

 

 

 

  

項目

 振動の大きさ

 作業時間帯

 １日の作業時間

 作業期間

 作業日

 75dB

基準値

 19:00～7:00でないこと

 10時間を超えないこと

 連続６日を越えないこと

 日曜日その他の休日ではないこと

項目

 振動の大きさ

 作業時間帯

 １日の作業時間

 作業期間

 作業日

※学校教育法第1条に規定する学校等の敷地の境界線から 80ｍ以内の

　区域は第1号区域。第1号区域を除いた区域は第2号区域となります。

基準値

 日曜日その他の休日ではないこと

 75dB

 22:00～6:00でないこと

 14時間を超えないこと

 連続６日を越えないこと

項目 基準値

昼間（ 8：00～19：00） 60dB

夕 （19：00～8：00） 55dB
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５ ） 臭 気  

悪 臭 防 止 法 に 基 づ い て 敷 地 境 界 上 に 表 8 - ８ に 示 す 特 定 悪 臭 物 質 の 基 準 値 以 下 と

し ま す 。  

 

表 8 - ８  悪 臭 基 準 （ 特 定 悪 臭 物 質 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ま た 、 排 出 口 に お け る 流 量 の 許 容 限 度 は 下 記 に 示 す と お り で す 。  
   

ｑ ＝ 0 . 1 0 8 × Ｈ e ２ ・ Ｃ ｍ  

     ｑ ： 排 出 口 に お け る 許 容 限 度 ( ㎥ N / 時 )   

Ｈ ｅ ： 補 正 さ れ た 排 出 口 高 さ  （ ｍ ）   

Ｃ ｍ ： 上 記 敷 地 境 界 で の 規 制 基 準  ( p p m )  

ア ン モ ニ ア 、 硫 化 水 素 、 ト リ メ チ ル ア ミ ン 、 プ ロ ピ オ ン ア ル デ ヒ ド 、 ノ ル マ ル ブ チ ル ア ル

デ ヒ ド 、 イ ソ ブ チ ル ア ル デ ヒ ド 、 ノ ル マ ル バ レ ル ア ル デ ヒ ド 、 イ ソ バ レ ル ア ル デ ヒ ド 、 イ

ソ ブ タ ノ ー ル 、 酢 酸 エ チ ル 、 メ チ ル イ ソ ブ チ ル ケ ト ン 、 ト ル エ ン 、 キ シ レ ン の  1 3  物

質 が 対 象 と な り ま す 。  

 

   悪 臭 防 止 法 に 基 づ き 、 排 出 水 に お け る 濃 度 の 許 容 限 度 は 下 記 に 示 す と お り で す 。  

 臭 気 指 数  3 4  

 特 定 悪 臭 物 質  以 下 に 示 す 式 に よ り 算 出  

特 定 悪 臭 物 質 （ ア ン モ ニ ア 、 ト リ メ チ ル ア ミ ン 、 ア セ ト ア ル デ ヒ ド 、  

プ ロ ピ オ ン ア ル デ ヒ ド 、 ノ ル マ ル ブ チ ル ア ル デ ヒ ド 、 イ ソ ブ チ ル ア ル デ ヒ ド 、  

ノ ル マ ル バ レ ル ア ル デ ヒ ド 、 イ ソ バ レ ル ア ル デ ヒ ド 、 イ ソ ブ タ ノ ー ル 、  

酢 酸 エ チ ル 、 メ チ ル イ ソ ブ チ ル ケ ト ン 、 ト ル エ ン 、 ス チ レ ン 、 キ シ レ ン 、  

プ ロ ピ オ ン 酸 、 ノ ル マ ル 酪 酸 、 ノ ル マ ル 吉 草 酸 及 び イ ソ 吉 草 酸 を 除 き  

ま す 。 ） の 種 類 ご と に 次 の 式 に よ り 排 出 水 中 の 濃 度 を 算 出 す る 方 法 と  

し ま す 。  

 アンモニア 2  イソバレルアルデヒド 0.006

 メチルメルカプタン 0.004  イソブタノール 4

 硫化水素 0.06  酢酸エチル 7

 硫化メチル 0.05  メチルイソブチルケトン 3

 二硫化メチル 0.03  トルエン 30

 トリメチルアミン 0.02  スチレン 0.8

 アセトアルデヒド 0.1  キシレン 2

 プロピオンアルデヒド 0.1  プロピオン酸 0.07

 ノルマルブチルアルデヒド 0.03  ノルマル酪酸 0.002

 イソブチルアルデヒド 0.07  ノルマル吉草酸 0.002

 ノルマルバレルアルデヒド 0.02  イソ吉草酸 0.004

規制基準
(ppm)

項目
規制基準
(ppm)

項目
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Ｃ Ｌ ｍ ＝ ｋ × Ｃ ｍ   

Ｃ Ｌ ｍ ： 排 出 水 中 の 濃 度 （ m g / L ）   

ｋ     ： 表 8 - 9 で 定 め た 値 ( m g / L )   

Ｃ ｍ   ： 表 8 - 8 で 定 め た 値 （ p p m ）   

 （ 悪 臭 防 止 法 施 行 規 則  第 四 条 ）  

【 対 象 物 質 】   

メ チ ル メ ル カ プ タ ン 、 硫 化 水 素 、 硫 化 メ チ ル 及 び 二 硫 化 メ チ ル の 4 物 質

と な り ま す 。  

 

表 8 - ９  特 定 悪 臭 物 質 の 種 類 及 び 排 出 水 の 量 ご と の 規 制 に 関 す る ｋ 値  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ ） 作 業 環 境 基 準  

廃 棄 物 焼 却 施 設 関 連 作 業 に お け る ダ イ オ キ シ ン 類 ば く 露 防 止 対 策 要 綱 第 ３ の ２ の

（ ２ ） の ウ よ り 、 全 炉 定 格 負 荷 時 に 処 理 棟 内 に お い て 、 表 8 - 1 0 で 示 す 基 準 以 下 と し

ま す 。  

 

表 8 - 1 0  作 業 環 境 基 準  

 

 

 

 

 

 

   

 0.001以下 16

 0.001超～0.1以下 3.4

 0.1超 0.71

 0.001以下 5.6

 0.001超～0.1以下 1.2

 0.1超 0.26

 0.001以下 32

 0.001超～0.1以下 6.9

 0.1超 1.4

 0.001以下 63

 0.001超～0.1以下 14

 0.1超 2.9

 硫化水素

 硫化メチル

 二硫化メチル

項目
排出水の量
（㎥/s）

ｋ値

 メチルメルカプタン

項目 基準値

 空気中のダイオキシン類濃度 2.5pg-TEQ/m3
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２ ． 環 境 保 全 対 策  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 法 令 等 基 準 値 及 び 環 境 保 全 目 標 値 を 満 足 す る た め に 、 表 8 - 1 1

に 示 す 環 境 保 全 対 策 を 講 じ ま す 。  

 

表 8 - 1 1  環 境 保 全 対 策  

 

  

項目

・臭気については発生源での捕集を行う

・ごみピットやプラットホームで補修した空気は燃焼用空気として

臭気

・建築設備面での密閉化を図る

・臭気の発生する室内は負圧状態として臭気の漏洩を防止する

　活用を行う

処理副生物
・適正な運転管理による生成物（焼却灰・飛灰）性状の維持

・生成物の薬剤処理による重金属類の溶出防止

・日常点検を徹底する

振動

・特に振動が大きい機器類については、別に区画された室内に

　設置するとともに、独立基礎や防振装置の設置を行う

・可能な限り低振動タイプの設備を選定する

・日常点検を徹底する

騒音

・特に騒音が大きい機器類については、別に区画された室内に

　設置するとともに、内部の天井や壁には吸音材の取り付け等、

　防音措置を施す

・可能な限り低騒音タイプの設備を選定する

・生活排水は下水道放流とする

・雨水は公共用水域へ放流とする

環境保全対策

・排風位置や音の反射を考慮して消音器の設置等を検討する

・プラント排水は排水処理設備にて処理後、必要分は有効利用し、

　余剰分は下水道放流とする

排ガス

・ろ過式集じん器にてばいじん等を除去する

・薬剤の噴霧により排ガス中の塩化カルシウム、窒素酸化物、

　硫黄酸化物を除去する

排水
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第 ９ 章  余 熱 利 用 計 画   

 

 １ ． 余 熱 利 用 の 基 本 方 針  

令 和 5 年 6 月 に 閣 議 決 定 さ れ た 「 廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 計 画 」 に お い て 、 「 廃 棄 物 処

理 施 設 整 備 及 び 運 営 の 重 点 的 、 効 果 的 か つ 効 率 的 な 実 施 及 び 運 営 」 の 中 で 、 エ ネ ル ギ

ー 回 収 や 回 収 し た エ ネ ル ギ ー の 効 果 的 な 活 用 が 述 べ ら れ て お り 、 以 下 の よ う な 具 体 策 が 挙

げ ら れ て い ま す 。  

① 回 収 し た エ ネ ル ギ ー を 電 気 や 熱 と し て 活 用 す る こ と に よ る 地 域 産 業 の 振 興 、 自 立 ・

分 散 型 電 源 で あ る 廃 棄 物 発 電 施 設 等 の ネ ッ ト ワ ー ク 化 に よ る 廃 棄 物 エ ネ ル ギ ー の

安 定 供 給 及 び 高 付 加 価 値 化  

② 災 害 時 の 防 災 拠 点 と し て の 活 用  

③ 循 環 資 源 に 関 わ る 民 間 事 業 者 や 他 の 社 会 イ ン フ ラ 施 設 等 と の 連 携 等 に よ る 効 率

的 、 効 果 的 な 施 設 整 備 、 運 営 及 び 持 続 可 能 な 循 環 資 源 の 有 効 利 用 の 推 進  

④ リ ユ ー ス 拠 点 と し て の 活 用 や 住 民 を 対 象 と し た 環 境 教 育 ・ 環 境 教 育 機 会 の 提 供  

⑤ 収 集 運 搬 の 機 会 を 活 用 し た 高 齢 者 見 守 り 等 の 福 祉 部 門 と の 連 携  

 

  ２ ． 取 り 組 み 方 針  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー 余 熱 利 用 に 関 し て は 、 以 下 の よ う に 取 り 組 み ま す 。  

① 焼 却 処 理 に よ っ て 発 生 す る 熱 エ ネ ル ギ ー を 積 極 的 に 回 収 し 、 地 域 の 省 エ ネ ル ギ ー

及 び 創 エ ネ ル ギ ー 化 を 推 進 し ま す 。  

② エ ネ ル ギ ー の 地 産 地 消 に よ る 地 域 活 性 化 の た め 、 近 隣 地 域 へ の 電 力 供 給 を 実 施

し ま す 。 半 径 5 0 0 ｍ に あ た る 自 治 会 の 住 居 へ の 電 力 の 無 償 供 給 を 想 定 し て い ま

す 。  

③ 新 ク リ ー ン セ ン タ ー 整 備 に 関 連 し て 、 地 域 振 興 施 設 を 整 備 す る 計 画 と し 、 地 域 課

題 の 解 決 に 合 致 す る 施 設 （ 農 業 振 興 に 資 す る 事 業 等 を 想 定 ） の 整 備 を 計 画 し ま

す 。 そ こ へ 電 気 、 熱 等 の 供 給 を 実 施 す る こ と を 想 定 し て い ま す 。  

④ 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に お い て 、 エ ネ ル ギ ー 回 収 率 は 2 0 . 5 ％ 以 上 と し 、 国 の 循

環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金 を 活 用 し た 施 設 整 備 を 実 施 し ま す 。  
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 ３ ． 余 熱 利 用 形 態  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー に お け る 余 熱 利 用 に つ い て は 大 き く 分 け て 図 9 - 1 に 示 す よ う な 形 態

が あ り 、 余 熱 利 用 設 備 か ら 発 生 す る 蒸 気 、 温 水 を 活 用 し た 場 内 熱 利 用 や 場 外 熱 利 用 、

発 電 に 大 別 さ れ ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 - 1  余 熱 利 用 の 形 態  

 

 ４ ． 余 熱 利 用 方 法  

１ ） 場 内 熱 利 用  

場 内 へ の 熱 利 用 に つ い て は 、 プ ラ ン ト 設 備 へ の 蒸 気 供 給 や 、 給 湯 及 び 暖 房 等 の 建 築

関 係 設 備 へ の 利 用 が 考 え ら れ ま す 。  

熱 量 的 に は プ ラ ン ト 設 備 及 び 建 築 関 係 設 備 へ の 熱 供 給 は 可 能 で す が 、 建 築 関 係 設

備 へ の 熱 供 給 に つ い て は 、 焼 却 炉 の 休 止 等 熱 回 収 が で き な い 場 合 の 補 完 と し て 、 予 備

ボ イ ラ の 設 置 等 に つ い て 検 討 す る 必 要 が あ り ま す 。  

プ ラ ン ト 関 係 熱 利 用 形 態 を 表 9 - 1 に 、 建 築 関 係 熱 利 用 形 態 を 表 9 - 2 に 示 し ま す 。  

 

表 9 - 1  プ ラ ン ト 関 係 熱 利 用 形 態  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

設備名称 利用形態 備考

誘引送風機のタービン駆動 蒸気、タービン  蒸気復水器にて大気拡散する熱量を含む

排水蒸発処理設備 蒸気タービン

発電 蒸気、タービン  蒸気復水器にて大気拡散する熱量を含む

洗車水加温 蒸気  5～45℃加温

洗車用スチームクリーナ 蒸気噴霧

 出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領の表を一部加工

場内利用

蒸気 場外利用

場内利用

燃焼設備 温水 場外利用

場内利用

発電 場外利用

売電

余熱利用設備
（ボイラ）
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表 9 - 2  建 築 関 係 熱 利 用 形 態  

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ） 場 外 熱 利 用  

場 外 へ の 熱 利 用 に つ い て は 、 蒸 気 供 給 や 温 水 供 給 等 が 考 え ら れ 、 そ の 用 途 に つ い て

は 多 岐 に わ た り ま す 。 周 辺 の ま ち づ く り に お い て 農 業 振 興 施 設 へ の 供 給 を 想 定 し て い ま

す が 、 場 外 で 施 設 を 計 画 す る 場 合 は 、 供 給 先 と の 距 離 等 の 条 件 に よ り 制 約 が 生 じ る こ

と も 考 え ら れ ま す 。  

 

場 外 熱 利 用 形 態 の 事 例 を 表 9 - 3 に 示 し ま す 。  

 

表 9 - 3  場 外 熱 利 用 形 態 の 事 例  

  

設備名称 利用形態 備考

福祉センター給湯 蒸気、温水  5～60℃加温

福祉センター冷暖房 蒸気、温水  冷房の場合は暖房時必要熱量×1.2倍

地域集中給湯 蒸気、温水  5～60℃加温

地域集中冷暖房 蒸気、温水  冷房の場合は暖房時必要熱量×1.2倍

温水プール 蒸気、温水

温水プール用シャワー設備 蒸気、温水  5～60℃加温

温水プール管理棟冷暖房 蒸気、温水  冷房の場合は暖房時必要熱量×1.2倍

動植物用温室 蒸気、温水

熱帯動植物用温室 蒸気、温水

海水淡水化設備 蒸気

施設園芸 蒸気、温水

野菜工場 発電電力

アイススケート場 吸収式冷凍機  空調用含む

 出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領の表を一部加工

設備名称 利用形態 備考

工場棟・管理棟給湯 蒸気、温水  5～60℃加温

工場棟・管理棟暖房 蒸気、温水

工場棟・管理棟冷房 吸収式冷凍機

作業服クリーニング 蒸気洗浄

道路その他の融雪 蒸気、温水

 出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領の表を一部加工
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３ ） 発 電  

    ご み 焼 却 施 設 で 多 く 実 施 さ れ て い る 熱 回 収 方 法 と し て 発 電 利 用 が あ り ま す 。  

      

（ １ ） 発 電 利 用 方 法  

エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー で 回 収 し た 電 力 の 利 用 方 法 を 表 9 - 4 に 示 し ま す 。  

 

表 9 - 4  電 力 の 利 用 方 法  

 

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 高 効 率 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー は 、 環 境 省 の 循 環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金 を 活 用 す る 計 画 で す 。

循 環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金 に お い て 、 一 定 以 上 の エ ネ ル ギ ー 回 収 率 を 達 成 で き る

エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設 に つ い て は 、 高 効 率 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー と し て

交 付 率 の 上 乗 せ （ 1 / 2 （ 一 部 ） ） が 示 さ れ て い ま す 。 表 9 - 5 に 施 設 規 模 別 の エ ネ

ル ギ ー 回 収 率 を 示 し ま す 。  

 

表 9 - 5  施 設 規 模 別 の エ ネ ル ギ ー 回 収 率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

循環型社会形成
推進交付金

二酸化炭素排出抑制
対策事業費交付金

二酸化炭素排出抑制
対策事業費等補助金

100以下 17.5 11.5 11.5

100超、150以下 18.0 14.0 14.0

150超、200以下 19.0 15.0 15.0

200超、300以下 20.5 16.5 16.5

300超、450以下 22.0 18.0 18.0

450超、600以下 23.0 19.0 19.0

600超、800以下 24.0 20.0 20.0

800超、1000以下 25.0 21.0 21.0

1000超、1400以下 26.0 22.0 22.0

1400超、1800以下 27.0 23.0 23.0

180超 28.0 24.0 24.0

出典：エネルギー回収型廃棄物処理施設整備マニュアル（令和3年4月改訂版）

エネルギー回収率（％）

施設規模（ｔ/日）

利用先 利用方法 備考

設備動力電源  各設備機器の電動機用

計装電源  各設備機器の運転制御用

建築設備電源  照明・換気・空調用

設備動力電源  各設備機器の電動機用

建築設備電源  照明・換気・空調用

エネルギーセンター内利用

エネルギーセンター外利用
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こ れ に よ る と 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 施 設 規 模 （ 2 9 0 ｔ / 日 ） に お い て は 、 エ ネ ル ギ

ー 回 収 率 は 2 0 . 5 ％ と な り ま す 。  

ま た 、 エ ネ ル ギ ー 回 収 率 と は 、 以 下 の 示 す 発 電 効 率 と 熱 利 用 率 の 和 と な り ま す 。  

 ５ ． 余 熱 利 用 計 画  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー は 、 高 効 率 エ ネ ル ギ ー 回 収 施 設 と し て 整 備 し ま す 。 場 内 等 で 使

用 す る 電 力 を 発 電 し て 賄 い 、 余 剰 電 気 に つ い て は 売 却 す る こ と を 基 本 と し ま す が 、 地 域 課

題 の 解 決 や 、 活 性 化 に 向 け た 取 り 組 み に も 活 用 し て い き ま す 。  

事 業 者 の ヒ ア リ ン グ 結 果 で は 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に て 年 間 に 約 4 0 , 0 0 0 M W h の

電 力 を 発 電 で き る 試 算 と な り ま す 。  

こ の 発 電 量 に バ イ オ マ ス 比 率 （ 約 5 0 ％ ） 、 排 出 係 数 （ 0 . 0 0 0 3 6 ） を 乗 じ た 値 が 、

二 酸 化 炭 素 排 出 の 削 減 量 と な り ま す 。  

  削 減 量 ＝ 4 0 , 0 0 0 , 0 0 0 k W ｈ × 0 . 5 × 0 . 0 0 0 3 6 ＝ 7 , 2 0 0 ｔ - C O 2 / 年  

し た が っ て 、 年 間 7 , 2 0 0 ｔ の 二 酸 化 炭 素 排 出 量 の 削 減 が 期 待 で き ま す 。  
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第 １ ０ 章  残 渣 処 理 方 針  

 

 １ ． 発 生 す る 残 渣 の 種 類  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー か ら 発 生 す る 残 渣 は 、 焼 却 灰 、 焼 却 飛 灰 、 不 燃 ・ 粗 大 ・ リ サ イ ク ル 処

理 残 渣 （ 破 砕 残 渣 ） で す 。  

 

 ２ ． 残 渣 処 理 計 画  

１ ） 最 終 処 分 方 針  

現 在 、 ３ か 所 あ る 最 終 処 分 場 の う ち 、 環 境 清 美 工 場 か ら 排 出 さ れ る 処 理 残 渣 は 、

南 部 土 地 改 良 清 美 事 業 一 般 廃 棄 物 最 終 処 分 場 （ 第 二 工 区 ） 及 び 大 阪 湾 フ ェ ニ ッ ク

ス セ ン タ ー へ 埋 め 立 て て い ま す 。  

表 1 0 - 1 に 本 市 の 最 終 処 分 の 概 要 を 示 し ま す 。  

 

表 1 0 - 1  最 終 処 分 の 概 要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

所 在 地 奈良市米谷町1857番地　他

敷 地 面 積 82,920㎡

埋 立 面 積 58,100㎡

埋 立 容 量 747,900㎥

操 業 形 態 直営

埋立対象物 焼却灰、破砕不燃物

所 在 地 奈良市奈良阪町1325番地　他

敷 地 面 積 46,611㎡

埋 立 面 積 27,400㎡

埋 立 容 量 264,403㎥

操 業 形 態 直営

埋立対象物 土砂類

所 在 地 大阪市此花区港北緑地智咲

処分場面積 95ha

埋 立 容 量 13,975,000㎥

埋立対象物 ばいじん処理物、焼却灰（非鉄）

南部土地改良清美事業一般廃棄物最終処分場（第二工区）

大阪湾広域臨海環境整備センター大阪沖埋立処分場

緊急時一般廃棄物最終処分場
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新 ク リ ー ン セ ン タ ー か ら 排 出 さ れ る 処 理 残 渣 は 、 南 部 土 地 改 良 清 美 事 業 一 般 廃 棄 物

最 終 処 分 場 と 大 阪 湾 フ ェ ニ ッ ク ス セ ン タ ー の 2 か 所 に 分 散 し て 埋 立 処 分 す る こ と を 想 定

し て い ま す 。  

大 阪 湾 フ ェ ニ ッ ク ス セ ン タ ー は 現 在 第 2 期 事 業 中 で 、 埋 立 期 間 は 令 和 1 4 年 度 ま で

と さ れ て お り 、 第 3 期 事 業 の 計 画 が 進 め ら れ て い ま す 。  

 最 終 処 分 量 に つ い て は 、 ご み の 減 量 及 び 中 間 処 理 に よ り 最 終 処 分 場 を 削 減 し 、 既 存

最 終 処 分 場 の 延 命 を 図 る と と も に 、 焼 却 残 渣 の 資 源 化 に つ い て 併 せ て 検 討 を 進 め ま す 。  

 

２ ） 破 砕 残 渣  

 リ サ イ ク ル セ ン タ ー に て 発 生 す る 破 砕 残 渣 に つ い て は 、 分 別 ・ 資 源 化 の 精 度 を 向 上 さ

せ る こ と で 、 残 渣 の 発 生 を 減 量 化 さ せ る 方 針 と し ま す 。 具 体 的 な 方 法 に つ い て は 、 今 後

検 討 を 進 め て い き ま す 。  
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第 1 1 章  環 境 教 育 ・ 啓 発 機 能  

 

 １ ． 環 境 教 育 ・ 啓 発 の 必 要 性  

国 は 、 国 連 で 採 択 さ れ た 「 持 続 可 能 な 開 発 目 標 （ S D G s ） 」 の 達 成 に 向 け た 実 施 指

針 を 定 め ま し た 。 実 施 指 針 に は 以 下 に 示 す ８ つ の 優 先 課 題 を 掲 げ て お り 、 こ れ ら に つ い て

統 合 的 な 形 で 取 り 組 む と さ れ て い ま す 。  

① あ ら ゆ る 人 々 の 活 躍 の 推 進  

② 健 康 ・ 長 寿 の 達 成  

③ 成 長 市 場 の 創 出 、 地 域 活 性 化 、 科 学 技 術 イ ノ ベ ー シ ョ ン  

④ 持 続 可 能 で 強 靭 な 国 土 と 質 の 高 い イ ン フ ラ の 整 備  

⑤ 省 ・ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 、 気 候 変 動 対 策 、 循 環 型 社 会  

⑥ 生 物 多 様 性 、 森 林 、 海 洋 等 の 環 境 の 保 全  

⑦ 平 和 と 安 全 ・ 安 心 社 会 の 実 現  

⑧ Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 実 現 推 進 の 体 制 と 手 段  

こ の 中 に ⑤ ⑥ の よ う に 廃 棄 物 処 理 と か か わ り の あ る 項 目 が 示 さ れ て い ま す 。 さ ら に 、 ① の

中 の 具 体 的 施 策 と し て の 「 教 育 」 に 「 Ｅ Ｓ Ｄ （ 持 続 可 能 な 開 発 の た め の 教 育 ） ・ 環 境 教

育 の 推 進 」 が 示 さ れ て い ま す 。  

ま た 、 環 境 教 育 ・ 環 境 学 習 の 理 念 や 基 本 的 視 点 を 明 ら か に し た 上 で 、 環 境 教 育 ・ 環 境

学 習 の 推 進 の 方 向 性 や 具 体 的 方 策 が 示 さ れ て い ま す 。  

本 市 に お い て も 、 市 民 ・ 地 域 ・ 行 政 が 連 携 や 協 働 す る こ と で 、 環 境 問 題 や 様 々 な 意 見

の 交 換 や 学 び を 得 る 機 会 を 得 ら れ る よ う な 環 境 学 習 や 啓 発 の 推 進 が 望 ま れ て い ま す 。  

 

 ２ ． 基 本 方 針 と 整 備 内 容  

１ ） 基 本 方 針  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー に お い て は 、 環 境 教 育 を 実 施 す る こ と で 、 環 境 問 題 に 関 す る 知 識

を 吸 収 し 、 意 識 を 醸 成 す る こ と で 主 体 的 に 問 題 に 対 峙 で き る こ と を 目 指 し ま す 。  

ま た 、 様 々 な 講 演 や イ ベ ン ト を 通 じ て 、 地 域 の 文 化 交 流 の 場 の 創 出 を 目 指 し ま す 。  

 

 

２ ） 環 境 教 育 機 能  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー に お け る 主 な 環 境 教 育 機 能 を 表 1 1 - 1 に 示 し ま す 。 具 体 的 な 環

境 教 育 機 能 に つ い て は 、 環 境 問 題 に 関 す る 意 識 の 醸 成 及 び 地 域 の 文 化 交 流 の 場 と な

る こ と を 目 指 し て 、 今 後 決 定 し て い く も の と し ま す 。  
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表 1 1 - 1  主 な 環 境 教 育 機 能  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ） 循 環 型 社 会 体 験 施 設 （ 資 源 循 環 ゾ ー ン ）  

リ サ イ ク ル セ ン タ ー 及 び 地 域 振 興 施 設 を 資 源 循 環 ゾ ー ン と 設 定 し 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ

ン タ ー で 生 ま れ た エ ネ ル ギ ー や 食 品 残 渣 か ら 作 ら れ た た い 肥 を 活 用 し た 循 環 型 農 業 の 実

施 、 ま た 生 産 さ れ た 農 作 物 を 利 用 し た 食 の 提 供 な ど 、 資 源 循 環 の 流 れ を 体 験 で き る 機

会 を 提 供 し ま す 。 ま た 、 S D G s や 地 域 の 資 源 循 環 の 発 信 拠 点 と し て 、 新 た な 交 流 が 生

ま れ る 場 所 、 地 域 に 親 し ま れ る 場 所 と し ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 1 1 - 1  資 源 循 環 ゾ ー ン の イ メ ー ジ  

項目 概要

・ごみ処理工程の見学

・施設の概要説明

・処理施設の模型等

・処理工程に係る展示物

・環境啓発に関する映像資料

・ごみ処理やリサイクルの歴史

・ごみ処理の仕組みの紹介

・環境問題に関する歴史や現状の紹介

・講演会

・各種研修会

・イベント開催スペース

・再生工房

施設見学

展示

講演会
各種研修

イベント開催

環 境 に や さ し い エ ネ ル ギ ー の 活 用 と と も に 、 食 品 残

渣 を 堆 肥 化 し 、 そ の 堆 肥 で 農 作 物 を 育 て 、 地 域 で 食

す と い う 資 源 循 環 を 構 築 し ま す 。  

資 源 循 環 ゾ ー ン は 地 域 の 生 産 者 と 直 接 つ な が っ た

マ ー ケ ッ ト や レ ス ト ラ ン の ほ か 、 子 ど も の 遊 び 場

も あ り 、 多 世 代 で 楽 し め る 場 所 に な り ま す 。  
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第 １ ２ 章  防 災 計 画  

 

 １ ． 防 災 計 画 の 考 え 方  

１ ） エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 マ ニ ュ ア ル  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 整 備 に つ い て は 、 環 境 省 の 循 環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金 等 を 活

用 す る 計 画 で す 。  

同 マ ニ ュ ア ル に は 、 防 災 面 に 関 し て も 「 整 備 す る 施 設 に 対 し て 災 害 廃 棄 物 対 策 指 針

を 踏 ま え て 地 域 に お け る 災 害 廃 棄 物 の 受 け 入 れ に 必 要 な 設 備 を 備 え る こ と 」 と 示 さ れ て

お り 、 具 体 的 に は 以 下 の 設 備 ・ 機 能 を 装 備 す る こ と と さ れ て い ま す 。  

① 耐 震 ・ 耐 水 ・ 耐 浪 性  

② 始 動 用 電 源 、 燃 料 保 管 設 備  

③ 薬 剤 等 の 備 蓄 倉 庫  

 

  ２ ） 廃 棄 物 処 理 施 設 の 耐 震 ・ 浸 水 対 策 の 手 引 き  

    環 境 省 が 令 和 4 年 度 に 示 し た 「 廃 棄 物 処 理 施 設 の 耐 震 ・ 浸 水 対 策 の 手 引 き 」 に は 、

耐 震 及 び 浸 水 に 関 す る 安 全 性 の 目 標 を 設 定 し 、 「 官 庁 施 設 の 総 合 耐 震 ・ 対 津 波 計 画

基 準 」 等 に 示 さ れ て い る 内 容 等 を 踏 ま え て 設 定 す る と さ れ て い ま す 。  

 

 ２ ． 地 震 対 策  

  １ ） 建 築 構 造 物 の 耐 震 化  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 建 設 候 補 地 の 一 部 は 、 ハ ザ ー ド マ ッ プ に て ゆ れ や す さ （ 震 度 ）

は 7 と さ れ て い る こ と か ら 、 耐 震 性 に つ い て 十 分 に 配 慮 し た 計 画 と し ま す 。  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー は 、 通 常 災 害 時 に お い て も 処 理 機 能 を 継 続 す る 必 要 が あ る こ と 、

環 境 学 習 機 能 や コ ミ ュ ニ テ ィ 施 設 、 災 害 時 の サ ポ ー ト 機 能 も 有 す る 施 設 と し て 整 備 を 想

定 し て い る こ と か ら 、 廃 棄 物 処 理 施 設 の 耐 震 ・ 浸 水 対 策 の 手 引 き や 官 庁 施 設 の 総 合 耐

震 ・ 大 津 波 計 画 基 準 を 参 考 に 対 策 を 実 施 し ま す 。  

廃 棄 物 処 理 施 設 の 特 徴 や 建 築 物 と 耐 震 安 全 の 分 類 例 を 表 １ 2 - 1 に 示 す と お り 、 官

庁 施 設 の 種 類 と し て は 、 「 （ 四 ） 災 害 緊 急 活 動 に 必 要 な 官 庁 施 設 」 「 （ 十 一 ） 危 険

物 を 貯 蔵 又 は 使 用 す る 官 庁 施 設 」 に 該 当 し ま す 。  

 

  



- 46 - 

 

表 1 2 - 1  廃 棄 物 処 理 施 設 の 特 徴 や 建 築 物 と 耐 震 安 全 の 分 類 例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ま た 、 上 記 分 類 に 基 づ い た 耐 震 安 全 性 の 目 標 を 表 1 2 - 2 、 耐 震 安 全 性 の 分 類 を 表

1 2 - 3 に 示 し ま す 。  

 

表 1 2 - 2  耐 震 安 全 性 の 目 標  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位 分類 耐震安全性の目標

Ⅰ類
大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標と
し、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られるものとする

Ⅱ類
大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを
目標とし、人命の安全確保に加えて機能確保が図られるものとする

Ⅲ類
大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の低下
は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られるものとする

Ａ類
大地震動後、災害応急対策活動等を円滑に行ううえ、又は危険物の管理のう
えで支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しないことを目標と
し、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られるものとする

Ｂ類
大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場合でも、人命の
安全確保と二次災害の防止が図られていることを目標とする

甲類
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られているとともに、
大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できることを目
標とする

乙類
大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られていることを目標
とする

出典：官庁施設の総合耐震・対津波 計画基準

構造体

建築非構造
部材

建築設備

特徴や
機能・役割

建築物
構
造
体

建
築
非
構
造
部
材

建
築
設
備

地方公共団体が指定する災害活
動に必要な施設

工場棟
管理棟

(四)
災害応急対策活動に必要な官庁施設

Ⅱ類 Ａ類 甲類

指定緊急避難所や指定避難所
工場棟
管理棟

(七)
多数の者が利用する官庁施設

Ⅱ類 Ａ類 乙類

見学者を受入、地域コミュニ
ティの活動拠点、避難機能

工場棟
管理棟

(九)
多数の者が利用する官庁施設

Ⅱ類 Ｂ類 乙類

防災備蓄機能
工場棟
管理棟
倉庫

(九)
多数の者が利用する官庁施設

Ⅱ類 Ｂ類 乙類

災害廃棄物の仮置場、処理
（不特定多数の人の出入り）

工場棟
最終処分場

(九)
多数の者が利用する官庁施設

Ⅱ類 Ｂ類 乙類

燃料、高圧ガス等を使用、貯蔵
工場棟

水処理施設
倉庫

(十一)
危険物を貯蔵又は使用する官庁施設

Ⅱ類 Ａ類 甲類

上記以外 － (十二) その他 Ⅲ類 Ｂ類 乙類

出典： 廃棄物処理施設の耐震・浸水対策の手引き

廃棄物処理施設の特徴や
機能・役割と想定される建築物

官庁施設の種類

耐震安全性の分類
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表 1 2 - 3  耐 震 安 全 性 の 分 類  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建築 建築

非構造部材 設備

(1)

災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第2条第3号に規定
する指定行政機関が使用する官庁施設（災害応急対策を行
う拠点となる室、これらの室の機能を確保するために必要
な室及び通路等並びに危険物を貯蔵又は使用する室を有す
るものに限る。以下（2）から（11）において同じ。）

(2)

災害対策基本法第 2条第 4号に規定する指定地方行政機関
（以下「指定地方行政機関」という。）であって、 2以上の
都府県又は道の区域を管轄区域とするものが使用する官庁
施設及び管区海上保安本部が使用する官庁施設

(3)

東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、愛知県、大阪府、京
都府及び兵庫県並びに大規模地震対策特別措置法（昭和53
年法律第73号）第3条第 1項に規定する地震防災対策強化地
域内にある（2）に掲げるもの以外の指定地方行政機関が使
用する官庁施設

(4)

（2）及び（3）に掲げるもの以外の指定地方行政機関が使
用する官庁施設並びに警察大学校等、機動隊、財務事務所
等、河川国道事務所等、港湾事務所等、開発建設部、空港
事務所等、航空交通管制部、地方気象台、測候所、海上保
安監部等及び地方防衛支局が使用する官庁施設

Ⅱ類 Ａ類 甲類

(5) 病院であって、災害時に拠点として機能すべき官庁施設 Ⅰ類 Ａ類 甲類

(6) 病院であって、（5）に掲げるもの以外の官庁施設 Ⅱ類 Ａ類 甲類

(7)
学校、研修施設等であって、災害対策基本法第2条第10号に
規定する地域防災計画において避難所として位置づけられ
た官庁施設（（4）に掲げる警察大学校等を除く。）

Ⅱ類 Ａ類 乙類

(8)
学校、研修施設等であって、(7)に掲げるもの以外の官庁施
設((4）に掲げる警察大学校等を除く。）

(9) 社会教育施設、社会福祉施設として使用する官庁施設

(10)
放射性物質若しくは病原菌類を貯蔵又は使用する施設及び
これらに関する試験研究施設として使用する官庁施設

Ⅰ類 Ａ類 甲類

(11)
石油類、高圧ガス、毒物、劇薬、火薬類等を貯蔵又は使用
する官庁施設及びこれらに関する試験研究施設として使用
する官庁施設

Ⅱ類 Ａ類 甲類

(12) （1）から（11）に掲げる官庁施設以外のもの Ⅲ類 Ｂ類 乙類

出典：官庁施設の総合耐震・対津波 計画基準

対象施設

耐震安全性の分類

構造体

Ⅰ類 Ａ類 甲類

Ⅱ類 B類 乙類
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地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に つ い て は 、 石 油 類 ・ 高 圧 ガ ス 等 を 使 用 す る こ と や 、 地 震 後

速 や か に そ の 機 能 を 確 保 し て 使 用 を 続 け る こ と 、 ま た 地 域 の 防 災 ・ 避 難 拠 点 と し て あ る

べ き こ と 等 を 踏 ま え て 、 建 築 物 の 安 全 基 準 を 以 下 の と お り と し ま す 。  

① 建 築 物 構 造 体 ： 耐 震 安 全 性 の 分 類 を Ⅱ 類 と す る （ 重 要 度 係 数 ： 1 . 2 5 ）  

② 建 築 物 非 構 造 部 材 ： 耐 震 安 全 性 の 分 類 を A 類 と す る  

③ 建 築 設 備 ： 耐 震 安 全 性 の 分 類 を 甲 類 と す る  

     

  ２ ） 設 備 ・ 機 器 の 耐 震 化  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に 配 置 す る 設 備 ・ 機 器 に つ い て も 建 築 構 造 物 に 準 じ て 耐 震

化 を 行 い ま す 。  

    ① プ ラ ン ト 機 器 ： 建 築 設 備 と 同 様 に 耐 震 安 全 性 を 甲 類 と す る 。  

    ② プ ラ ン ト 架 構 （ ボ イ ラ 支 持 鉄 骨 な ど ） ： 「 火 力 発 電 所 の 耐 震 設 計 規 定 （ 指 針 ）

J E A C 3 6 0 5 」 を 適 用 し て 構 造 設 計 を 行 う  

                            耐 震 法 に よ る 設 計 水 平 震 度 の 算 定 に は  

                            重 要 度 Ⅱ （ 係 数 0 . 6 5 ） を 適 用  

 

  ３ ） 液 状 化 対 策  

    建 設 候 補 地 周 辺 の 地 質 は 、 沖 積 層 氾 濫 原 、 谷 底 平 野 及 び 扇 状 地 堆 積 物 に 分 類 さ

れ る こ と か ら 、 地 震 時 に お け る 地 盤 の 液 状 化 対 策 と し て 地 盤 改 良 工 や 建 築 物 等 の 基 礎

工 の 強 化 等 を 実 施 し ま す 。  
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３ ． 浸 水 対 策  

１ ） 浸 水 対 策  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 建 設 候 補 地 の 一 部 は 、 ハ ザ ー ド マ ッ プ に て 浸 水 区 域 に 指 定 さ れ

て お り 、 浸 水 深 さ が 0 . 5 ｍ ～ 3 . 0 ｍ 、 一 部 3 . 0 ｍ ～ 5 . 0 ｍ の 区 域 が 含 ま れ て い る こ と

か ら 、 浸 水 対 策 に つ い て 十 分 に 配 慮 し た 計 画 と し ま す 。  

エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 マ ニ ュ ア ル で は 、 浸 水 対 策 と し て 以 下 の 考 え

方 （ 一 例 ） が 示 さ れ て い ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 2 - 1  浸 水 対 策 の 一 例  

 

本 計 画 の 浸 水 対 策 と し て 、 浸 水 水 位 以 上 に プ ラ ッ ト ホ ー ム や 主 要 機 器 ・ 設 備 の 設 置

高 さ を 確 保 す る こ と を 考 え ま す 。 設 置 高 さ の 確 保 方 法 と し て 、 盛 土 方 式 、 人 工 床 盤 方

式 、 ラ ン プ ウ エ イ 方 式 が 考 え ら れ 、 そ の 中 で 建 設 コ ス ト を 最 小 化 で き る 浸 水 対 策 を 行 い

ま す 。 表 1 2 - 4 に 各 方 式 の 比 較 を 示 し ま す 。  

表 1 2 - 4  各 方 式 の 比 較  

 

 

項目 盛土方式 人口床盤方式 ランプウエイ方式

概念図

構　造
 施設周辺の嵩上は、土砂で盛土を行い、
 盛土周辺は擁壁での土留めや法面を造成
 する

 施設周辺の嵩上は、ボックスカルバート
 等で人口床盤を構築する

 嵩上げは行わず、ランプウエイで洪水位
 以上の高さにある入口にアプローチする
 ランプウエイの高さは工場棟の３階部分
 までの実績はあります（横浜市）

工  期
 擁壁施工後の盛土工事となるため、
 工期は長くなる

 コンクリート二次製品を使用するため、
 工期は比較的短くなる

 嵩上げを行わないことから、工期は最も
 短くなる

景　観
 敷地境界に高い構造物が設けられること
 で、周囲への圧迫感が非常に強い

 ボックスカルバートでの嵩上げの場合、
 内部に開口部ができるため、圧迫感は
 軽減される

 嵩上げのための構造物は設けずにスロー
 プの設置となることから、景観的には最
 も柔らかくなる

総　評
 工期が最も長く、周辺への景観影響が
 最も大きい

 工期・周辺への環境影響は中間である
 工期は最も短くなり、周辺への景観影響
 は最も小さい

入口

ボックスカルバート

新クリーンセンター

杭基礎

入口

新クリーンセンター

盛土地盤

杭基礎

擁壁

入口

コンクリート床板

新クリーンセンター

杭基礎

ランプウエイ

新クリーンセンター
地域エネルギー

センター
新クリーンセンター
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２ ） 特 定 開 発 行 為 に 係 る 浸 水 対 策  

本 計 画 は 都 市 計 画 法 及 び 宅 地 造 成 規 制 法 に 基 づ く 特 定 開 発 行 為 に 該 当 し ま せ ん

が 、 特 定 都 市 河 川 浸 水 被 害 対 策 法 に 基 づ き 雨 水 貯 留 浸 透 施 設 の 整 備 が 必 要 で す 。     

た だ し 、 奈 良 県 に は 大 和 川 流 域 に お け る 総 合 治 水 を 計 画 的 に 推 進 す る こ と に よ り 、

浸 水 被 害 か ら 県 民 の 生 命 、 身 体 及 び 財 産 を 保 護 し 、 も っ て 県 民 が 安 全 に 安 心 し て 暮 ら

せ る 地 域 社 会 の 実 現 に 資 す る こ と を 目 的 と し た 「 大 和 川 流 域 に お け る 総 合 治 水 の 推 進

に 関 す る 条 例 」 が あ り 、 同 条 例 の 特 定 開 発 行 為 に 相 当 す る 規 模 の 整 備 を 行 う こ と か ら 、

よ り 厳 し い 当 該 基 準 に 則 っ て 防 災 調 整 池 を 整 備 す る こ と と し ま す 。  

     

 ４ ． 始 動 用 電 源  

施 設 の 始 動 用 電 源 に つ い て は 、 以 下 の 対 策 を 講 じ ま す 。  

① 商 用 電 源 系 統 が 遮 断 し た 状 態 で も 、 1 炉 立 ち 上 げ る こ と が で き る 発 電 機 を 設 置 し

ま す 。  

② 1 炉 立 ち 上 げ 後 は 蒸 気 タ ー ビ ン 発 電 機 に よ り 2 炉 の 自 立 運 転 を 確 立 す る こ と で 、

処 理 の 継 続 を 可 能 な も の と し ま す 。  

③ 始 動 用 電 源 は 、 浸 水 対 策 が 講 じ ら れ た 場 所 に 設 置 し ま す 。   

 

 ５ ． 燃 料 保 管 設 備  

施 設 の 適 正 な 稼 働 に 必 要 な 燃 料 保 管 に つ い て は 、 以 下 の 対 策 を 講 じ ま す 。  

① 非 常 用 発 電 機 を 駆 動 す る た め に 必 要 な 容 量 を 持 つ 燃 料 貯 留 槽 を 設 置 し ま す 。  

② 設 置 環 境 に 応 じ て 地 下 埋 設 式 等 の 検 討 も 行 い ま す 。  

 ６ ． 薬 剤 等 の 備 蓄 倉 庫  

施 設 の 適 正 な 稼 働 に 必 要 な 燃 料 保 管 に つ い て は 、 以 下 の 対 策 を 講 じ ま す 。  

① 薬 剤 等 の 補 給 が で き な く て も 1 週 間 程 度 の 運 転 が 継 続 で き る よ う 、 貯 留 槽 等 の 容

量 を 決 定 し ま す 。  

② 水 に つ い て は 1 週 間 程 度 の 運 転 が 継 続 で き る よ う 、 災 害 時 に お い て も 用 水 を 確 保

で き る よ う 計 画 し ま す 。  

    

 ７ ． ソ フ ト 面 の 対 策  

ソ フ ト 面 に お い て は 、 事 業 継 続 計 画 （ B C P ） に よ る 対 策 が 必 要 で す 。 事 前 に 情 報 を 把

握 す る と と も に 、 B C P の 運 用 を 行 う こ と と な り ま す 。  

 

１ ） B C P の 目 的  

B C P の 目 的 は 、 災 害 時 に 関 係 職 員 等 の 安 全 と 雇 用 を 守 る こ と が 第 一 で す 。   

そ れ に 加 え 、 地 域 に お け る 重 要 な 施 設 で あ る 新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 被 災 状 況 、 ユ ー テ ィ

リ テ ィ ー の 供 給 阻 害 、 職 員 の 通 勤 阻 害 な ど に よ り 、 事 業 の 中 断 や 操 業 度 の 極 端 な 低 下



- 51 - 

 

が 生 じ て も 、 許 容 さ れ 得 る 期 間 内 に 事 業 を 再 開 し 操 業 を 回 復 さ せ 、 必 要 な 職 員 の 確 保

と 一 般 廃 棄 物 の 適 正 な 処 理 に 加 え 、 災 害 廃 棄 物 の 適 切 な 処 理 等 対 応 を 行 う こ と で 地

域 の 環 境 衛 生 を 守 り ま す 。  

 

２ ） B C P の 要 点  

災 害 時 に 地 域 か ら 発 生 す る 廃 棄 物 を 早 急 か つ 適 正 に 処 理 す る と い う 観 点 で 、 下 記 要

点 を 踏 ま え た 計 画 と し ま す 。  

    ① 各 災 害 の ケ ー ス に 対 応 で き る 準 備  

    ② 処 理 の 優 先 順 位 の 事 前 決 定  

    ③ 二 次 被 害 を 軽 減 ・ 回 避 す る た め の 初 動 対 応  

    ④ 事 業 継 続 ・ 復 旧 計 画 の 策 定  

    ⑤ 廃 棄 物 の 適 正 処 理 の 実 施 体 制  

    ⑥ 関 係 機 関 と の 連 携  

    ⑦ 事 前 訓 練 計 画  

 

３ ） 災 害 時 の 一 時 避 難 機 能  

大 規 模 災 害 時 に は 防 災 機 能 を 最 大 限 発 揮 し 、 市 民 の 命 を 守 り ま す 。  

① 災 害 時 に 周 辺 に お ら れ る 方 々 が 一 時 的 に 避 難 で き る よ う 、 保 存 食 ・ 保 存 水 ・ 毛 布

等 を 備 蓄 し ま す 。  

② 停 電 時 も プ ラ ン ト か ら 電 気 が 供 給 さ れ る た め 、 照 明 、 冷 暖 房 な ど が 使 用 可 能 で す 。  

③ ス マ ー ト フ ォ ン 等 の 充 電 ス ポ ッ ト も 整 備 し ま す 。  

 

 

 

  

一 時 避 難 用 物 資 の 備 蓄  

非 常 電 源 の 整 備  

一 時 避 難 で き る 場 所  
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第 １ ３ 章  主 要 設 備 計 画  

 

 １ ． 基 本 方 針  

主 要 設 備 計 画 に お い て は 、 「 エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 マ ニ ュ ア ル 」 に 示 さ

れ る 「 機 器 の 消 費 電 力 量 削 減 」 や 「 プ ロ セ ス 設 備 の 適 正 化 ・ 効 率 化 に よ る 消 費 電 力 量 削

減 」 に 加 え て 、 自 然 エ ネ ル ギ ー の 利 用 を 促 進 す る こ と で 消 費 電 力 量 を 削 減 す る こ と で 、 施

設 の 省 エ ネ ル ギ ー を 図 り ま す 。  

 

 ２ ． 全 体 処 理 フ ロ ー  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー に お け る 処 理 フ ロ ー は 図 1 3 - 1 、 図 1 3 - 2 に 示 す と お り で す 。  

 

 

 

 

図 1 3 - 1  地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 処 理 フ ロ ー  

図 1 3 - 2  リ サ イ ク ル セ ン タ ー の 処 理 フ ロ ー  

 

 

 

 

   

受入供給設備 燃焼設備 燃焼ガス冷却設備 排ガス処理設備 通風設備 煙突

灰出し設備 余熱利用設備

燃やせないごみ
大型ごみ

受入供給設備 破砕設備 貯留設備

受入供給設備 選別設備 圧縮設備 梱包設備 貯留設備

受入供給設備 選別設備 貯留設備

有害ごみ(電池等)
古紙・古布類

受入供給設備 貯留設備

空き缶
ペットボトル

プラスチック類

ガラスびん
飲料用紙パック

使用済み小型家電
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 ３ ． 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー  

１ ） 処 理 フ ロ ー  

全 体 処 理 フ ロ ー に 基 づ く 、 各 設 備 の 処 理 フ ロ ー を 図 1 3 - 3 に 示 し ま す 。  

 

図 1 3 - 3  各 設 備 の 処 理 フ ロ ー  

 

２ ） 受 入 供 給 設 備  

（ １ ） 計 量 機  

計 量 機 は 、 施 設 に 搬 入 さ れ る ご み や 搬 出 す る 処 理 残 渣 、 施 設 内 で 回 収 さ れ た 有

価 物 の 量 及 び 種 類 の ほ か に 、 搬 出 入 車 両 台 数 等 を 計 量 し 、 施 設 を 合 理 的 に 管 理 す

る た め の 目 的 で 設 置 し ま す 。  

計 量 機 の 設 置 基 数 は 進 入 用 と し て ２ 基 、 退 出 用 と し て １ 基 と し ま す 。 一 般 持 込 以

外 の 搬 入 車 両 に つ い て は 、 予 め 車 両 情 報 を 登 録 し て い る こ と か ら 退 出 時 に 計 量 す る

必 要 が な い こ と か ら 、 1 基 と し て い ま す 。  

 

（ ２ ） プ ラ ッ ト ホ ー ム  

プ ラ ッ ト ホ ー ム は ご み の 収 集 車 両 や 一 般 持 込 車 両 が ご み を ご み ピ ッ ト へ 投 入 す る た

め の も の で 、 車 両 が 渋 滞 な く 円 滑 に 行 え る 広 さ と し ま す 。 ま た 、 投 入 作 業 車 の 前 を 他

の 搬 入 車 が 一 度 の 切 替 し 運 転 に よ っ て 所 定 の 投 入 扉 に 向 か っ て 後 進 対 面 で き る 床

幅 を 確 保 し ま す 。 ま た 、 臭 気 を 極 力 遮 断 で き る よ う 搬 入 車 両 を 検 知 し て 自 動 で 開 閉

す る 出 入 口 扉 や エ ア カ ー テ ン 等 を 設 置 し ま す 。  

 

（ ３ ） ご み 投 入 扉  

ご み 投 入 扉 は 、 プ ラ ッ ト ホ ー ム と ご み ピ ッ ト を 遮 断 し て ピ ッ ト 内 の 粉 じ ん や 臭 気 の 拡

散 を 防 ぐ た め に 設 置 し ま す 。 投 入 扉 は 気 密 性 の 高 さ 、 開 閉 動 作 の 円 滑 性 や 迅 速 性 、

頻 繁 に 行 わ れ る 開 閉 に 対 す る 強 度 や 室 内 の ガ ス 腐 食 や 湿 気 に 対 す る 耐 久 性 ・ 耐 食

性 を 備 え ま す 。  

受入供給設備 燃焼設備 燃焼ガス冷却設備 排ガス処理設備 通風設備 煙突

計量機 投入シュート・ホッパ ボイラー 減温塔 押込送風機

プラットホーム 燃焼装置 蒸気復水器 集じん器 誘引送風機

ごみ投入扉 助燃装置 有害ガス除去装置 空気予熱器

ごみピット 風道

ごみクレーン 煙道

脱臭装置

灰出し設備 余熱利用設備 給排水設備 電気計装設備

灰出し設備 タービン 給水設備 受変電設備

飛灰処理設備 発電機 排水処理設備 動力制御設備

灰ピット 温水発生器 計装設備

灰クレーン

可燃性粗大ごみ処理
設備
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（ ４ ） ダ ン ピ ン グ ボ ッ ク ス  

     一 般 持 込 車 の 多 く が 人 力 に よ る 荷 下 ろ し が 必 要 で あ り 、 そ の 際 の ご み ピ ッ ト へ の 転

落 防 止 を 目 的 と し て ダ ン ピ ン グ ボ ッ ク ス を 設 置 し ま す 。  

 

（ ５ ） ご み ピ ッ ト  

ご み ピ ッ ト は 、 搬 入 さ れ た ご み を 一 時 貯 留 し 、 施 設 の 処 理 能 力 と の 調 整 を 行 う た め

に 設 け ま す 。  

ピ ッ ト の 容 量 に つ い て は 、 日 最 大 処 理 量 の 2 ～ 3 日 分 以 上 の 容 量 で あ れ ば 、 通 常

収 集 や 補 修 時 の 対 応 は 可 能 と 考 え ら れ ま す が 、 災 害 時 や 炉 の 全 停 止 期 間 （ 7 日 程

度 ） に 対 応 で き る 計 画 と し ま す 。  

ピ ッ ト 寸 法 に つ い て は 、 ピ ッ ト の 奥 行 き を バ ケ ッ ト 開 き 寸 法 の 2 . 5 倍 以 上 に し て ピ ッ

ト の 壁 に 当 た ら な い よ う に 留 意 し ま す 。  

 

（ ６ ） ご み ク レ ー ン  

ご み ク レ ー ン は 、 ご み ピ ッ ト 内 の ご み を 受 入 れ ホ ッ パ に 供 給 す る ほ か 、 ピ ッ ト 内 の ご み

を 撹 拌 し て ご み の 性 状 を 均 一 化 し ま す 。  

グ ラ ブ バ ケ ッ ト は 、 図 1 3 - 4 に 示 す と お り ポ リ ッ プ 式 と フ ォ ー ク 式 と あ り ま す が 、 大 型

の も の や 粗 大 ご み 処 理 を 併 用 す る 場 合 は ポ リ ッ プ 式 が 採 用 さ れ て い ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 3 - 4  グ ラ ブ バ ケ ッ ト の 種 類 例  

 

（ ７ ） 換 気 ・ 脱 臭 装 置  

臭 気 や 粉 じ ん 等 の 外 部 漏 洩 を 防 止 す る た め に 、 プ ラ ッ ト ホ ー ム 、 ご み ピ ッ ト 、 灰 ピ ッ

ト を 負 圧 に 保 つ た め に 必 要 な 換 気 設 備 を 設 け ま す 。   

脱 臭 装 置 は プ ラ ッ ト ホ ー ム 、 ご み ピ ッ ト 、 ホ ッ パ ス テ ー ジ の 防 臭 ・ 脱 臭 を 目 的 に 設 置

し ま す 。  

基 本 的 に ご み ピ ッ ト 内 の 空 気 に つ い て は 、 運 転 時 の 燃 焼 用 空 気 と し て 使 用 し ま す 。

炉 停 止 時 に は 脱 臭 装 置 お よ び 除 じ ん 装 置 を 通 し 屋 外 に 排 出 し ま す 。   
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（ ８ ） 可 燃 性 粗 大 ご み 処 理 設 備  

施 設 に 搬 入 さ れ る 可 燃 性 粗 大 ご み の う ち 、 大 型 の も の を 細 か く 破 砕 し 、 ご み 質 の 安

定 化 に よ り 安 定 燃 焼 を 図 る こ と を 目 的 に 設 備 を 設 け ま す 。    

 

３ ） 燃 焼 設 備  

（ １ ） 投 入 ホ ッ パ ・ シ ュ ー ト  

投 入 ホ ッ パ ・ シ ュ ー ト は 、 投 入 さ れ た ご み を 一 時 貯 留 し な が ら 連 続 投 入 し て 焼 却 炉

内 に 送 り 込 む も の で 、 ご み を 受 け る ホ ッ パ と 炉 内 に 送 る シ ュ ー ト に 大 別 さ れ ま す 。  

     ホ ッ パ は 、 炉 内 の 燃 焼 炎 が 外 部 に 出 な い よ う に 、 炉 内 と 外 部 を 遮 断 す る 必 要 が あ り 、

外 気 を 遮 断 で き る よ う な ゲ ー ト の 設 置 も 必 要 で す 。 さ ら に ホ ッ パ 内 部 に ご み に よ る 閉 塞

（ ブ リ ッ ジ ） 現 象 に 対 処 す る 設 備 が 必 要 で す 。  

 

（ ２ ） 燃 焼 装 置  

燃 焼 装 置 は 、 ご み を 効 率 的 に 安 定 し て 燃 焼 す る こ と を 目 的 と し た 装 置 で あ り 、 処 理

方 式 や 各 メ ー カ ー の 保 有 技 術 に よ り 詳 細 が 異 な り ま す 。  

 

（ ３ ） 焼 却 炉  

焼 却 炉 本 体 は 、 ご み の 燃 焼 に よ っ て 発 生 す る 熱 エ ネ ル ギ ー を 、 ご み の 乾 燥 ・ 燃 焼 ・

後 燃 焼 の 各 段 階 に 利 用 で き る よ う に 形 状 寸 法 に 留 意 し て 計 画 し ま す 。 燃 焼 に あ た っ

て は 、 所 定 の ご み 量 を 所 定 の 時 間 内 に 焼 却 す る 必 要 が あ り ま す 。  

 

（ ４ ） 助 燃 装 置  

助 燃 装 置 は 以 下 の 目 的 の た め に バ ー ナ ー を 設 置 し ま す 。  

①  焼 却 炉 の 起 動 ・ 停 止 時 に お け る 炉 内 温 度 の 制 御 、 昇 温 ま た は 降 温 操 作  

②  ② ご み 質 悪 化 に 起 因 す る 炉 内 温 度 低 下 に 対 し 、 所 定 の 炉 内 温 度 を 維 持  

③  築 炉 工 事 完 了 後 ま た は 耐 火 物 補 修 後 の 乾 燥 焚 き  

バ ー ナ ー の 燃 料 は 、 A 重 油 ・ 灯 油 等 の 液 体 燃 料 と 液 化 石 油 ガ ス （ L P G ） ・ 都 市

ガ ス 等 の 気 体 燃 料 を 使 用 し ま す が 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 条 件 に よ っ て も っ と も 適

切 な も の を 選 定 し ま す 。  

 

   ４ ） 燃 焼 ガ ス 冷 却 設 備  

燃 焼 ガ ス 冷 却 設 備 は 、 ご み 焼 却 後 の 燃 焼 ガ ス を 排 ガ ス 処 理 装 置 が 安 全 か つ 効 率

的 に 運 転 が で き る 温 度 ま で 冷 却 す る 目 的 で 設 置 し ま す 。  

燃 焼 ガ ス の 冷 却 方 式 は 、 廃 熱 ボ イ ラ 方 式 と 水 噴 射 式 等 が あ り ま す が 、 地 域 エ ネ ル

ギ ー セ ン タ ー に お い て は 、 ご み の 焼 却 熱 を 有 効 に 回 収 ・ 利 用 す る た め に 廃 熱 ボ イ ラ 方

式 と し ま す 。  
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   （ １ ） ボ イ ラ  

     廃 熱 ボ イ ラ は 、 基 本 型 式 、 缶 水 の 循 環 方 式 、 焼 却 炉 と の 組 合 せ 構 成 等 の 相 違 に よ

り 表 1 3 - 1 に 示 す と お り 分 類 さ れ ま す 。 各 形 式 に よ り 、 そ れ ぞ れ の 特 徴 が あ る こ と か ら 、

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー の 条 件 や 各 メ ー カ ー の 保 有 技 術 に よ っ て も っ と も 適 切 な も の を

選 定 し ま す 。  

 

表 1 3 - 1  ボ イ ラ 形 式 の 分 類  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ２ ） 蒸 気 復 水 設 備  

     蒸 気 復 水 設 備 は 、 ボ イ ラ か ら の 余 剰 蒸 気 を 高 圧 の ま ま 処 理 す る 高 圧 復 水 器 と 、 蒸

気 タ ー ビ ン 等 の た め の 低 圧 復 水 器 に 大 別 さ れ ま す 。 蒸 気 復 水 の た め の 冷 却 媒 体 と し

て は 空 気 ・ 海 水 ・ 河 川 水 ・ 工 業 用 水 ・ 上 水 等 が 考 え ら れ ま す 。 蒸 気 復 水 設 備 は 気 象 、

余 剰 蒸 気 量 、 通 過 蒸 気 量 等 の 負 荷 変 動 を 考 慮 し て 容 量 に 余 裕 を 持 ち 、 腐 食 対 策 に

つ い て も 配 慮 し ま す 。  

 

５ ） 排 ガ ス 処 理 設 備  

ご み 焼 却 排 ガ ス に は 、 二 酸 化 炭 素 ・ 水 蒸 気 ・ 窒 素 ・ 酸 素 の ほ か に 、 規 制 物 質 で あ る

ば い じ ん ・ 塩 化 水 素 ・ 硫 黄 酸 化 物 ・ 窒 素 酸 化 物 ・ ダ イ オ キ シ ン 類 ・ 水 銀 が 含 ま れ て お り 、

こ れ ら の 規 制 物 質 に つ い て は 関 係 法 令 に よ り 、 そ の 排 出 濃 度 あ る い は 排 出 の 総 量 等 が

規 制 さ れ て い ま す 。  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に お け る 、 排 ガ ス の 規 制 基 準 値 は 第 8 章 に て 示 し た 環 境 保

全 目 標 値 を 満 足 で き る よ う に 排 ガ ス 処 理 設 備 を 設 け ま す 。  

 

（ １ ） 減 温 塔  

減 温 塔 は 、 ボ イ ラ 出 口 か ら 集 じ ん 機 入 口 へ 流 入 す る 燃 焼 ガ ス を 水 に よ る 冷 却 減 温

す る 設 備 で す 。  

「 廃 棄 物 処 理 に 係 る ダ イ オ キ シ ン 類 発 生 防 止 等 ガ イ ド ラ イ ン 」 や 「 廃 棄 物 処 理 法 施

行 規 則 」 で は 、 集 じ ん 器 入 口 の ガ ス 温 度 を 2 0 0 ℃ 未 満 と す る こ と と さ れ て い ま す 。  

     減 温 塔 の 設 置 に つ い て は 、 廃 熱 ボ イ ラ 等 で 集 じ ん 器 入 口 ガ ス 温 度 を  2 0 0 ℃ 未 満

に 低 温 化 で き る 場 合 は 、 必 ず し も 設 置 す る 必 要 は な い も の と し ま す 。  

ボイラ基本型式 水管式ボイラ、煙管式ボイラ等

缶水循環方式 自然循環方式、強制循環方式、自然/強制循環併用方式

受熱面の形態 放射形、接触形

炉体との配置上の関連 炉・ボイラー体形（竪型・横型）、ボイラ別置形

熱回収率の大小 全ボイラ方式、半ボイラ方式

項目 各種型式または方式

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領
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（ ２ ） 集 じ ん 器  

集 じ ん 器 は 、 排 ガ ス 中 の ば い じ ん を 除 去 す る た め に 設 置 し ま す 。  

集 じ ん 器 は 表 1 3 - 2 に 示 す と お り 、 ろ 過 式 集 じ ん 器 、 電 気 集 じ ん 器 、 遠 心 力 集 じ

ん 器 に 大 別 さ れ ま す 。  

 

表 1 3 - 2  主 要 集 じ ん 器 の 特 性  

 

 

 

 

 

 

現 在 で は 、 ダ イ オ キ シ ン 類 削 減 と い う 観 点 か ら 、 ろ 過 式 集 じ ん 器 が 主 流 で す 。  

 

（ ３ ） 有 害 ガ ス 除 去 装 置 装 置  

排 ガ ス 中 の 有 害 物 質 で あ る 塩 化 水 素 、 硫 黄 酸 化 物 を 除 去 す る た め の 装 置 で す 。  

表 1 3 - 3 に 主 な 除 去 方 法 を 示 し ま す が 、 環 境 保 全 目 標 値 を 達 成 す る た め に 適 切

な 方 法 を 検 討 し ま す 。  

     な お 、 環 境 省 の 「 エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 マ ニ ュ ア ル 」 に は 、 「 湿 式

法 に よ る 排 ガ ス 処 理 設 備 は 交 付 対 象 外 と す る 」 と 記 載 さ れ て お り 、 環 境 省 と し て は 発

電 効 率 の 高 い 乾 式 法 を 推 奨 し て い ま す 。  

 

 

  

取扱われる粒度 圧力損失 集じん率

（μｍ） （kPa） （％）

ろ過式集じん器 バグフィルタ 20～0.1 1～2 90～99 中程度 中程度以上

電気集じん器 20～0.05 0.1～0.2 90～99.5 大程度 小～中程度

遠心力集じん器 サイクロン 100～3 0.5～1.5 75～85 中程度 中程度以上

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領

項目 型式 設備費 運転費
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表 1 3 - 3  塩 化 水 素 ・ 硫 黄 酸 化 物 の 主 な 除 去 方 法  

（ ４ ） 窒 素 酸 化 物 除 去 装 置  

排 ガ ス 中 の 窒 素 酸 化 物 を 低 減 さ せ る た め の 装 置 で す 。  

表 1 3 - 4 に 主 な 除 去 方 法 を 示 し ま す が 、 環 境 保 全 目 標 値 を 達 成 す る た め に 適 切

な 方 法 を 検 討 し ま す 。  

 

表 1 3 - 4  窒 素 酸 化 物 の 主 な 除 去 方 法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全乾式法 半乾式法

概要

主に、炭酸カルシウム、消石灰
や炭酸水素ナトリウム等のアル
カリ紛体を集じん器の前の煙道
あるいは炉内に吹き込み、反応
生成物を乾燥状態で回収する方
法

消石灰等のアルカリスリラーを
反応塔や移動層に噴霧して反応
生成物を乾燥状態で回収する方
法

水や苛性ソーダ等のアルカリ水
溶液を吸収塔に噴霧し、反応生

成物をNaCl、NaSO4等の溶液で

回収する方法

方式
紛体噴射法
移動層法
フィルタ法

スラリー噴射法
移動層法

スプレー塔方式
トレイ塔方式
充填塔方式
ベンチュリー方式

使用薬剤

カルシウム、マグネシウム、

NaHCO3、ナトリウム系粉粒体

CaCo3、Ca(OH)2、CaO、MgO、

CaMg(CO3)2、

カルシウム系スラリー、

Ca(OH)2

苛性ソーダ溶液
カルシウム系スラリー

生成物 生成塩、未反応薬品の乾燥紛体 生成塩、未反応薬品の乾燥紛体 生成塩溶液

利点

排水処理が不要
ガス再加熱に要するエネルギー
を抑えることができる
腐食対策が容易

全乾式法に比べて除去性能が高
い

乾式法に比べて除去性能が高い

欠点
湿式法と比較して薬剤の使用量
が多くなる

ノズル及びラインの閉塞トラブ
ルや、摩耗などの留意が必要

排水処理設備等のプロセスが複
雑になる

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領を加工

湿式法
乾式法

項目

除去率 排出濃度

（％） （ppm）

低酸素法

水噴射法

排ガス再循環法 － 80程度 中 小 少

無触媒脱硝法 30～40 70～100 小～中 小～中 多

触媒脱硝法 60～80 20～60 大 大 少

脱硝ろ過式集じん器法 60～80 20～60 中 大 少

活性コークス法 60～80 20～60 大 大 少

天然ガス再燃法 50～70 50～80 中 中 少

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領

採用例

－ 80～150 小 小 多

区分

燃焼
制御法

乾式法

方式 設備費 運転費
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（ ５ ） ダ イ オ キ シ ン 類 ・ 水 銀 除 去 装 置  

排 ガ ス 中 の ダ イ オ キ シ ン 類 を 低 減 さ せ る た め の 装 置 で す 。  

表 1 3 - 5 に 主 な 除 去 方 法 を 示 し ま す が 、 環 境 保 全 目 標 値 を 達 成 す る た め に 適 切

な 方 法 を 検 討 し ま す 。  

 

表 1 3 - 5  ダ イ オ キ シ ン 類 ・ 水 銀 の 主 な 除 去 方 法  

 

 

６ ） 余 熱 利 用 設 備  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に お け る 余 熱 は 、 蒸 気 タ ー ビ ン に よ り 電 気 エ ネ ル ギ ー と し て 回

収 し ま す 。 ま た 、 利 用 方 法 と し て は 場 内 利 用 及 び 場 外 へ の 電 気 供 給 、 温 水 供 給 を 基 本

と し て 、 必 要 な 設 備 を 設 置 し ま す 。  

 

７ ） 通 風 設 備  

通 風 設 備 は 、 ご み 焼 却 に 必 要 な 空 気 を 必 要 な 条 件 に 整 え て 焼 却 炉 に 送 り 、 ま た 焼

却 炉 か ら の 燃 焼 排 ガ ス を 煙 突 を 通 し て 大 気 に 排 出 す る ま で の 設 備 で す 。  

通 風 方 式 に は 、 表 1 3 - 6 に 示 す よ う な 3 方 式 が あ り ま す 。 ご み の 焼 却 に 用 い ら れ る

方 式 は 平 衡 通 風 方 式 と な り ま す 。  

 

表 1 3 - 6  通 風 方 式  

 

 

 

 

 

 

平 衡 通 風 方 式 に お け る 通 風 設 備 は 、 押 込 送 風 機 ・ 空 気 予 熱 器 ・ 通 風 ダ ク ト ・ 誘 引

送 風 機 ・ 排 ガ ス ダ ク ト （ 煙 道 ） ・ 煙 突 か ら 構 成 さ れ ま す 。  

 

 

 

区分 設備費 運転費 採用例

ろ過式集じん器 中 小 多

活性炭、活性コークス吹込ろ過式集じん器 中 中 多

活性炭、活性コークス充填塔方式 大 大 少

分解法 触媒分解 大 大 中

方式

乾式
吸着法

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領

通風方式

押込通風方式

誘引通風方式

平衡通風方式

 燃焼用空気を送風機で炉内に送り込み誘引は煙突の通気力による方式

特徴

 排ガスを送風機で引き出すことにより燃焼用空気を炉内に引込み供給する方式

 押込・誘引の両方式を同時に行う方式

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領
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（ １ ） 押 込 送 風 機  

押 込 送 風 機 は 、 ご み の 燃 焼 時 に お け る 燃 え む ら に よ る 炉 温 の 上 下 ・ ボ イ ラ 蒸 発 量

の 増 減 ・ 火 格 子 上 で の 燃 焼 完 結 点 の 前 後 移 動 と い う よ う な 変 動 を 制 御 す る た め に 、

一 次 空 気 ・ 二 次 空 気 を 増 減 さ せ ま す 。  

送 風 機 は 、 多 翼 送 風 機 ・ ラ ジ ア ル 送 風 機 ・ タ ー ボ 送 風 機 が あ り ま す が 、 最 も 効 率 の

良 い タ ー ボ 送 風 機 が 多 く 使 用 さ れ て い ま す 。  

 

（ ２ ） 空 気 予 熱 器  

ご み の 焼 却 を 良 好 に 行 う た め 、 高 温 空 気 が 必 要 に な り ま す 。 そ の た め 、 押 込 送 風

機 と 焼 却 炉 の 間 に 設 置 し て 燃 焼 用 空 気 温 度 を 上 昇 さ せ ま す 。  

表 1 3 - 7 に 空 気 予 熱 器 の 分 類 を 示 し ま す 。  

 

表 1 3 － 7 空 気 予 熱 器 の 分 類  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ３ ） 通 風 ダ ク ト  

通 風 ダ ク ト は 、 送 風 機 、 空 気 予 熱 器 、 焼 却 炉 を 結 ぶ も の で あ り 、 一 般 的 に 内 部 空

気 の 漏 洩 を 防 ぐ た め に 溶 接 構 造 と し ま す 。  

ダ ク ト の 形 状 は 丸 形 と 角 形 が あ り 、 断 面 積 は 常 用 最 大 流 量 が 1 2 ｍ / s 程 度 と な る

よ う に 計 画 す る こ と が 多 い で す 。  

 

（ ４ ） 誘 引 送 風 機  

誘 引 送 風 機 は 、 排 ガ ス を 大 気 に 放 出 さ せ る た め に 必 要 な 通 気 力 を も た せ る た め に

設 置 し ま す 。  

送 風 機 は 、 多 翼 送 風 機 ・ ラ ジ ア ル 送 風 機 ・ タ ー ボ 送 風 機 が あ り ま す が 、 押 込 送 風

機 と 同 様 に 最 も 効 率 の 良 い タ ー ボ 送 風 機 が 多 く 使 用 さ れ て い ま す 。  

 

  

方式

蒸気式

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領

ガス式

直火式

発生蒸気により予熱する方式であり、出口空気温度は200℃程度である

燃焼ガスの保有熱量により予熱する方式であり、間欠運転式焼却炉で多く用い
られている

別の炉で燃料を燃焼させて空気と混合させる方式であり、他の方式の補助用や
流動床炉のスタートアップ用、排ガスの再加熱用としも使用される

特徴
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（ ５ ） 排 ガ ス ダ ク ト  

排 ガ ス ダ ク ト は 、 焼 却 炉 ・ 燃 焼 ガ ス 冷 却 設 備 ・ 排 ガ ス 処 理 設 備 ・ 空 気 予 熱 器 ・ 誘

引 送 風 機 ・ 煙 突 を 結 ぶ も の で す 。  

各 設 備 間 の 排 ガ ス 性 状 は そ れ ぞ れ 異 な る こ と か ら 、 形 状 ・ 寸 法 や 材 質 に 留 意 す る

も の で 、 常 用 最 大 流 量 が 1 5 ｍ / s 程 度 と な る よ う に 計 画 す る こ と が 多 い で す 。  

 

（ ６ ） 煙 突  

煙 突 は 、 排 ガ ス を 大 気 に 拡 散 す る も の で あ り 、 煙 突 高 さ 、 排 ガ ス 温 度 、 排 ガ ス の 発

出 速 度 に よ っ て 拡 散 効 果 が 変 わ り ま す 。  

煙 突 の 高 さ ・ 形 状 に つ い て は 、 周 辺 環 境 と の 調 和 を 十 分 に 踏 ま え て 建 物 一 体 型 と

し 、 高 さ は G L + 5 0 ｍ 程 度 と な る よ う 検 討 し ま す 。  

 

８ ） 灰 出 し 設 備  

灰 出 し 設 備 は 、 焼 却 残 渣 及 び 各 設 備 で 捕 集 さ れ た 飛 灰 を 集 め 、 場 外 に 搬 出 さ せ る

た め の 設 備 で あ り 、 灰 出 し 設 備 ・ 飛 灰 処 理 設 備 ・ 灰 ピ ッ ト ・ 灰 ク レ ー ン か ら 構 成 さ れ ま す 。  

 

（ １ ） 灰 出 し 設 備  

灰 出 し 設 備 は 、 焼 却 残 渣 を 冷 却 ・ 搬 送 し て 灰 ピ ッ ト に 貯 留 す る た め の 設 備 で す 。  

残 渣 の 冷 却 方 法 は 湿 式 法 ・ 半 湿 式 法 ・ 乾 式 法 と あ り 、 詰 ま り や 腐 食 に 対 す る 対 策

や 焼 却 炉 内 部 と の シ ー ル 性 を 十 分 に 考 慮 し て 計 画 し ま す 。  

搬 送 設 備 は 、 ス ク レ ー パ コ ン ベ ヤ ・ 振 動 コ ン ベ ヤ ・ バ ケ ッ ト コ ン ベ ヤ ・ ゴ ム ベ ル ト コ ン ベ

ヤ 等 か ら 、 搬 送 距 離 や 高 低 差 、 搬 出 物 の 状 態 等 を 考 慮 し て 適 切 な 検 討 を 行 い ま す 。  

     ま た 、 残 渣 の 資 源 化 を 考 慮 し た 鉄 類 除 去 等 の 選 別 設 備 の 設 置 に つ い て も 検 討 を 行

い ま す 。  

 

（ ２ ） 飛 灰 処 理 設 備  

飛 灰 処 理 設 備 は 、 集 じ ん 設 備 等 か ら 捕 集 さ れ た ば い じ ん （ 特 別 一 般 廃 棄 物 ） を

環 境 大 臣 の 指 定 す る 方 法 で 無 害 化 処 理 を 行 う た め の 設 備 で す 。  

無 害 化 処 理 の 方 法 は 以 下 の も の が あ り ま す 。  

① 溶 融 処 理  

② 焼 成 処 理  

③ セ メ ン ト 固 化  

④ 薬 剤 処 理  

⑤ 酸 そ の 他 の 溶 媒 に よ る 抽 出 ・ 安 定 化 処 理  
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（ ３ ） 灰 ピ ッ ト  

灰 の 貯 留 に つ い て は 、 バ ン カ 方 式 と ピ ッ ト 方 式 が あ り ま す が 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ

ー の 施 設 規 模 を 考 慮 し て 灰 ピ ッ ト を 設 け ま す 。  

灰 ピ ッ ト の 容 量 は 、 災 害 時 及 び 灰 ク レ ー ン の 故 障 等 を 考 慮 し て ７ 日 分 以 上 を 確 保

し ま す 。  

な お 、 灰 ピ ッ ト か ら 臭 気 が 漏 洩 し な い よ う 対 策 を 講 じ ま す 。  

 

（ ４ ） 灰 ク レ ー ン  

灰 ク レ ー ン は 、 灰 ピ ッ ト の 残 渣 を 搬 出 車 両 へ の 積 込 み や ピ ッ ト 内 に あ る 灰 の 均 し 等

を 行 う た め の も の で す 。  

ク レ ー ン バ ケ ッ ト は ク ラ ム シ ェ ル 型 で 水 抜 き 用 の 穴 を 設 け る こ と が 望 ま し く 、 ピ ッ ト 隅

部 の 灰 も 十 分 に 掴 む こ と が で き る 構 造 と す る と と も に 、 ピ ッ ト 全 体 を 見 渡 せ る 位 置 に 操

作 室 を 設 け る こ と に 留 意 し ま す 。  

 

９ ） 給 排 水 設 備  

（ １ ） 給 水 設 備  

給 水 設 備 は 、 生 活 用 水 及 び プ ラ ン ト 用 水 を 施 設 内 に 供 給 す る 目 的 で 、 施 設 の 運

転 に 支 障 が な い よ う に 設 置 し ま す 。  

な お 、 生 活 用 水 並 び に プ ラ ン ト 用 水 は 上 水 道 を 使 用 し ま す 。  

 

（ ２ ） 排 水 設 備  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー か ら 出 る 生 活 排 水 並 び に プ ラ ン ト 排 水 は 全 て 公 共 下 水 道 に 放

流 す る こ と と し ま す 。  

 

1 0 ） 電 気 ・ 計 装 設 備  

（ １ ） 受 変 電 設 備  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 受 電 は 計 画 施 設 の 設 備 電 力 か ら 、 特 別 高 圧 電 力 に よ り 受 電

し ま す 。 受 電 後 特 高 変 圧 器 に よ り 一 旦 高 圧 に 降 圧 し 、 変 圧 器 に よ り プ ラ ン ト 動 力 、

建 築 動 力 、 照 明 の そ れ ぞ れ に 必 要 な 電 圧 に 変 圧 し 、 各 設 備 に 電 力 を 供 給 し ま す 。  

 

（ ２ ） 動 力 制 御 設 備  

各 設 備 機 器 を 運 転 す る 動 力 回 路 を 整 備 し ま す 。 機 器 の 制 御 は 、 運 転 員 や 作 業 員

等 が 施 設 内 の ど こ か ら で も 必 要 情 報 が 得 ら れ 、 安 全 に 効 率 よ く 施 設 管 理 が 維 持 で き

る よ う に 分 散 型 自 動 制 御 シ ス テ ム （ Ｄ Ｃ Ｓ ） を 採 用 し ま す 。 ま た 、 シ ス テ ム の 重 要 部

分 に つ い て は 、 シ ス テ ム 障 害 に 備 え て 2 重 化 を 行 う こ と を 計 画 し ま す 。  
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（ ３ ） 非 常 用 電 源 設 備  

電 力 会 社 か ら の 送 電 停 止 や 故 障 に よ る 停 電 の 際 に 、 非 常 用 設 備 と 重 要 負 荷 、 保

安 用 負 荷 、 計 装 設 備 な ど に 電 力 を 供 給 す る た め に 非 常 用 電 源 設 備 を 設 け ま す 。  

非 常 用 電 源 設 備 は 、 非 常 電 源 専 用 受 電 設 備 、 非 常 用 発 電 設 備 、 蓄 電 池 設 備 で

構 成 さ れ ま す が 、 詳 細 に つ い て は 今 後 検 討 を 進 め ま す 。  

 

（ ４ ） 計 装 設 備  

計 装 設 備 は 、 施 設 の 規 模 、 特 性 に 適 し た も の と し 、 運 転 の 安 定 性 及 び 操 作 性 を

考 慮 し て 計 画 し ま す 。  

計 装 に は 、 温 度 、 圧 力 、 流 量 な ど の よ う に 連 続 的 に 変 化 す る 物 理 量 を 目 盛 上 の 指

針 で 示 す よ う な 連 続 的 な 量 を ア ナ ロ グ 量 と い い 、 こ れ を 有 限 個 の 区 分 に 分 け 、 数 字 あ

る い は 符 号 を 割 り 当 て る こ と を デ ジ タ ル 化 と い い ま す 。 最 近 の 施 設 で は 、 デ ジ タ ル 計 装

が 多 く 、 高 度 の 演 算 処 理 か ら 単 純 な 制 御 系 ル ー プ ま で 幅 広 く 採 用 さ れ て い ま す 。  

表 1 3 - 8 に ア ナ ロ グ 式 計 装 と デ ジ タ ル 式 計 装 の 比 較 を 示 し ま す 。  

 

表 1 3 - 8  ア ナ ロ グ 式 計 装 と デ ジ タ ル 式 計 装 の 比 較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 装 機 器 に つ い て は 、 以 下 の も の を 中 心 に 今 後 詳 細 を 検 討 し ま す 。  

① 温 度 計 則  

② 流 量 計 測  

③ 圧 力 計 測  

④ 液 位 計 測  

⑤ ガ ス 成 分 計 測 （ 分 析 ）  

  

項目 アナログ式計装 デジタル式計装

シ ス テ ム 構 成 機能に応じた機器構成が必要
多機能に対応できるため構成機器が
少ない

制 御 機 能 ＰＩＤ制御が主流
多変数制御、フィードっフォワード
制御などの高級制御機能を持つ

シ ス テ ム の 信 頼 性
単機能機器によるシステム構成のた
め、他系への波及が少ない

多機能危機であるため、他への波及
が大きいので主要部について冗長化
を考慮する必要がある

シ ス テ ム の 拡 張 性 機器の増設が必要
一定の処理点数の範囲内では、ソフ
ト的には対応が可能

システム変更時の対応性 機器の取替えが必要 ソフト処理で可能

保 守 性 機器ごとの保守が必要 ユニット基板の交換方式

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領
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 ４ ． リ サ イ ク ル セ ン タ ー  

１ ） 受 入 供 給 設 備  

（ １ ） 計 量 機  

計 量 機 は 、 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー と 兼 用 と し ま す 。  

 

（ ２ ） プ ラ ッ ト ホ ー ム  

プ ラ ッ ト ホ ー ム は ご み の 収 集 車 両 や 一 般 持 込 車 両 が ご み を ご み ピ ッ ト へ 投 入 す る た

め の も の で 、 車 両 が 渋 滞 な く 円 滑 に 行 え る 広 さ と し ま す 。 ま た 、 投 入 作 業 車 の 前 を 他

の 搬 入 車 が 一 度 の 切 替 し 運 転 に よ っ て 所 定 の 投 入 扉 に 向 か っ て 後 進 対 面 で き る 床

幅 を 確 保 し ま す 。  

 

（ ３ ） ご み ピ ッ ト ・ ヤ ー ド  

ご み ピ ッ ト ・ ヤ ー ド は 、 搬 入 ご み を 一 時 的 に 貯 え る 目 的 で 設 け ま す 。 貯 留 の 容 量 に

つ い て は 、 搬 入 量 、 処 理 能 力 、 施 設 稼 働 率 、 変 動 率 、 施 設 の 大 き さ （ 面 積 ） 等 に

よ り 定 め て い き ま す 。  

 

（ ４ ） 受 入 ホ ッ パ  

受 入 ホ ッ パ は 、 搬 入 さ れ た ご み を 受 入 れ 、 一 次 貯 留 後 に 破 砕 設 備 や 選 別 設 備 に

供 給 す る た め の も の で す 。 受 入 ホ ッ パ は 、 投 入 時 の こ ぼ れ 落 ち や ブ リ ッ ジ 減 少 に 留 意

し 、 強 度 等 に つ い て も 十 分 配 慮 し ま す 。  

 

（ ５ ） 受 入 コ ン ベ ヤ  

受 入 コ ン ベ ヤ は 、 受 入 ホ ッ パ に 貯 留 さ れ た ご み を 連 続 的 か つ 定 量 的 に 送 り 出 す 設

備 で 、 搬 送 物 の 形 状 寸 法 や 落 下 等 を 生 じ さ せ な い こ と が 求 め ら れ る と と も に 、 耐 衝 撃

性 を 考 慮 し ま す 。  

 

  



- 65 - 

 

２ ） 破 砕 設 備  

破 砕 設 備 は 、 所 定 量 の ご み を 目 的 に 達 す る 寸 法 ま で 破 砕 す る も の で 、 耐 久 性 に 優 れ

た 構 造 及 び 材 質 が 求 め ら れ ま す 。 ま た 、 粉 じ ん 、 騒 音 、 振 動 を で き る だ け 外 部 に 出 さ な

い よ う に 配 慮 し ま す 。  

破 砕 機 に は 、 切 断 機 、 高 速 回 転 破 砕 機 、 低 速 回 転 破 砕 機 に 大 別 さ れ ま す 。 選 定 に

つ い て は 以 下 の 項 目 に 留 意 し ま す 。  

     ① 処 理 対 象 物 の 形 状 、 寸 法 と 処 理 量  

     ② 処 理 困 難 物  

     ③ 破 砕 寸 法  

     ④ 破 砕 機 の 破 砕 特 性      

破 砕 機 の 適 合 機 種 を 表 1 3 - 9 に 示 し ま す 。  

 

表 1 3 - 9  破 砕 機 の 適 合 機 種  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ） 搬 送 設 備  

搬 送 設 備 は 、 コ ン ベ ヤ 、 シ ュ ー ト 等 か ら な り 、 ご み を 円 滑 に 搬 送 す る も の で 、 搬 送 物 の

種 類 、 形 状 、 寸 法 を 考 慮 し 、 飛 散 、 ブ リ ッ ジ 、 落 下 等 が 生 じ な い 構 造 と し ま す 。 ま た 、 粉

じ ん 、 騒 音 、 振 動 を で き る だ け 外 部 に 出 さ な い よ う に 配 慮 し ま す 。  

 

（ １ ） シ ュ ー ト  

処 理 対 象 物 は 特 性 が 多 種 多 様 で あ る た め 、 搬 送 中 の 挙 動 も 多 様 で あ り 、 シ ュ ー ト

等 の 容 積 計 画 に は 特 に 注 意 を し ま す 。 ま た 、 シ ュ ー ト 内 部 が 確 認 で き る よ う に 点 検 口

を 設 け る こ と も 検 討 し ま す 。  

 

可燃性粗大ごみ 不燃性粗大ごみ 不燃物 プラスチック類

竪型 〇 △ × ×

横型 〇 △ × ×

スイングハンマ式 〇 〇 〇 △

リングハンマ式 〇 〇 〇 △

スイングハンマ式 〇 〇 〇 △

リングハンマ式 〇 〇 〇 △

単軸式 △ △ △ 〇 軟性物、延性物の処理に適している

多軸式 〇 △ △ 〇 可燃性粗大ごみの処理に適している

　確認し機種選定することが望ましい

　※これらの処理物は、破砕機の種類に拘わらず処理することは困難である

じゅうたん、マットレス、タイヤ等の軟性物やプラスチッ

ク、フィルム等の延性物は処理が困難※

横型スイングハンマ式、リングハンマ式と同様

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領

　適合機種の選定に関しては、一般に利用されているものを記載しているが、不適と例示されたごみに対しても対応できる例があるため、

　〇：適　　△：一部不適　　×：不適

横型

竪型

切断機

高

速

回

転

破

砕

機

低速回転破砕機

機種 型式
処理対象ごみ

特記事項

バッチ運転のため、大量処理には複数系列の設置が望ましい

スプリング入りマットレス、スチール入りタイヤ、金属塊、

コンクリート塊等は処理が困難
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（ ２ ） コ ン ベ ヤ  

コ ン ベ ヤ に は 、 振 動 コ ン ベ ヤ 、 ベ ル ト コ ン ベ ヤ 、 エ プ ロ ン コ ン ベ ヤ な ど 搬 送 物 に 適 し た

形 状 、 機 能 の も の が あ る こ と か ら 、 搬 送 条 件 に 応 じ た 適 切 な コ ン ベ ヤ を 検 討 し ま す 。  

選 定 に つ い て は 以 下 の 項 目 に 留 意 し ま す 。  

① 搬 送 物 の 種 類 、 搬 送 量 、 形 状 、 寸 法  

② 防 じ ん 対 策  

③ 消 火 対 策  

④ 清 掃 対 策  

      

４ ） 選 別 設 備  

選 別 設 備 は 、 ご み を 有 価 物 、 可 燃 物 、 不 燃 物 等 に 選 別 す る も の で 、 目 標 と す る 選 別

に 適 し た 設 備 を 検 討 し ま す 。  

選 別 機 の 種 類 は 、 分 離 す る 種 別 、 純 度 、 回 収 率 に つ い て の 要 求 事 項 を 満 足 さ せ る

必 要 が あ る こ と か ら 、 単 独 機 種 及 び 複 数 機 種 の 組 み 合 わ せ で 計 画 し ま す 。  

表 1 3 - 1 0 に 選 別 機 の 分 類 を 示 し ま す 。  

 

表 1 3 - 1 0  選 別 機 の 分 類  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

原理 使用目的

信号式

回転式

ローラー式

風力式 重・中・軽量または重・軽量分別機

複合式 寸 法 の 大 ・ 小 と 重 ・ 軽 量 別 分 離

Ｘ線式 Ｐ Ｅ Ｔ と Ｐ Ｖ Ｃ 等 の 分 離

近赤外線式 プ ラ ス チ ッ ク 等 の 材 質 別 分 離

可視光線式 ガ ラ ス 製 容 器 等 の 色 ・ 形 状 選 別

吊下げ式

ドラム式

プーリ式

永久磁石回転式

リニアモーター式

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領

粒度

比重
形状

材料特性

磁力

渦電流

破 砕 物 の 粒 度 別 分 離 と 調 粒

鉄 分 の 分 離

非 鉄 金 属 の 分 離

ふるい分け型

比重差型

電磁波式

磁気式

渦電流型

型式
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５ ） 圧 縮 ・ 梱 包 設 備  

選 別 し た 有 価 物 を 必 要 に 応 じ て 加 工 し て 輸 送 や 再 利 用 を 容 易 に す る た め の も の で 、

対 象 と な る 有 価 物 の 種 類 に 適 し た 設 備 を 検 討 し ま す 。  

 

（ １ ） 金 属 プ レ ス 機  

燃 や せ な い ご み 、 大 型 ご み 、 空 き 缶 等 の 金 属 類 を 圧 縮 し て 減 容 化 す る 設 備 で 、 圧

縮 成 型 品 の 寸 法 に よ っ て 方 式 が 異 な り ま す 。  

表 1 3 - 1 1 に 圧 縮 機 方 式 別 の 圧 縮 成 型 品 の 寸 法 例 を 示 し ま す 。  

 

表 1 3 - 1 1  圧 縮 成 型 品 の 寸 法 例  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 2 ） プ ラ ス チ ッ ク 類 減 容 機  

廃 プ ラ ス チ ッ ク 類 等 の 減 少 化 を 行 う も の で 、 リ ン グ ダ イ 式 、 ス ク リ ュ ー 式 な ど が あ り ま

す 。 ま た 、 発 泡 ス チ ロ ー ル を 粉 砕 し 加 熱 溶 融 す る こ と で 減 容 化 し ま す 。  

 

（ ３ ） 圧 縮 梱 包 機  

新 聞 、 雑 誌 、 段 ボ ー ル 等 の 古 紙 類 を 番 線 や Ｐ Ｐ バ ン ド で 結 束 し 、 取 り 扱 い を 容 易

に し ま す 。  

 

６ ） 貯 留 設 備  

貯 留 設 備 は 、 破 砕 ・ 選 別 ・ 圧 縮 さ れ た ご み 及 び 有 価 物 を 一 時 貯 留 す る 設 備 で す 。 貯

留 容 量 は 、 処 理 量 と 搬 出 量 を 考 慮 し て 決 定 し ま す 。  

    貯 留 方 法 は 、 バ ン カ 方 式 、 ス ト ッ ク ヤ ー ド 方 式 が あ り 、 そ れ ぞ れ の 特 性 に 応 じ て 計 画 し

ま す 。  

 

７ ） 集 じ ん 設 備  

集 じ ん 設 備 は 、 粉 じ ん が 発 生 す る 可 能 性 の あ る 投 入 部 、 選 別 部 、 貯 留 部 等 に 整 備 し 、

サ イ ク ロ ン 、 バ グ フ ィ ル タ 、 ま た は こ れ ら の 併 用 に つ い て 検 討 し ま す 。  

 

幅 高さ 厚み

一方締め式 缶類 0.4～0.8 0.3～0.7 0.1～0.3

缶類 0.5～0.9 0.3～0.7 0.1～0.3

破砕物 0.6～0.9 0.3～0.7 0.2～0.35

三方締め式 破砕物 0.6～0.7 0.5～0.6 0.3～0.6

　出典：ごみ処理施設整備の計画・設計要領

成型品寸法（ｍ）
処理対象物圧縮機方式

二方締め式
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 ５ ． 安 全 衛 生 計 画  

１ ） 安 全 衛 生 の 考 え 方  

施 設 運 営 に お け る 安 全 に 関 し て は 、 「 設 備 が 故 障 し て も 必 ず 安 全 な 状 態 に な る 仕 組

み や 構 造 」 （ フ ェ ー ル セ ー フ 化 ） を 行 う こ と が 必 要 と 考 え ま す 。  

フ ェ ー ル セ ー フ 化 の 取 組 と し て 以 下 の 項 目 が 考 え ら れ ま す 。  

 

① 重 要 機 器 や 計 器 の 動 作 源 の 異 常 を 検 出 し た 場 合 は 、 イ ン タ ー ロ ッ ク 機 能 に よ り 、

安 全 に 施 設 を 非 常 停 止 さ せ る 。  

② 非 常 用 発 電 機 を 設 置 す る こ と で 、 停 電 時 に は プ ラ ン ト 機 器 を 安 全 に 維 持 す る た

め に 必 要 な 電 源 を 確 保 す る と と も に 、 復 電 順 次 起 動 シ ー ケ ン ス に て 必 要 機 器 を

自 動 的 に 起 動 さ せ る 。  

③ D C S （ 分 散 型 プ ロ セ ス 制 御 シ ス テ ム ） 及 び 重 要 な 計 装 機 器 は 無 停 電 電 源 と し 、

停 電 し た 場 合 で も 一 定 時 間 の プ ロ セ ス 監 視 お よ び 安 全 方 向 の 自 動 操 作 を 可 能

と す る 。  

④ D C S の 主 要 部 は 二 重 化 構 成 と し 、 稼 働 中 の 主 機 C P U が 故 障 し た 場 合 で も 、

従 機 C P U で 安 全 な 状 態 で 継 続 運 転 を 可 能 と す る 。  

⑤ 計 装 空 気 用 タ ン ク を 設 置 す る こ と で 、 空 気 圧 縮 機 の 故 障 等 が 発 生 し た 場 合 の 一

時 的 空 気 動 作 源 は 確 保 し 、 非 常 停 止 な ど 安 全 方 向 動 作 を 可 能 と す る 。  

⑥ 調 節 弁 は 異 常 時 に 安 全 方 向 へ 動 作 さ せ る 。  

 

施 設 の 整 備 に 関 し て は 、 安 全 運 転 が 履 行 で き る た め の 措 置 （ 動 線 ・ 通 行 ・ メ ン テ ナ ン

ス 等 に 関 し て 支 障 が で な い 計 画 ） に つ い て 十 分 検 討 し ま す 。  

安 全 対 策 に 係 る 主 な 法 令 及 び 通 知 は 表 1 3 - 1 2 の と お り で す 。  

 

表 1 3 - 1 2  安 全 対 策 に 関 す る 法 令 ・ 通 知  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 労働安全衛生法

② 労働安全衛生法施行令

③ 労働安全衛生規則

④ 廃棄物処理事業における労働安全衛生対策の充実について

⑤ 廃棄物処理事業における労働安全衛生対策の強化について

⑥ 清掃事業における労働災害の防止について

⑦ 同上別添えとして改正後の「清掃事業における安全衛生管理要綱」

⑧ 廃棄物処理事業における爆発防止対策の徹底について

⑨ 消防法

⑩ 電気用品安全法

法令・通知
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 ２ ） 作 業 環 境 対 策  

労 働 安 全 衛 生 法 そ の 他 関 係 法 令 や 「 ご み 処 理 施 設 整 備 の 計 画 ・ 設 計 要 領

（ 2 0 1 7  改 訂 版 （ 社 ） 全 国 都 市 清 掃 会 議 ） 」 （ 以 下 、 「 計 画 ・ 設 計 要 領 」 と い い ま

す 。 ） 等 の 技 術 基 準 に 示 さ れ る 安 全 対 策 に 基 づ き 実 施 し ま す 。 汚 水 や 粉 じ ん の 多 い 場

所 に は 散 水 設 備 、 排 水 設 備 並 び に う が い 及 び 手 洗 い 場 を 設 け ま す 。  

 

３ ） 車 両 通 行 対 策   

原 則 と し て 、 搬 入 出 車 両 と そ の 他 車 両 の 動 線 が 交 差 し な い よ う に 配 慮 し 、 交 差 す る

場 合 は 標 識 等 に よ る 安 全 対 策 を 実 施 し ま す 。  

 

４ ） 安 全 対 策   

設 備 ・ 装 置 の 配 置 、 据 付 け 、 建 設 は 、 労 働 安 全 衛 生 法 令 及 び 「 計 画 ・ 設 計 要 領 」 に

示 さ れ る 安 全 対 策 に 定 め る と こ ろ に よ る と と も に 、 運 転 、 作 業 、 保 守 点 検 に 必 要 な 歩 廊 、

階 段 、 手 す り 、 防 護 柵 等 を 設 置 し ま す 。  

ま た 、 労 働 安 全 衛 生 法 等 に よ る 安 全 標 識 と 電 気 事 業 法 に よ る 標 識 を 設 置 し ま す 。  
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第 １ ４ 章  土 木 建 築 計 画  

 

 １ ． 土 木 計 画  

１ ） 基 本 的 な 考 え 方  

① 新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 建 設 候 補 地 及 び 周 辺 環 境 に 留 意 し た 土 木 計 画 と し ま す 。  

② 建 設 候 補 地 は 、 平 坦 な 雑 種 地 で あ り 、 大 規 模 な 造 成 工 事 を す る 必 要 は あ り ま

せ ん の で 、 各 種 法 令 等 に 基 づ い て 整 備 を 行 い ま す 。  

 

２ ） 外 構 計 画  

外 構 施 設 に つ い て は 、 建 設 候 補 地 の 地 形 、 地 質 及 び 周 辺 環 境 と の 調 和 を 考 慮 し た

合 理 的 な 設 備 と し 、 施 工 や 維 持 管 理 の 容 易 さ 、 経 済 性 等 を 考 慮 し た 計 画 と し ま す 。  

（ １ ） 構 内 道 路  

① 構 内 道 路 に つ い て は 、 事 業 実 施 に 必 要 と な る サ イ ズ の コ ン テ ナ 車 が 通 行 可 能 な

幅 員 を 有 す る 周 回 道 路 を 計 画 し ま す 。  

② 計 量 機 に は 、 搬 入 用 ・ 搬 出 用 と も バ イ パ ス レ ー ン を 設 け 、 計 量 が 不 要 な 車 両 が

円 滑 に 入 退 場 で き る よ う 計 画 し ま す 。  

③ 構 造 に つ い て は 十 分 な 強 度 と 耐 久 性 を 持 つ 計 画 と し ま す 。  

④ 効 率 的 な 動 線 計 画 と し 、 必 要 箇 所 に 白 線 、 道 路 標 識 を 設 け 、 構 内 の 交 通 安 全

を 図 り ま す 。  

⑤ 構 内 道 路 等 の 設 計 は 、 構 内 舗 装 ・ 排 水 設 計 基 準 （ 国 土 交 通 省 大 臣 官 房 官

庁 営 繕 部 建 築 課 ） に よ る も の と し 、 舗 装 工 は 事 前 に Ｃ Ｂ Ｒ 試 験 を 行 い 、 そ の

結 果 に 基 づ い て 仕 様 を 決 定 し ま す 。  

  

（ 2 ） 駐 車 場  

駐 車 場 に つ い て は 、 施 設 運 営 用 と 来 客 用 に 必 要 な 台 数 を 確 保 し ま す 。  

 

（ ３ ） 雨 水 排 水  

① 敷 地 内 に は 雨 水 排 水 用 の 水 路 を 設 置 し 、 場 外 に 排 水 （ 放 流 ） し ま す 。  

② 排 水 設 備 は 効 率 的 な 排 水 排 除 が 可 能 と な る 排 水 系 統 ・ ル ー ト 並 び に 排 水 形

式 ・ 構 造 断 面 と し 、 排 水 形 式 ・ 構 造 断 面 は 、 基 準 に 適 合 し た も の と し ま す 。  

③ 周 辺 の 雨 水 を 一 時 的 に 貯 留 す る 防 災 調 整 池 を 設 け ま す 。 詳 細 に つ い て は 、 今

後 、 関 係 機 関 と の 協 議 で 決 定 し ま す 。  

 

（ ４ ） 門 ・ 囲 障  

敷 地 境 界 に フ ェ ン ス を 設 け る と と も に 、 高 低 差 が あ る 箇 所 に ガ ー ド レ ー ル 等 を 設 け ま

す 。  
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（ ５ ） 緑 地 計 画  

① 「 な ら ・ ま ほ ろ ば 景 観 ま ち づ く り 条 例 」 に 基 づ い て 、 植 栽 等 を す る 場 合 に あ っ て は 、

将 来 に お い て 高 木 、 中 木 、 低 木 、 地 被 植 物 等 が 一 体 と な っ て 良 好 な 環 境 を 形

成 す る も の と し ま す 。  

② 接 道 緑 化 は 、 特 に 緑 視 効 果 （ 目 の 疲 労 を 回 復 す る 効 果 ） を 高 め る 配 植 を 行 い

ま す 。  

 

 ２ ． 建 築 計 画  

１ ） 基 本 的 な 考 え 方  

① 防 災 拠 点 と し て の 利 用 を 想 定 し 、 防 災 機 能 に 配 慮 し た 建 築 計 画 と し ま す 。  

② 設 備 の 規 模 、 形 式 、 周 辺 環 境 等 を 考 慮 し 、 建 屋 外 観 は 明 る く 清 潔 な イ メ ー ジ 、

機 能 的 な レ イ ア ウ ト 、 よ り 安 全 快 適 な 室 内 環 境 、 構 造 的 耐 久 性 に 留 意 し 、 デ ザ

イ ン 及 び 機 能 の バ ラ ン ス を 保 っ た 合 理 的 な も の と し ま す 。  

③ 施 設 外 部 の デ ザ イ ン は 、 地 域 に 親 し ま れ る も の と し 、 周 辺 の 景 観 と の 調 和 を 図 り

ま す 。  

④ 施 設 内 部 の デ ザ イ ン に お い て も 外 観 を 含 め た 施 設 デ ザ イ ン と 調 和 を 図 っ た も の と

し ま す 。  

⑤ 防 犯 面 に も 留 意 し 、 機 械 警 備 等 の 導 入 を 検 討 し ま す 。  

⑥ 日 常 点 検 や 整 備 動 線 や ス ペ ー ス 等 に 配 慮 し 、 作 業 の 効 率 化 や 緊 急 時 対 応 の 迅

速 化 に つ い て 計 画 し ま す 。  

⑦ 見 学 者 動 線 は 、 主 要 設 備 を 安 全 か つ 快 適 に 見 学 で き る よ う に 配 慮 し ま す 。  

⑧ 国 土 交 通 大 臣 官 房 庁 営 繕 部 公 共 建 築 工 事 標 準 仕 様 書 、 日 本 建 築 学 会 規 定 、

奈 良 県 標 準 仕 様 書 等 の 関 係 法 令 ・ 基 準 ・ 規 則 等 を 準 拠 し ま す 。  

 

2 ） 平 面 ・ 断 面 計 画  

① 処 理 設 備 を 収 納 す る 各 室 は 第 1 3 章 に 示 す 処 理 フ ロ ー に 沿 っ て 設 け ま す 。  

② 各 処 理 室 は そ れ ぞ れ 機 能 的 な 配 置 と し ま す 。  

③ 各 運 転 操 作 室 （ 中 央 制 御 室 、 ク レ ー ン 運 転 室 等 ） の 他 、 職 員 の た め の 諸 室

（ 事 務 室 、 休 憩 室 、 湯 沸 し 室 、 ト イ レ 等 ） 、 見 学 者 用 ス ペ ー ス 、 空 調 換 気 の た

め の 機 械 室 、 防 臭 区 画 と し て の 前 室 そ の 他 を 有 効 に 配 置 し ま す 。  

④ 諸 室 等 は 、 平 面 的 に 考 え る だ け で な く 、 配 管 、 配 線 、 ダ ク ト 類 を 通 す ス ペ ー ス や

機 器 の 保 守 点 検 に 必 要 な 空 間 を 含 め 、 立 体 的 な 捉 え 方 で そ の 配 置 を 決 定 し ま

す 。  

⑤ 施 設 全 体 の 運 営 管 理 や 見 学 そ の 他 を 目 的 と し た 来 訪 者 対 応 、 本 市 の 事 務 又 は

事 業 の 用 に 供 す る ス ペ ー ス の 併 設 を 予 定 し て い ま す 。  

⑥ 内 部 動 線 に つ い て は 、 施 設 運 営 上 の 動 線 と 来 訪 者 と の 動 線 に 配 慮 し ま す 。  
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⑦ 管 理 棟 は 運 転 ・ 維 持 管 理 、 日 常 動 線 、 職 員 の 居 住 性 、 見 学 者 へ の 対 応 等 を

考 慮 し て 配 置 し ま す 。  

⑧ 計 量 設 備 は 屋 根 で 覆 う と と も に 管 理 用 に 計 量 棟 を 計 画 し ま す 。  

⑨ 洗 車 設 備 を 設 置 す る 場 合 は 収 集 車 両 が 複 数 台 同 時 に 洗 車 す る こ と が 可 能 な 設

備 を 備 え 、 屋 根 及 び 壁 の あ る も の と し ま す 。  

 

3 ） 構 造 計 画  

（ １ ） 基 本 方 針  

① 第 1 2 章 防 災 計 画 に 基 づ い て 、 十 分 な 強 度 を 有 す る 構 造 と し ま す 。  

② 騒 音 ・ 振 動 対 策 を 考 慮 し た 対 策 を 行 い ま す 。  

 

（ ２ ） 基 礎 構 造  

① 建 設 候 補 地 の 地 盤 状 況 及 び 設 計 荷 重 を 考 慮 し た 基 礎 構 造 と し ま す 。  

② 必 要 に 応 じ て 杭 基 礎 の 検 討 を 行 い ま す 。  

 

（ ３ ） 躯 体 構 造  

① 構 造 は 、 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 及 び 鉄 骨 造 と し ま す 。  

② 荷 重 の 大 き な 機 器 の 支 持 に つ い て は 、 十 分 な 強 度 ・ 剛 性 を 保 持 し ま す 。  

③ 破 砕 機 室 等 、 爆 発 の 恐 れ が あ る 居 室 は 強 度 ・ 剛 性 を 兼 ね 備 え た 構 造 と し ま す 。  

④ 架 構 は 、 強 度 ・ 剛 性 を 保 持 す る と と も に 軽 量 化 に 努 め ま す 。  

 

（ ４ ） 一 般 構 造  

① 屋 根 は 軽 量 化 ・ 気 密 性 の 確 保 に 留 意 し ま す 。  

② 屋 根 は 採 光 に 配 慮 し 、 換 気 装 置 を 設 け ま す 。  

 

（ ５ ） 壁 構 造  

① 構 造 耐 力 上 重 要 な 部 分 や 防 音 上 必 要 な 区 画 に つ い て は 、 鉄 筋 コ ン ク リ ー ト 造 を

基 本 と し ま す 。  

② プ ラ ッ ト ホ ー ム や ご み ピ ッ ト は 気 密 性 を 確 保 し 悪 臭 の 漏 洩 を 防 止 し ま す 。  

③ 各 居 室 に つ い て は 、 要 求 性 能 や 用 途 （ 防 火 ・ 防 臭 ・ 防 音 ・ 耐 震 ・ 防 煙 等 ） に

適 し た 区 画 と し 、 材 料 や 材 質 を 選 択 し ま す 。  

 

（ ６ ） 建 具  

① 外 部 に 面 す る 建 具 は 、 激 し い 降 雨 や 風 圧 に 耐 え ら れ る も の と し ま す 。  

② ガ ラ ス は 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 や 結 露 対 策 を 施 し ま す 。  

③ 防 臭 ・ 防 音 が 必 要 な 扉 は エ ア タ イ ト 型 と し ま す 。  
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④ 防 音 扉 は 内 部 に 吸 音 材 を 充 填 し 、 遮 音 性 能 が 十 分 に あ る ハ ン ド ル と し ま す 。  

⑤ 浸 水 が 想 定 さ れ る 個 所 に つ い て は 、 防 水 扉 等 の 設 置 を 検 討 し ま す 。  

 

（ ７ ） 仕 上  

① 外 部 仕 上 は 、 建 設 候 補 地 や 周 辺 環 境 に 配 慮 し ま す 。  

② 耐 久 耐 候 性 に 優 れ 、 清 潔 感 の あ る 材 料 を 使 用 し ま す 。  

③ 日 常 作 業 の 内 容 に 応 じ た 内 部 仕 上 計 画 と し ま す 。  

④ 揮 発 性 有 機 化 合 物 の 含 有 し て い な い 建 材 を 使 用 し 、 シ ッ ク ハ ウ ス 症 候 群 に 配 慮

し た 建 材 規 格 （ エ フ フ ォ ー ス タ ー 等 ） と し ま す 。  

 

４ ） 建 築 設 備  

（ １ ） 建 築 機 械 設 備  

建 築 機 械 設 備 は 、 給 排 水 衛 生 設 備 、 空 気 調 和 設 備 、 換 気 設 備 、 エ レ ベ ー タ 設 備 、

消 火 設 備 等 か ら 構 成 さ れ 、 こ れ ら の 設 備 は 施 設 の 規 模 等 に 見 合 っ た 安 全 か つ 経 済

的 で あ り 、 維 持 管 理 の 容 易 な も の と し ま す 。  

表 1 4 - 1 に 建 築 機 械 設 備 の 計 画 方 針 を 示 し ま す 。  

 

表 1 4 - １  建 築 機 械 設 備  

 

  

設　備 計画方針

給排水衛生設備

配管等については、維持管理及び更新の容易性、耐震性を考慮して設置する
また、見学者を受け入れるため、その集中度を考慮して便器数や型式を検討す
るとともに、必要箇所に多目的トイレを設置する
これらの衛生器具については、原則として省エネタイプのものを採用する

空気調和設備
空気調和設備は、局所型とするとともに、設備費・維持管理費の観点から電気
式を基本とする

換気設備
事務室・会議室等においては、高効率の全熱交換器の導入を検討し、その他の
部屋においては、風向・風速・温度を考慮して、空気の滞留場所がないように
自然換気を計画する

エレベータ設備
メンテナンス用（人荷物用）と乗用のエレベータ設備を設置するものとし、車
椅子対応、停電時の自動着床装置付き、地震及び火災管制運転付きとする

消火設備

消火栓、自動火災報知機等の消火設備については、所轄消防署と十分協議して
適切なものを設置する
特に、自動火災報知機については、運転員が常駐している中央制御室に主受信
機を必要箇所に副受信機をそれぞれ設置する
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（ 2 ） 建 築 電 気 設 備  

建 築 電 気 設 備 は 、 動 力 設 備 、 照 明 設 備 、 通 信 設 備 、 避 雷 設 備 等 か ら 構 成 さ れ 、

こ れ ら の 設 備 は 施 設 の 規 模 等 に 見 合 っ た 安 全 か つ 経 済 的 で あ り 、 維 持 管 理 の 容 易 な

も の と し ま す 。  

表 1 4 - 2 に 建 築 電 気 設 備 の 計 画 方 針 を 示 し ま す 。  

 

表 1 4 - ２  建 築 電 気 設 備  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ ． 施 設 の 外 観 ・ 意 匠  

１ ） 基 本 的 な 考 え 方  

   地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー に つ い て は 、 周 辺 の 景 観 と 調 和 し た 外 観 ・ 意 匠 と す る た め 、 煙

突 は 建 物 と 一 体 構 造 と し ま す 。 煙 突 高 さ は 排 ガ ス の 拡 散 を 考 慮 し た う え で 最 大 5 0 m と し 、

建 物 の 高 さ に つ い て も 同 様 に 約 5 0 m と す る こ と で 、 建 物 内 に 煙 突 を 収 納 し た デ ザ イ ン と し

ま す 。 ま た 、 低 層 階 の 屋 上 を 広 場 と し て 開 放 す る な ど 、 市 民 の 方 が イ ベ ン ト 等 で 利 用 で き る

空 間 と し ま す 。  

リ サ イ ク ル セ ン タ ー に つ い て も 、 周 辺 の 景 観 と 調 和 し た 外 観 ・ 意 匠 と し 、 建 物 の 高 さ に つ

い て は 約 2 0 m と し ま す 。  

  

設　備 計画方針

動力設備
動力設備は、中央制御室と現場（プラントの運転エリア）の両方で操作及び監
視が行えるようにする

照明設備
照明設備は、エネルギーの効率化を図るため、できる限り LED機器や自動調光
制御等を採用する。また、一部太陽光発電設備の設置など自然エネルギー利用
を積極的に図る（事務所機能部分程度）

通信設備 構内電話設備、放送設備等を設置する

避雷設備 関係法令等に規定する場所に避雷設備を設置する
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第 １ ５ 章  施 設 全 体 配 置 計 画  

 

 １ ． 施 設 配 置 計 画  

施 設 配 置 に つ い て は 、 建 設 候 補 地 で あ る 七 条 地 区 の 歴 史 あ る 景 観 や 歴 史 と 次 世 代 の

人 々 の 未 来 が 交 差 す る よ う な 拠 点 の 設 置 を 目 指 す と と も に 、 廃 棄 物 の 処 理 と 再 生 エ ネ ル

ギ ー の 創 出 機 能 だ け で は な く 、 人 々 の 交 流 や 資 源 循 環 を 体 験 で き る 場 と し て 整 備 を 行 い ま

す 。  

各 施 設 ・ 拠 点 を 訪 れ る 人 々 の 利 便 性 向 上 の た め に 適 切 な 駐 車 場 の 配 置 や 、 自 然 な 風

景 を 思 わ せ る 緑 の 配 置 に も 努 め ま す 。  

図 1 5 - 1 に 新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 施 設 全 体 配 置 計 画 図 （ 案 ） を 示 し ま す 。  

 

図 1 5 - 1  新 ク リ ー ン セ ン タ ー 施 設 全 体 配 置 計 画 図 （ 案 ）  
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 ２ ． 動 線 計 画  

施 設 全 体 配 置 計 画 に 基 づ く 動 線 計 画 図 を 図 1 5 - 2 に 示 し ま す 。  

 

１ ） 搬 出 入 車 両  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー へ の 一 般 持 ち 込 み を 含 む 搬 入 出 車 両 は 、 敷 地 東 側 か ら 進 入 し 、 計

量 を 経 た 後 に そ れ ぞ れ の 施 設 へ ご み の 搬 入 を 行 い ま す 。  

搬 入 出 車 両 は 基 本 的 に ワ ン ウ ェ イ ル ー ト と し て 、 場 内 の 車 両 輻 輳 を 防 ぎ ま す 。 ま た 、 市

道 へ の 車 両 滞 留 が 発 生 し な い よ う に 、 混 雑 時 に は 駐 車 場 で の 一 時 利 用 も 検 討 し ま す 。  

搬 出 車 両 も 搬 入 と 同 様 に 敷 地 東 側 か ら 市 道 へ 退 出 し ま す 。  

 

 ２ ） 地 域 振 興 施 設 の 利 用 車 両  

  地 域 振 興 施 設 の 利 用 者 は 、 新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 搬 出 入 車 両 と 動 線 を 区 別 し ま す 。 詳 細

に つ い て は 今 後 検 討 し て い き ま す 。  

図 1 5 - 2  動 線 計 画 図 （ 案 ）  
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第 １ ６ 章  概 算 事 業 費 及 び 事 業 財 源  

 

 １ ． 概 算 事 業 費  

  １ ） 整 備 費  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー 建 設 に 係 る 費 用 は 、 事 業 者 か ら の ア ン ケ ー ト 結 果 か ら 約 4 5 0 億

円 （ 税 込 み ） を 見 込 ん で い ま す 。  

 

表 1 ６ - １  概 算 整 備 費  

区 分  事 業 費  

土 木 ・ 建 築 工 事  1 4 0  

プ ラ ン ト 設 備 工 事  2 5 0  

諸 経 費  6 0  

合 計  4 5 0  

                    （ 単 位 ： 億 円 、 税 込 ）  

 

    こ の 費 用 は 現 時 点 で の 概 算 で あ り 、 今 後 詳 細 な 検 討 を 重 ね る こ と で 変 更 と な る 場 合

が 見 込 ま れ ま す 。 ま た 、 以 下 の 費 用 に つ い て は 、 詳 細 が 確 定 し て い な い こ と か ら 、 現 在 は

事 業 費 に 見 込 ん で い ま せ ん 。  

① 施 設 建 設 に 伴 う 土 地 取 得 費 用  

② 建 設 候 補 地 の 測 量 及 び 地 質 調 査 等 の 費 用  

③ 調 査 結 果 に 基 づ き 必 要 と な る 付 帯 工 事 （ 道 路 整 備 等 ） 費 用  

 

２ ） 運 営 管 理 費  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 運 営 管 理 に 係 る 費 用 は 、 事 業 者 か ら の ア ン ケ ー ト 結 果 か ら 約

1 4 億 円 （ 税 込 み ） を 見 込 ん で い ま す 。  

ま た 、 運 営 管 理 費 に は 発 電 に よ り 得 ら れ た 電 力 の 売 電 収 益 は 含 ま れ て い な い こ と か ら 、

別 途 売 電 収 益 を 見 込 む こ と が で き ま す 。  

 

表 1 ６ - ２  概 算 運 営 管 理 費  

区 分  事 業 費  

人 件 費  5 . 9  

用 役 費  1 . 3  

維 持 管 理 費  6 . 8  

合 計  1 4 . 0  

                        （ 単 位 ： 億 円 、 税 込 ）  
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３ ） 概 算 事 業 費 の 見 直 し  

整 備 費 ・ 運 営 管 理 費 な ど の 概 算 事 業 費 に つ い て は 、 事 業 方 式 の 決 定 、 地 域 振 興 施

設 整 備 等 の 内 容 に 応 じ て 、 随 時 見 直 し を 図 っ て い き ま す 。  

 

 ２ ． 事 業 財 源  

１ ） 交 付 金  

（ １ ） 活 用 予 定 の 交 付 金  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー 整 備 に 際 し て は 、 環 境 省 の 「 循 環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金 」 の

活 用 を 計 画 し て い ま す 。  

 

（ ２ ） 交 付 金 制 度 の 概 要  

① 循 環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金  

市 町 村 が 循 環 型 社 会 形 成 の 推 進 に 必 要 な 廃 棄 物 処 理 施 設 の 整 備 事 業 等 を

実 施 す る た め に 、 循 環 型 社 会 形 成 推 進 基 本 法 に 規 定 す る 循 環 型 社 会 形 成 推 進

基 本 計 画 を 踏 ま え る と と も に 、 廃 棄 物 の 処 理 及 び 清 掃 に 関 す る 法 律 に 規 定 す る 廃

棄 物 処 理 施 設 整 備 計 画 と の 調 和 を 保 つ よ う 努 め 、 循 環 型 社 会 形 成 推 進 地 域 計

画 に 基 づ く 事 業 等 の 実 施 に 要 す る 経 費 に 充 て る た め 、 こ の 要 綱 に 定 め る と こ ろ に 従

い 国 が 交 付 す る 交 付 金 を い い ま す 。  

 

同 制 度 に お け る 交 付 対 象 の 施 設 は 表 1 6 - ３ に 示 す と お り で す 。 こ の う ち 新 ク リ ー

ン セ ン タ ー は 、 「 エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設 （ 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー ） 」

と 「 マ テ リ ア ル リ サ イ ク ル 推 進 施 設 （ リ サ イ ク ル セ ン タ ー ） 」 に な り ま す 。  
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表 1 6 - ３  循 環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金 の 対 象 事 業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

交付対象事業 交付限度額を算出する場合の要件

１．マテリアルリサイクル推進施設 施設の新設、増設に要する費用

２．エネルギー回収型廃棄物処理施設 同上

３．エネルギー回収推進施設 同上

　（平成25年以前に着手し、平成26年以降に継続して

　　実施する場合又は当該施設に係る第18項の事業を

　　平成25年度に実施している場合に限る。）

４．廃棄物運搬中継施設 同上

５．有機性廃棄物リサイクル推進施設 同上

６．最終処分場（可燃性廃棄物の直接埋立施設を除く。） 同上

７．最終処分場再生事業 事業に要する費用

８．廃棄物処理施設の基幹的設備改良事業（交付率1/3） 同上

９．廃棄物処理施設の基幹的設備改良事業（交付率1/2） 同上

　（し尿処理施設に限る。）

10．漂流漂着ごみ処理施設 施設の新設、増設に要する費用

11．コミュニティ・プラント 同上

12．浄化槽設置整備事業 事業に要する費用

　（少人数高齢世帯の維持管理負担軽減事業を除く。）

13．公共浄化槽等整備推進事業 同上

14．廃棄物処理施設基幹的設備改造（沖縄県のみ交付対象） 設置後原則として7年以上経過した機械及び装置等で

老朽化その他やむを得ない事由により損傷又はその

機能が低下したものについて、原則として当初に計画

した能力にまで回復させる改造に係る事業に要する費用

15．可燃性廃棄物直接埋立施設 施設の新設、増設に要する費用

　（沖縄県、離島地域、奄美群島のみ交付対象）

16．焼却施設 同上

　（熱回収を行わない施設に限る ｡沖縄県 ､離島地域 ､奄美

　　群島のみ交付対象）

17．施設整備に関する計画支援事業 廃棄物処理施設整備事業実施のために必要な調査、計画

測量、設計、試験及び周辺環境調査等に要する費用

　出典：循環型社会形成推進交付金交付要綱
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（ ３ ） 交 付 率  

循 環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金 の 交 付 率 は 表 1 6 - ４ に 示 す と お り で す 。  

 

表 1 6 - ４  各 施 設 の 交 付 率  

施 設  交 付 率  

地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー  １ ／ ２ （ 一 部 ） 、 １ ／ ３  

リ サ イ ク ル セ ン タ ー  １ ／ ３  

 

エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設 （ 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー ） （ 交 付 率 1 / 2

（ 一 部 ） ） の 交 付 要 件 は 以 下 に 示 す と お り と な り ま す 。  

 

■ エ ネ ル ギ ー 回 収 率 2 0 . 5 ％ 相 当 以 上 で あ る こ と 。  

■ 整 備 す る 施 設 に 関 し て 災 害 廃 棄 物 対 策 指 針 を 踏 ま え て 地 域 に お け る 災 害 廃 棄

物 処 理 計 画 を 策 定 し て 災 害 廃 棄 物 の 受 け 入 れ に 必 要 な 設 備 を 備 え る こ と 。  

■ 二 酸 化 炭 素 排 出 量 が 「 事 業 活 動 に 伴 う 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 抑 制 等 及 び 日 常

生 活 に お け る 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 抑 制 へ の 寄 与 に 係 る 事 業 者 が 講 ず べ き 措 置

に 関 し て 、 そ の 適 切 か つ 有 効 な 実 施 を 図 る た め に 必 要 な 指 針 」 に 定 め る 一 般 廃

棄 物 焼 却 施 設 に お け る 一 般 廃 棄 物 処 理 量 当 た り の 二 酸 化 炭 素 排 出 量 の 目 安

に 適 合 す る よ う 努 め る こ と 。  

■ 施 設 の 長 寿 命 化 の た め の 施 設 保 全 計 画 を 策 定 す る こ と 。  

※ 「 エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 マ ニ ュ ア ル 」 に 適 合 す る も の  

 

 

 

 

 

  

 



- 81 - 

 

（ ４ ） 交 付 対 象 設 備  

｢ 循 環 型 社 会 形 成 推 進 交 付 金 交 付 取 扱 要 領 ｣ に 記 載 さ れ て い る エ ネ ル ギ ー 回 収 型

廃 棄 物 処 理 施 設 （ 地 域 エ ネ ル ギ ー セ ン タ ー ） 及 び マ テ リ ア ル リ サ イ ク ル 推 進 施 設 （ リ

サ イ ク ル セ ン タ ー ） に お い て 交 付 対 象 と な る 設 備 は 以 下 の と お り で す 。  

 

 

ア ． 本 事 業 の 交 付 対 象 設 備 は 、 次 に 掲 げ る も の で あ る こ と 。  

① 受 入 ・ 供 給 設 備 （ 搬 入 ・ 退 出 路 を 除 く 。 ）  

② 前 処 理 設 備  

③ 固 形 燃 料 化 設 備 ・ メ タ ン 等 発 酵 設 備 ・ そ の 他 ご み の 燃 料 化 に 必 要 な 設 備  

④ 燃 焼 設 備 ・ 乾 燥 設 備 ・ 焼 却 残 さ 溶 融 設 備 ・ そ の 他 ご み の 焼 却 に 必 要 な 設 備  

⑤ 燃 焼 ガ ス 冷 却 設 備  

⑥ 排 ガ ス 処 理 設 備 （ 湿 式 法 の 設 備 を 除 く 。 ）  

⑦ 余 熱 利 用 設 備 ・ エ ネ ル ギ ー 回 収 設 備 （ 発 生 ガ ス 等 の 利 用 設 備 を 含 む 。 ）  

⑧ 通 風 設 備  

⑨ 灰 出 し 設 備 （ 灰 固 形 化 設 備 を 含 む 。 ）  

⑩ 残 さ 物 等 処 理 設 備 （ 資 源 化 設 備 を 含 む 。 ）  

⑪ 搬 出 設 備  

⑫ 排 水 処 理 設 備 （ 湿 式 法 に よ る 排 ガ ス 処 理 設 備 か ら の 排 水 処 理 に 係 る 部 分 を

除 く 。 ）  

⑬ 換 気 、 除 じ ん 、 脱 臭 等 に 必 要 な 設 備  

⑭ 冷 却 、 加 温 、 洗 浄 、 放 流 等 に 必 要 な 設 備  

⑮ 薬 剤 、 水 、 燃 料 の 保 管 の た め の 設 備  

⑯ 消 火 設 備 そ の 他 火 災 防 止 に 必 要 な 設 備  

⑰ 前 各 号 の 設 備 の 設 置 に 必 要 な 電 気 、 ガ ス 、 水 道 等 の 設 備  

⑱ 前 各 号 の 設 備 と 同 等 の 性 能 を 発 揮 す る も の で 前 各 号 の 設 備 に 代 替 し て 設 置 し 使 用

さ れ る 備 品  

（ た だ し 、 前 各 号 の 設 備 を 設 置 し 使 用 す る 場 合 と 費 用 対 効 果 が 同 等 以 上 で あ る も の

に 限 る 。 ）  

⑲ 前 各 号 の 設 備 の 設 置 に 必 要 な 建 築 物  

⑳ 搬 入 車 両 に 係 る 洗 車 設 備  

㉑ 電 気 、 ガ ス 、 水 道 等 の 引 込 み に 必 要 な 設 備  

㉒ 前 各 号 の 設 備 の 設 置 に 必 要 な 擁 壁 、 護 岸 、 防 潮 壁 等  

イ ． 本 事 業 の 交 付 対 象 と な ら な い 建 築 物 等 の 設 備 は 、 ア ． ⑲ の 建 築 物 の う ち 、 ⑪ 、

⑫ 、 ⑭ 及 び ⑰ の 設 備 に 係 る も の （ こ れ ら の 設 備 の た め の 基 礎 及 び 杭 の 工 事 に 係 る 部

分 を 除 く 。 ） 。  

 

 

 

 

 

 

エ ネ ル ギ ー 回 収 型 廃 棄 物 処 理 施 設  
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ア ． 本 事 業 の 交 付 対 象 設 備 は 、 次 に 掲 げ る も の で あ る こ と 。  

① 受 入 ・ 供 給 設 備 （ 搬 入 ・ 退 出 路 を 除 く 。 ）  

② 破 砕 ・ 破 袋 設 備  

③ 圧 縮 設 備  

④ 選 別 設 備 ・ 梱 包 設 備 ・ そ の 他 ご み の 資 源 化 の た め の 設 備  

⑤ 中 古 品 ・ 不 用 品 の 再 生 を 行 う た め の 設 備  

⑥ 再 生 利 用 に 必 要 な 保 管 の た め の 設 備  

⑦ 再 生 利 用 に 必 要 な 展 示 、 交 換 の た め の 設 備  

⑧ 分 別 収 集 回 収 拠 点 の 整 備  

⑨ 電 動 ご み 収 集 車 及 び 分 別 ご み 収 集 車 の 整 備  

⑩ そ の 他 、 地 域 の 実 情 に 応 じ て 、 容 器 包 装 リ サ イ ク ル の 推 進 に 資 す る 施 設 等 の 整 備  

⑪ 灰 溶 融 設 備 ・ そ の 他 焼 却 残 さ 処 理 及 び 破 砕 残 さ 溶 融 に 必 要 な 設 備  

⑫ 燃 焼 ガ ス 冷 却 設 備  

⑬ 排 ガ ス 処 理 設 備  

⑭ 余 熱 利 用 設 備 （ 発 生 ガ ス 等 の 利 用 設 備 を 含 む 。 ）  

⑮ 通 風 設 備  

⑯ ス ラ グ ・ メ タ ル ・ 残 さ 物 等 処 理 設 備 （ 資 源 化 、 溶 融 飛 灰 処 理 設 備 を 含 む 。 ）  

⑰ 搬 出 設 備  

⑱ 排 水 処 理 設 備  

⑲ 換 気 、 除 じ ん 、 脱 臭 等 に 必 要 な 設 備  

⑳ 冷 却 、 加 温 、 洗 浄 、 放 流 等 に 必 要 な 設 備  

㉑ 消 火 設 備 そ の 他 火 災 防 止 に 必 要 な 設 備  

㉒ 前 各 号 の 設 備 の 設 置 に 必 要 な 電 気 、 ガ ス 、 水 道 等 の 設 備  

㉓ 前 各 号 の 設 備 と 同 等 の 性 能 を 発 揮 す る も の で 前 各 号 の 設 備 に 代 替 し て 設 置 し 使 用

さ れ る 備 品  

（ た だ し 、 前 各 号 の 設 備 を 設 置 し 使 用 す る 場 合 と 費 用 対 効 果 が 同 等 以 上 で あ る も の

に 限 る 。 ）  

㉔ 前 各 号 の 設 備 の 設 置 に 必 要 な 建 築 物  

㉕ 管 理 棟  

㉖ 構 内 道 路  

㉗ 構 内 排 水 設 備  

㉘ 搬 入 車 両 に 係 る 洗 車 設 備  

㉙ 構 内 照 明 設 備  

㉚ 門 、 囲 障  

㉛ 搬 入 道 路 そ の 他 ご み 搬 入 に 必 要 な 設 備  

㉜ 電 気 、 ガ ス 、 水 道 等 の 引 込 み に 必 要 な 設 備  

㉝ 前 各 号 の 設 備 の 設 置 に 必 要 な 植 樹 、 芝 張 、 擁 壁 、 護 岸 、 防 潮 壁 等  

イ ． ア の ⑧ 、 ⑨ 、 ⑩ の 各 設 備 を 整 備 す る 場 合 は 、 複 数 を 互 い に 組 み 合 わ せ る も の で あ る

こ と 。  

 

 

マ テ リ ア ル リ サ イ ク ル 推 進 施 設  
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２ ） 地 方 債  

ご み 処 理 事 業 に お け る 起 債 制 度 と し て 最 も 一 般 的 に 使 用 さ れ て い る 「 一 般 廃 棄 物 処

理 事 業 債 」 に つ い て の 概 要 を 表 1 6 - ５ に 示 し ま す 。  

な お 、 一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 の 建 設 に つ い て は 、 処 理 施 設 だ け で な く 、 管 理 施 設 及 び

付 属 施 設 に も 適 用 で き る 起 債 と な っ て い ま す 。  

 

表 1 6 - ５  一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債 の 概 要  

制 度 概 要  

廃 棄 物 の 処 理 及 び 清 掃 に 関 す る 法 律 第 ８ 条 に 規 定 す る 一 般 廃 棄

物 処 理 施 設 の う ち 地 方 公 共 団 体 が 行 う 施 設 整 備 事 業 に 対 す る も

の を 対 象 と し て い ま す 。  

対 象 範 囲  
１  し 尿 処 理 施 設 整 備 事 業 … 処 理 施 設 、 管 理 施 設 及 び 付 属 施 設 等  

２  ご み 処 理 施 設 整 備 事 業 … 処 理 施 設 、 管 理 施 設 及 び 付 属 施 設 等  

起 債 対 象  

比 率  

（ 単 位 ： ％ ）  

 充 当 率  元 利 償 還 交 付 税 措 置  

通 常  財 対  計  通 常  財 対  

交 付 対 象  7 5  1 5  9 0  5 0  5 0  

単 独  
 
う ち 重 点 化 等 事 業  

7 5  －  7 5  3 0  －  

7 5  1 5  9 0  5 0  5 0  

用 地 関 係  1 0 0  －  

重 点 化 等 事 業 と は 、 事 業 全 体 を 単 独 事 業 で 実 施 す る 事 業 の う

ち 、 ご み 焼 却 施 設 の 新 設 に 係 る 事 業 （ ご み 処 理 広 域 化 計 画 に 基

づ い て 実 施 す る も の に 限 る 。） 又 は し 尿 処 理 施 設 、 地 域 し 尿 処 理

施 設 、 ご み 焼 却 施 設 及 び 粗 大 ご み 処 理 施 設 の 基 幹 的 設 備 （ 平 成 9  

年 度 ま で の 国 庫 補 助 対 象 設 備 を い う 。） の 改 造 事 業 で あ っ て 総 事

業 費 が 1 億 5 千 万 円 以 上 の 事 業 を い い ま す 。  

出 典 ： 令 和 5 年 総 務 省 告 示 第 1 7 3 号  
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  ３ ） 財 源 ス キ ー ム  

交 付 金 並 び に 起 債 の 活 用 を 踏 ま え た 施 設 整 備 費 に 対 す る 財 源 ス キ ー ム の イ メ ー ジ を

図 1 6 - 1 に 示 し ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 6 - 1  財 源 ス キ ー ム の イ メ ー ジ  

 

 

 

 

  

【地域エネルギーセンター】

Ａ.交付金

Ｂ．起債

Ｃ．一般財源 （交付対象事業費－交付金）×１０％ → （交付対象事業費－交付金）×１０％ →
（交付対象外事業費）

　　　　　×２５％ →

 ※交付税措置は５０％  ※交付税措置は５０％  ※交付税措置は３０％

交付金

交付対象外事業費

（交付対象事業費）×１／２

（交付対象事業費－交付金）

×９０％

（交付対象外事業費）

×７５％

（交付対象事業費－交付金）

×９０％

（交付対象事業費）

×１／３

交付金交付対象事業費

（交付率優遇部分） （交付率通常部分）

【リサイクルセンター】

Ａ.交付金

Ｂ．起債

Ｃ．一般財源

※交付金は千円未満切り捨て、起債は100千円未満切り捨て

（交付率通常部分）

（交付対象事業費）×１／３

（交付対象事業費－交付金）

×９０％

 ※交付税措置は５０％

（交付対象事業費－交付金）×１０％ →

 ※交付税措置は３０％

（交付対象外事業費）

×７５％

（交付対象外事業費）

　　　　　×２５％ →

交付金交付対象事業費 交付金

交付対象外事業費
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第 １ ７ 章  事 業 ス ケ ジ ュ ー ル  

 

 １ ． 事 業 ス ケ ジ ュ ー ル  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー は 、 令 和 1 4 年 度 中 の 稼 働 開 始 を 目 標 と し て い ま す 。  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 整 備 ス ケ ジ ュ ー ル 案 を 表 1 7 - 1 に 示 し ま す 。  

 

表 1 7 - 1  事 業 ス ケ ジ ュ ー ル  
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第 １ ８ 章  施 工 計 画  

 

 １ ． 施 工 計 画 の 基 本 方 針  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー 整 備 工 事 期 間 中 の 施 工 計 画 に 係 る 基 本 方 針 は 以 下 の と お り で す 。  

 

 

 

 

 

 

 ２ ． 環 境 保 全  

1 ） 大 気 質  

① 工 事 工 程 の 調 整 に よ る 建 設 機 械 の 集 中 稼 働 の 回 避 、 建 設 機 械 の 定 期 的 な 点

検 整 備 の 実 施 、 高 負 荷 ・ 空 ふ か し 運 転 等 の 回 避 、 ア イ ド リ ン グ ス ト ッ プ 等 の 徹 底 、

排 出 ガ ス 対 策 型 建 設 機 械 の 積 極 的 な 採 用 に よ り 、 窒 素 酸 化 物 の 発 生 を 抑 制 し

ま す 。  

② 作 業 状 況 に 応 じ て 散 水 を 十 分 に 行 う こ と に よ り 、 粉 じ ん の 発 生 を 抑 制 し ま す 。  

③ 資 材 等 運 搬 車 両 の 空 ふ か し 運 転 等 の 回 避 、 ア イ ド リ ン グ ス ト ッ プ 等 の 徹 底 、 タ イ

ヤ 洗 浄 の た め の 泥 落 と し 設 備 を 設 け る こ と に よ り 、 窒 素 酸 化 物 、 浮 遊 粒 子 状 物

質 、 粉 じ ん の 発 生 を 抑 制 し ま す 。  

 

2 ） 騒 音 ・ 振 動  

① 工 事 工 程 の 調 整 に よ る 建 設 機 械 の 集 中 稼 働 の 回 避 、 建 設 機 械 の 定 期 的 な 点

検 整 備 の 実 施 、 高 負 荷 ・ 空 ふ か し 運 転 等 の 回 避 、 ア イ ド リ ン グ ス ト ッ プ 等 の 徹 底 、

低 騒 音 ・ 低 振 動 型 建 設 機 械 の 積 極 的 な 採 用 に よ り 、 騒 音 ・ 振 動 の 発 生 を 抑 制

し ま す 。  

② 資 材 等 運 搬 車 両 の 空 ふ か し 運 転 等 の 回 避 、 法 定 速 度 の 遵 守 に よ り 、 騒 音 ・ 振

動 の 発 生 を 抑 制 し ま す 。  

 

3 ） 廃 棄 物 等  

① 残 土 は 場 内 処 分 す る よ う 努 め る こ と で 、 外 部 へ の 残 土 処 分 を 可 能 な 限 り 回 避 し

ま す 。  

② 建 設 副 産 物 は 再 資 源 化 可 能 な も の は 再 資 源 化 し 、 そ の 他 に つ い て は 適 正 に 処

理 を 行 い ま す 。  

 

 

〇 施 設 整 備 工 事 中 の 周 辺 へ の 環 境 保 全 を 徹 底 し ま す 。  

〇 工 事 中 の 安 全 対 策 を 徹 底 し ま す 。  

〇 計 画 し た 工 期 を 遵 守 で き る よ う な 工 程 計 画 を 立 案 し ま す 。  

〇 関 連 す る 工 事 と の 調 整 に 留 意 し ま す 。  
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 ３ ． 安 全 対 策  

① 工 事 中 の 安 全 対 策 に つ い て は 、 労 務 災 害 や 周 辺 へ の 二 次 災 害 が 発 生 し な い よ

う に 、 工 事 関 係 者 へ の 安 全 教 育 を 徹 底 し ま す 。  

② 通 勤 車 両 や 工 事 車 両 等 の 通 行 に 伴 う 交 通 事 故 の 未 然 防 止 の た め 、 工 事 用 道

路 ・ 駐 車 場 ・ 資 材 置 き 場 ・ 資 材 搬 入 路 に つ い て 十 分 に 計 画 を 行 い ま す 。  

③ 作 業 時 間 内 に は 交 通 誘 導 員 を 配 置 し ま す 。  

④ 事 故 等 に よ り 近 隣 へ の 損 傷 や 汚 染 等 が 発 生 し た 場 合 は 速 や か に 復 旧 等 の 処 置

を 行 い ま す 。  

   

 ４ ． 工 事 工 程  

① 定 期 的 な 工 程 会 議 等 を 通 じ て 、 現 状 の 把 握 と 課 題 を 共 有 し ま す 。  

② ク リ テ ィ カ ル パ ス と な る ポ イ ン ト を 把 握 し 、 適 切 な ス ケ ジ ュ ー ル 設 定 を 行 い ま す 。  

③ 改 正 建 設 業 法 や 働 き 方 改 革 関 連 法 等 に 基 づ い て 、 週 休 2 日 制 等 の 導 入 な ど

を 前 提 と し た 工 事 ス ケ ジ ュ ー ル の 立 案 に 努 め ま す 。  

 

 ５ ． 関 連 工 事 と の 調 整  

① 新 ク リ ー ン セ ン タ ー 整 備 工 事 以 外 に も 、 資 源 循 環 ゾ ー ン ・ 搬 入 道 路 等 関 連 す る

工 事 を 行 う こ と と な る た め 、 こ れ ら 工 事 が そ れ ぞ れ に 影 響 を 及 ぼ さ な い よ う に 十 分

な 調 整 を 図 り ま す 。  
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第 １ ９ 章  発 注 方 式  

 

 １ ． 発 注 方 式 の 種 類  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー 整 備 の よ う な 公 共 工 事 に お い て は 、 競 争 性 ・ 透 明 性 ・ 公 平 性 の 確 保

が 保 た れ 、 品 質 や 経 済 性 の 優 れ た 施 工 が 求 め ら れ て い ま す 。  

一 般 に 公 共 工 事 に お け る 事 業 者 選 定 に お け る 発 注 方 式 は 、 「 随 意 契 約 方 式 」 、 「 指 名

競 争 入 札 方 式 」 、 「 一 般 競 争 入 札 方 式 」 、 「 総 合 評 価 型 一 般 競 争 入 札 方 式 」 及 び 「 公 募

型 プ ロ ポ ー ザ ル 方 式 」 が あ り 、 各 発 注 方 式 の 比 較 は 表 1 9 - 1 の と お り で す 。  

 

表 1 9 - 1  発 注 方 式 の 比 較  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 随意契約方式 指名競争入札方式 一般競争入札方式 総合評価一般競争入札 公募型プロポーザル方式

概要

・競争の方法によらず、
発注者が任意に特定の業
者を選び、契約する方式

・発注者が指名した特定
多数の業者で競争を行わ
せる方式

・資格要件を満たす中
で、競争参加申し込みを
行った業者で競争を行わ
せる方式

・技術的な提案を募集す
ることで、業者に価格や
性能等を提示させ、その
内容を総合的に評価して
契約者を決定する方式

・技術提案を募集し、最
も優れた提案を行った業
者を優先交渉権者とし
て、価格や施工方法等を
交渉し契約する方式

特徴

・会計法や地方自治体法
等の関係法令に想定され
る特定の要件を満たした
場合のみ、その適用が認
められる
・契約までの期間を短縮
することが可能となる
・特定の資産、信用、能
力等のある業者の選定が
容易となる

・一般競争入札と比べ
て、不良・不適格業者を
排除することが容易とな
る

・機会均等の原則に則
り、透明性、競争性、公
正性及び経済性を最も確
保することができる

・施工者の能力により品
質に大きな影響が生じる
と考えられる場合、品質
確保のために工事価格と
性能等を総合的に評価が
できる

・発注者による仕様の確
定が困難で、最も優れた
技術提案でないと目的達
成が難しい場合に対応す
る
・「発注者が最適な仕様
を設定できない工事」又
は、「仕様の前提となる
条件の確定が困難な工
事」への適用が考えられ
る

留意点

・発注者と特定の業者間
に発生する特殊な関係を
持って単順に活用される
可能性や、適正な価格に
て行われるべき契約が不
適正な価格により行われ
る可能性が生じる懸念が
ある
・契約事務の公正性を保
持し、経済性の確保を図
る観点から、発注ごとに
技術の特殊性、経済合理
性、工事の緊急性等を客
観的・総合的に判断する
ことや慎重に判断する必
要がある

・指名されない業者が固
定化しないように公平性
の確保が必要である
・談合が容易であるとの
指摘に留意が必要である
・指名基準の公表等を通
じて透明性・客観性・競
争性を向上させ、発注者
の恣意性を排除すること
が必要である

・発注者の発注体制に
よっては、契約担当者の
事務上の負担が大きくな
り、経費増の懸念がある
・競争参加資格の設定等
の運用次第で、不良・不
適格業者が参加する懸念
がある

・審査・評価を行う体制
が必要である
・手続き期間が長期にわ
たる懸念がある
・最も優れた提案に対応
する予定価格を定める必
要がある
・中立かつ公正な立場か
ら判断できる学識経験者
等の意見を聴取する必要
がある
・競争参加者の事務負担
に配慮し、適切な評価内
容の設定が必要である
・評価方法や内容を公表
することが必要である
・履行を確保するための
補償等について、予め契
約上の取り決めを行う必
要がある

・競争参加者の見積金額
と発注者の予算規模とに
大きな乖離が生ずる可能
性がある
・予め参考額を提示する
場合は、参考額の設定方
法や乖離が生じたときの
取扱いに留意が必要であ
る
・優先交渉権者との交渉
によっては不成立となる
場合がある
・技術提案の審査・評
価、価格や施工方法等に
関する交渉等を明確に行
える体制の確保が必要で
ある
・技術提案の審査・評価
については、学識経験者
等の意見を聴取する等、
中立性・公平性・透明性
の確保が必要である

効果

・契約担当者の事務上の
負担が軽減できる
・一般競争入札や指名競
争入札と比べて手続き期
間が短縮できる

・一般競争入札と比べ
て、契約担当者の事務上
の負担や経費の軽減が図
れる
・信頼できる業者の選
定、入札・契約や工事監
督に係る事務の簡素化、
受注の偏りの排除、良質
な施工に対するインセン
ティブの付与が行える

・発注者の裁量の余地が
少ないため、高い客観性
が確保できる
・第三者による監視が容
易であり、高い透明性が
確保できる
・入札に参加する可能性
のある潜在的な競争参加
者の数が多く、高い競争
性が確保できる

・技術提案に対する評価
が低い場合、落札しにく
くなるため、品質の向上
が期待できる
・能力の乏しい業者が落
札することによる品質の
低下や工期遅延等の防止
が期待できる
・入札の段階で審査を行
うため、想定される問題
の事前把握が可能となる
・業者の育成・技術力の
向上に寄与できる

・具体的な仕様につい
て、提案を受けてから検
討できることから、手続
き開始までの準備期間が
短縮できる
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 ２ ． 発 注 方 式 の 選 定  

入 札 ・ 契 約 に 関 す る 競 争 性 を 高 め る た め に 、 国 で は 「 廃 棄 物 処 理 施 設 建 設 工 事 等 の 入

札 ・ 契 約 の 手 引 き （ 平 成 1 8 年 ( 2 0 0 6 年 ) ７ 月 策 定 ） 」 が 示 さ れ 、 入 札 ・ 契 約 手 続 に

当 た っ て の 留 意 点 等 を 示 し て い ま す 。  

   ま た 、 品 質 確 保 に 関 し て は 、 「 公 共 工 事 の 品 質 確 保 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 1 7

年 ( 2 0 0 5 年 ) ４ 月 施 行 ） 」 が 示 さ れ 、 経 済 性 に 配 慮 し つ つ 価 格 以 外 の 要 素 を 考 慮 し て

価 格 ・ 品 質 が 総 合 的 に 優 れ た 内 容 の 契 約 が な さ れ る こ と に よ り 公 共 工 事 の 品 質 が 確 保 さ

れ な け れ ば な ら な い と さ れ て い ま す 。  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 整 備 に 当 た っ て は 、 上 記 内 容 を 踏 ま え 、 適 正 な 競 争 に よ り 施 工 事

業 者 を 決 定 す る 必 要 が あ り ま す 。 表 1 9 - 1 に 示 す 発 注 方 式 の 中 で 、 競 争 に お け る 透 明

性 ・ 公 平 性 を 確 保 し 、 か つ 価 格 の み な ら ず 技 術 力 を 含 め た 評 価 を し た 決 定 プ ロ セ ス を 保 持

す る こ と が で き る も の は 「 総 合 評 価 一 般 競 争 入 札 方 式 」 と 「 公 募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 方 式 」 で す 。  

特 に 、 「 公 募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 方 式 」 は 、 優 先 交 渉 権 者 決 定 後 に 契 約 内 容 に つ い て 交 渉

す る こ と に な り 、 内 容 の 変 更 も 可 能 と さ れ て い ま す 。 ま た 、 交 渉 が 不 調 と な っ た 場 合 で も 次

順 位 者 と の 交 渉 が 可 能 で あ り 、 総 合 評 価 一 般 競 争 入 札 と 比 較 し て 、 手 続 開 始 ま で の 期

間 が 短 縮 で き る メ リ ッ ト が あ り ま す 。  

 

 ３ ． 事 業 方 式  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー の 建 設 や 建 設 後 の 維 持 管 理 に は 、 官 民 連 携 方 式 を 活 用 す る 予 定 で

す 。 民 間 企 業 の ノ ウ ハ ウ を 活 用 し 、 効 率 的 な 施 設 の 建 設 工 事 や 施 設 の 運 営 委 託 を 行 い 、

市 が 適 切 に 監 理 す る こ と で 官 民 両 者 の 良 い 部 分 を 発 揮 す る こ と が で き ま す 。  

民 間 企 業 の 資 金 や ノ ウ ハ ウ を 活 用 で き る 方 式 を P F I 方 式 と い い ま す 。 民 間 事 業 者 が 建

設 と 維 持 管 理 を 一 括 で 担 う こ と で 、 効 率 化 や 工 夫 を し や す く な り ま す 。 ま た 最 新 設 備 の 導

入 や 電 源 ・ 熱 供 給 等 の 多 様 な 連 携 が 想 定 さ れ ま す 。  

公 設 公 営 （ 従 来 方 式 ） と 比 較 し て 、 D B O 方 式 ・ P F I - B T O 方 式 な ど の 民 間 活 用 手

法 に つ い て 、 そ れ ぞ れ の 費 用 削 減 効 果 （ V F M ） を 試 算 し た う え で 、 本 市 に と っ て 適 切 な

手 法 を 選 択 し ま す 。  
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第 ２ ０ 章  災 害 廃 棄 物 の 受 入  

 

 １ ． 奈 良 市 災 害 廃 棄 物 処 理 計 画 に よ る 処 理 基 本 方 針  

「 奈 良 市 災 害 廃 棄 物 処 理 基 本 計 画 」 （ 令 和 4 年 3 月 改 定 ） で は 、 地 震 及 び 風 水 害

等 の 自 然 災 害 に よ っ て 発 生 す る 廃 棄 物 （ 災 害 廃 棄 物 ） の 処 理 に 係 る 基 本 方 針 を 表 2 0 -

1 に 示 す と お り 定 め て い ま す 。  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー に つ い て は 、 災 害 廃 棄 物 を 処 理 で き る 体 制 を 構 築 す る こ と で 、 廃 棄 物

の 受 け 入 れ や 、 速 や か な 災 害 か ら の 復 旧 に つ な げ ま す 。  

 

表 2 0 - 1  災 害 廃 棄 物 処 理 に 係 る 基 本 方 針  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ ． 新 ク リ ー ン セ ン タ ー で の 災 害 廃 棄 物 受 け 入 れ  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー で は 、 災 害 廃 棄 物 及 び 被 災 者 や 避 難 者 の 生 活 に 伴 い 発 生 す る 廃 棄

物 の う ち 、 処 理 可 能 な も の に つ い て 受 け 入 れ ま す 。  

新 ク リ ー ン セ ン タ ー で 受 け 入 れ る 具 体 の 災 害 廃 棄 物 等 に つ い て は 、 昨 今 の 災 害 の 状 況

を 踏 ま え て 検 討 を 進 め ま す 。  

 

 

 

 

 

  

適正かつ円滑・迅速な処理
災害からの早期の復旧・復興を目指し、迅速な処理を行いま
す。

計画的な処理
初動期・応急対応期・復旧復興期のそれぞれの状況を踏まえ、
最大3年以内の処理を目指します。

環境と安全を配慮した処理
公衆衛生上の支障を防止しながら、市民の生活環境を保全しま
す。

リサイクルの推進
可能な限り分別を行い、再資源化による有効利用を図り、処理
負担を軽減します。

歴史的遺産・文化財等への配慮
歴史的遺産、文化財等が他の災害廃棄物と混合しないよう保全
に努め、対象物の対処方法等に留意します。
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